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福岡大学は、1934年創設の福岡高等商業学校を

起源とします。九州経済専門学校、福岡経済専門学

校を経て1949年に福岡商科大学に昇格し、1956年

に福岡大学と改称しました。現在では、９つの学部

と10の大学院研究科を擁する西日本で最大規模の総

合大学であり、２つの大学病院、２つの附属高等学

校、１つの附属中学校を有しています。

全国でも稀な全ての学部が一つのキャンパスに集

まった大学であり、アジアの玄関口である福岡市に

位置するキャンパスでは２万人超の多彩な学生が学

んでおり、これまでに約25万人の卒業生を社会に送

り出しています。

建学の精神として「思想堅実」、「穏健中正」、「質

実剛健」、「積極進取」を掲げ、それに基づいた全人

教育を理想としています。さらに、教育研究の理念

として「人材教育 (Specialist)」と「人間教育

(Generalist)」の共存、「学部教育(Faculty)」と「総

合教育 (University)」の共存、「地域性 (Regionalism)」

と「国際性(Globalism)」の共存を標榜しています。

この３つの共存をはかることによって、真理と自由

を追求し、自発的で創造性豊かな人間を育成し、社

会の発展に寄与することを目的としています。

2014年５月に創立80周年を迎えており、向こう

10年の本学の進むべき方向性を明示するとともに、

今後、具体的な施策や戦略を講じる際の重要な指針

とするため、「福岡大学ビジョン2014-2023」を策
定しています。このビジョンには、①時代の要請や

社会のニーズに対応した教育・研究・医療の提供、

②先進的で高度な研究活動の遂行、③アジア諸国と

の関係を中心にして行うグローバル人材育成、④福

岡を中心とする地域の活性化と発展の促進の４つを

重点項目に掲げており、さらに、山口政俊学長の下、

「アクティブ福岡大学」を掲げ、創立100周年に向

けて今一度「建学の精神」に立ち返り、「積極進取」

の気概を持って活力と魅力溢れる大学「アクティブ

福岡大学」としてさらに前進すべく、様々な施策に

教職員一同取り組んでいます。

さて、本学の情報環境に目を向けますと、2018

年から2020年にかけ、多くの情報システムが更新

時期を迎えることから、一昨年３月に法人最上位の

情報関係の会議体である情報化推進委員会の下に学

内情報システム更新検討専門部会を設置しました。

この専門部会ではシステムの在り方や更新方法の検

討、今後の情報化推進体制の在り方等を検討し、昨

年１月に出された答申では、法人全体をカバーする

新しい情報化推進体制を確立することを始めとし

て、法人が有する情報の全体像を管理する制度及び

様々なユーザの声を取り入れる仕組みが不可欠であ

り、それにはITガバナンス体制の整備が必要である

との提言がなされました。

このような背景から、昨年４月には最高情報責任

者（CIO）及び最高情報セキュリティ責任者（CISO）

並びにCIO補佐及びCISO補佐の設置、両者が統括す

る会議体の見直し、情報部門の改組等を含む情報化

推進体制の改革を行いました。今回のシステム更新

においては、この新しい体制の下、CIOを中心に全

システムのサーバ仮想化、クラウド化を行うことに

ついて大方針を定めました。

また、この方針のもとに、2018年以降に更新す

る情報システムの検討・移行計画策定を各システム

所管部署と連携して作業を進めています。一例を挙

げるなら、キャンパス内各所に設置している従来型

（集合型）PC教室を協働学習教室へスタイル変更し

ていくことが大きな課題となっており、これについ

ては2020年の更新に向け検討しています。また、

その他の取組として、学内ほぼすべての一般教室に

無線LANを設置しており、アクティブラーニングの

一環として双方的授業の実現に向けアンケート機能

やクリッカー機能を有する学修支援ツールの整備を

全学的に進めております。

IT技術は教育、研究、医療、事務業務どれをとっ

ても必要不可欠な存在になっています。スマートフ

ォン、クラウド、IoT、AI等、今後もさらに情報技

術の発展は急速に進み、情報サービスの在り方も時

代とともに変化し続けるでしょう。

当センターは、時代に即した、ユーザに求められ

るサービスを提供するとともに、情報セキュリティ

を強化し、安全・安心にサービスを利用してもらえ

るシステムの構築・運用に取り組み、当センターの

役割であるIT環境整備の役割を果たしていきます。

情報部門に求められる役割も時代とともに変化

し、抱える課題は決して少なくありませんが、戦略

を立て、一つ一つの課題に取り組み、改善・改革を

続けていきたいと考えています。

福岡大学・情報基盤センター長
（CIO補佐・CISO補佐） 末次　　正　　

より良い情報環境を目指して



高等教育機関に対するサイバー攻撃の動向と

情報セキュリティ対策の考え方
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１．はじめに
報道や各大学からのプレスリリース等によれば、

大学など国内の高等教育機関は、巧妙な手口を用

いた高度化したサイバー攻撃に晒されており、

様々なサイバー攻撃が確認されています。大学教

職員をターゲットとしていると推測される文面に

よる高度な標的型攻撃メールが、2016年以来毎年

確認されており[1] [2] [3]、2015年には、高度サイバー

攻撃による被害も富山大学で報告[4]されています。

サイバー攻撃に使用されたマルウエア (コンピュー

タウィルスや、攻撃ツールなど攻撃者が使うソフ

トウエアの総称) がケースごとに異なっていること

から、様々な攻撃者が大学教職員を対象として攻

撃活動を展開しているものと考えられます。また、

これらの事例では、攻撃を受けたことを組織が気

が付くことができましたが、見過ごされている攻

撃や被害の可能性も否定できません。

また、高等教育機関に対するサイバー攻撃は、

標的型攻撃メールによる高度サイバー攻撃だけで

はありません。メールやクラウドなどのサービス

の利用者アカウントを詐取するフィッシングメー

ルや、サーバやシステムに対する不正アクセスな

どもあります。例えば、2017年には不正アクセス

による情報漏えいが大阪大学において、報告[5]され

ました。これらの事例から、高等教育機関は、も

はやサイバー攻撃とは無縁ではないと言えます。

すなわち、すべての高等教育機関が、既に攻撃の

只中にあり、被害規模の大小や被害内容の差異は

あるにせよ、高度なサイバー攻撃に巻き込まれる

可能性があるとの認識をもって、情報セキュリテ

ィ対策に臨むことが求められているのです。本稿

では、大学で確認され公表されているサイバー攻

撃事例をもとに、高等教育機関のどのような弱点

が狙われてきたのかを解説し、それをもとに、ど

のような対策を施していくべきかを解説します。

２．高等教育機関にて確認された高度サイ
バー攻撃

標的型攻撃や高度サイバー攻撃について見聞き

はしていても、「大学や、大学の関係者が狙われる

ことはないだろう」、「機微な研究内容ではないし、

特別に価値がある情報が学内に保存されていると

も思えない」等と考えて、サイバー攻撃を対岸の

火事として思ってはいないでしょうか。しかし、

前述した事例を見れば、サイバー攻撃と無関係と

言い切れる高等教育機関はないと考えられます。

サイバー攻撃に使われるメッセージは、狙われ

た組織で日常的にやり取りされる業務メールのよ

うに見えます。したがって、受信者がよほど注意

をしない限り、メールに添付された添付ファイル

を開封したり、メールに記載されたリンク先にア

クセスしたりしてしまいます。2016年以来毎年確

認されている学研究費助成事業に関する標的型攻

撃メールを大学関係者でない人が受け取ったとし

ても、表題や本文から誤送信かスパムと判断して

読み捨てるであろうことに思いを致せば、それら

が教職員など高等教育機関の関係者を標的として

送付されていることは明らかであり、高度サイバ

ー攻撃で「大学や、大学の関係者が狙われること

はないだろう」と考えることは間違いだと分かる

洞田　慎一



を逃れようとしていたと考えられます。また、複

数の検体が登録されていることは、富山大学以外

の組織にも、マルウエアが添付された標的型攻撃

メールが届いていた可能性を示唆しています。い

ずれにせよ、このようなカスタマイズが施された

マルウエアは、ファイアウォールなどに組み込ま

れたシグネチャーによる検知をすり抜けることが

あります。実際に、富山大学の事例では、外部の

組織から照会を受けて初めて攻撃を受けていたこ

とに気が付きました。高度サイバー攻撃では、攻

撃を受けている組織がそれに気が付かず、外部か

らの通報で調査に着手して攻撃を見つけるケース

が珍しくありません。

富山大学の事例では、感染したPCに保存されて

いたほとんどの情報が遠隔操作により持ちだされ、

その中には研究に関する情報や個人情報が含まれ

ていた可能性があると考えられています。この攻

撃の狙いが何であったのかは分かりませんが、攻

撃者が、最先端技術や安全保障などにかかわる機

密情報だけを狙っていると即断すべきではありま

せん。高度サイバー攻撃に関する様々なレポート

でも、様々な狙いをもつ攻撃者の存在が報告され

ています。高等教育機関を狙う攻撃者は、教育機

関や教職員が持つ情報を窃取しようとしているの

かもしれませんし、他の攻撃を仕掛けるための踏

み台となるシステムや利用者アカウントを探して

いるのかもしれません。あるいは、学外の委員会

活動などを通じて教職員が得た機微な情報や豊富

な人脈、指導している留学生の情報等を狙ってい

る可能性も考えられます。このように見れば、高

等教育機関を狙う攻撃者の皮算用の一端を推察で

きるかと思います。

情報セキュリティ対策の第一歩は、守るべき情

報資産の特定であり、そのためにも、まずは学内

にどんな利用者が在席して、どんな情報を扱って

いるのか、教育機関としてどんな情報資産を保持

しているのかを知ることが重要です。サイバー攻

撃から守るべき情報資産は、教職員が用いるPCに

保存されている情報だけではありません。高等教

育委機関でも、ここ10年あまりで業務の電算化が

進み、受講届けの受付や発注管理などがオンライ

ン化され、図書の検索・貸出予約、eラーニング等

の学内の様々なサービスを PC やスマートフォンな

どを介して利用できるようになりました。電算化

された業務やサービス提供に伴って、オンライン

上に存在している情報資産が大量に蓄積されてい

ると考えられます。一台のPC感染をきっかけとし

て、これら学内に保存される様々な情報資産全体

に、攻撃者もアクセスできる可能性が生まれます。

大学全体の情報資産のうち、何を攻撃者が狙っ
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と言えます。毎年のように標的型攻撃メールが確

認されていますので、高等教育機関の方が他の企

業や組織よりもサイバー攻撃を受けるリスクが高

まっていると危機感を強めて、実態の点検と対策

を急ぐことが望まれます。

教職員ばかりではなく、サポート・スタッフや

学生もサイバー攻撃に狙われています。例えば、

富山大学水素同位体科学研究センターで発生した

高度サイバー攻撃[4] [6]では、標的型攻撃メールが教

員と非常勤職員に届き、メールに添付されたファ

イルを開封した非常勤職員のPCがマルウエアに感

染しています。多忙な教員に代わって、メールや

スケジュール管理などの日常の事務業務を担当す

る秘書的な立場の職員などもメールを確認する必

要がありましょう。富山大学での事例がそうした

状況であったか否かは定かでありませんが、こう

した方々は、受信メールに嫌疑を向け難い立場に

あり、標的型攻撃メールを開封しがちです。報道

によれば、届いた標的型攻撃メールは、教員と学

会で出会った学生を名乗り、研究内容に関する質

問をしたいとの内容であったと報じられています。

富山大学のWebに公表された情報[6]に引用されてい

るメール本文は、日本語として使いまわしや、単

語の表記が不自然な点がいくつか認められるもの

の、まったく意味をなさない文章ではありません。

2016年以来継続的に確認されている科学研究費助

成事業に関する情報を記載した標的型攻撃メール

は文章も自然で、実在する人物の氏名が記載され

ていた[3]ものもありました。以前は、文章に不自然

さがないかどうかで、標的型攻撃メールか否かを

見分ける方法も有効[7]でしたが、昨今では、流暢で

自然な文章の標的型攻撃メールも増えています。

不審なメールを開かないよう利用者に注意するだ

けでなく、利用者が気づかずに標的型攻撃メール

に添付されたファイルを開いたり、リンク先をク

リックしたりする可能性を前提とした対策の必要

があると言えます。特に、学会活動や研究活動に

関する連絡を装ったものであれば、教職員だけで

なく学生や研究員らが標的型攻撃メールに触れ、

罠にはまる可能性も否定できません。そうしたと

ころから被害が発生することも想定しておく必要

があります。

富山大学に対する攻撃で用いられたマルウエア

は、感染したPCからの不審な通信先アドレスから、

Asruex[8]であったと考えられています。このマルウ

エアに感染したPCは、攻撃者が遠隔操作できるよ

うになります。このマルウエアは、VirusTotal など

のマルウエア分析データベースに、それぞれ異な

る通信先をもつ複数の検体が登録されています。

攻撃者は、攻撃先ごとにカスタイマイズして検知
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ているのかが分からないことを考えると、マルウ

エアへの感染や攻撃者の侵入に気が付きにくい高

度サイバー攻撃は、感染したPCだけの問題ではな

く、大学全体に影響範囲を拡げて対応することが

求められます。

３．ID、パスワードの窃取や、それを悪用
したサイバー攻撃

高等教育機関では、統合的な認証システムを導

入し、様々なオンライン・サービスのログインID

とパスワードを一元的に管理し、シングルサイン

オンによるサービス連携を実現しているケースも

珍しいことではないでしょう。学内のシステムに

とどまらず、学外のサービスも利用できるように

しているケースも考えられます。

このように統合化された認証システムで管理さ

れたアカウント情報は、奪取すれば様々な情報シ

ステムや情報サービスを利用できるようになるの

で、攻撃者にとって価値ある戦利品と言えます。

その視点で、いくつかの大学の情報系センターか

ら発表される注意喚起を改めて見直してみると、

教職員や学生のID、パスワードを狙ったフィッシ

ングメールに関連したものが驚くほど多くの大学

で散見されます（図１）。Webサイトに掲載された

注意喚起からうかがい知れるケースは、この種の

事案の氷山の一角にすぎないと考えられます。ま

た、高等教育機関だけでなく、様々な機関やサー

ビスの利用アカウント情報を広く収集しようとし

た攻撃の一端である可能性も否定できません。

オンライン・バンキングやWeb、メールシステム

などのIDとパスワードを詐取するフィッシング攻

撃は目新しくはありません。しかしながら、慣れ

っこになって問題の程度を軽く評価しているとい

うことはないでしょうか。フィッシング攻撃が発

端となり、深刻なインシデントに拡大する可能性

も否定できません。実際、関西学院大学[9]などで、

フィッシングメールを発端とするインシデントが

報告されています。

教職員や学生が、学外のオンラインサービスを

利用するシーンや、他大学のサービスを利用して

いるシーン、あるいは、学外から接続できるサー

バや、NASなどのストレージを研究室で運用する

シーンは、高等教育機関においてさほど珍しいこ

とではないと思われます。仮に、学外のサービス

におけるフィッシング攻撃などでIDやパスワード

が窃取されるなど、攻撃者が何らかの方法で、ロ

グインIDやパスワードを入手できた場合、そのリ

ストを用いて不正アクセスを試みる可能性も考え

られます。一つのアカウント情報が窃取されたこ

とに端を発して深刻なインシデントに拡大したケ

ースの一つが大阪大学[5]の事例です。次いで、管理

者 IDや、他の利用者のIDも窃取され、グルーウエ

アから学内外の個人情報が持ちだされたとされて

います。

IDやパスワードが悪用された場合の影響の範囲

を考えると、仮に、利用者が、ID、パスワードを

誤って入力してしまった場合の対応は、当該の利

用者のIDやパスワードをリセットすることのみで

対応を終えてもよいのでしょうか。その対応が誤

っているわけではありませんが、窃取されたIDや

パスワードから、様々なサービスや情報に触れる

ことができる、ということを認識して対応を進め

特　集
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図１　インターネットにて確認できる各大学における注意喚起の発行数（2016年１月～2018年２月）
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特　集

ることが望まれます。学内の他のシステムに不正

アクセスが見られないかを確認することや、利用

者には、学外で利用しているサービスにも不正な

アクセスがなかったかなどの確認が必要です。パ

スワードの使いまわしを避けるように求める利用

者への注意喚起とともに、アクセス元や日時など

の履歴を利用者が確認できるような処理の工夫も

重要です。

４．高等教育機関における情報セキュリティ
対策の考え方

規模や細部の特徴は様々ですが、大局的に見れ

ば高等教育機関の情報システムは、基本的に類似

したサービス・メニューをもち、類似したコンポ

ーネントやツールを使ってシステムを構築し運用

していると考えられます。このことは、攻撃者の

視点に立つと、高等教育機関向けに特化してカス

タマイズした攻撃ツールを用意し、それを使って

多数の高等教育機関に攻撃を仕掛けることができ

ることを意味しています。

一方で、一般の企業や官公庁とは情報システム

への要件が大きく異なっていますので、高等教育

機関における情報セキュリティに対する対策には、

一般の企業などとは異なった視点が求められてい

ます。高等教育機関における情報セキュリティ対

策について次のポイントを指摘し、それぞれにつ

いて掘り下げておきたいと思います。

（１）インシデント対応体制の整備

（２）情報セキュリティポリシーの策定とセキュ

リティ・ガバナンス

（３）教育訓練の重要性

（４）他の高等教育機関との情報共有

（１）インシデント対応体制の整備

先に説明したように、昨今のサイバー攻撃は高

度化し巧妙化しており、どの高等教育機関でも、

いつインシデントが発生してもおかしくない状況

です。すなわち、突然にインシデントに見舞われ、

対応を迫られる事態が差し迫っていることを意味

します。そうした事態に備え、各機関にとって、

インシデントに対応する体制を整備することが緊

急の課題です。

インシデントへの対応体制において、技術的な

核となるものが CSIRT (Computer Security Incident

Response Team) です。組織内CSIRTは、組織内で

発生するインシデント対応の要として活動するチ

ームです。CSIRTは、情報システムの運用を担当し

ているチームと連携して活動する必要があります

が、運用担当チームとは独立した権限と要員を付

与しておく必要があります。さもないと、インシ

デントが発生した時に様々な業務が集中して混乱

に陥ってしまうからです。

インシデントが発生した際には、全体像をすみ

やかに把握し、脅威に晒されている情報システム

やネットワーク、情報資産などへの被害の拡大を

抑止し、影響範囲を極小化するとともに、迅速な

復旧を行う等、様々な対処を限られた時間の中で

進める必要があり、そのための司令塔として、

CSIRTが機能しなければなりません。例えば、「３．

ID、パスワードの窃取や、それを悪用したサイバ

ー攻撃」で紹介したような、窃取されたIDやパス

ワードが学内の様々なシステムで悪用されたイン

シデントが起きたと想像してみてください。様々

なシステムの担当者らが集まって情報を整理し、

それぞれが行うべき対応を協議する必要がありま

す。インシデント発生時の初動対応の例として、

「２．高等教育機関にて確認された高度サイバー攻

撃」で紹介した事案における実例が資料[10]にありま

すので参考にしてください。

組織内 CSIRTを構築する際に手引きとなる資料

として、JPCERT/CCではCSIRTマテリアル[11]を公開

しています。資料では、構想、構築、運用と三つ

のフェーズに分けて、それぞれの段階について検

討に必要なポイントや、構築プロセス、インシデ

ントハンドリングに向けたマニュアルを示してい

ます。これからCSIRTを設置しようという方々にと

って参考になるはずです。

とはいえ、そもそもスタッフが少なく、CSIRT業

務を担える人が限られていたり、知見が十分でな

かったりで、悩んでいる組織も少なくないと推測

されます。しかし、専任者でCSIRTを組織する必要

はありません。CSIRTにとって、組織という箱では

なく、必要な機能を備え、いざという時に既存の

組織と整合性を保ちつつ実効性のある行動をとれ

るかどうかという中身が重要です。特に、システ

ムがそれぞれの部局で管理されている場合などは、

複数の部門から兼務者を集めた混成編成のCSIRTの

方が効果的な場合もあります。

また、インシデント対応に必要な技術をもつ人

材がいない等の理由でCSIRTの整備を断念していな

いでしょうか。情報セキュリティに対する専門知

識や技術的な知見は必ずしも組織内から調達する

必要はありません。セキュリティベンダにアウト

ソースするなど外部の協力を仰ぐことも可能です。

あるいは、必要に応じてJPCERT/CCのような専門

機関などから技術的な助言や情報の提供を受ける

こともできます。むしろ、自らの技術を過信して

無用な深みにはまったり、見落としから独り善が

りのリスク判定をし被害を小さく見積もってしま
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ったりするよりも、外部の力を利用したほうが方

向性を見失うことなく適切に問題解決できるとも

言えます。フォレンジックやログ分析など専門的

な作業は、外部の専門家に依頼する組織の方が多

いと言えましょう。

しかし、組織内の人にしかできない役割がある

ことにも注意してください。組織全体を見渡して

統括し、適切な部門に協力を求め、あるいは指示

を出し、組織の価値観に基づいて判断を下す等の

役割です。CSIRTを構築するにあたって、どんな役

割や人材が必要とされるかについては、日本シー

サート協議会から公開されているCSIRT 人材の定

義と確保[12]なども参考になります。

CSIRTのメンバーが決まったら、インシデント発

生時に彼らが的確に行動できるよう、緊急時の行

動計画を立案し、事前に訓練しておくことが重要

です（図２）。大規模な被害を伴うインシデント対

応において、意思決定のための会議に時間を取ら

れて対応に手間取ることは、すべての組織にあり

がちな問題です。対応に手間取ることにより被害

や影響が拡大していくこともしばしばです。その

原因は、インシデントが発生してから対応を検討

する「泥縄」にあります。当然、不測のインシデ

ントであれば、ある程度は意思決定に時間がかか

るのも仕方がありませんが、基本的なインシデン

ト対応手順だけでも事前に計画し、関係者の理解

を求めておくことはできるはずです。

インシデント対応手順の計画も、あまり構えて

考える必要性はありません。学内を見渡せば、す

でにできていること、染みついているルールがあ

るはずです。例えば、火災や災害など物理的なイ

ンシデントについて、取り決めや事前の準備がで

きているのではないでしょうか。そうした危機管

理計画に情報セキュリティインシデントが発生し

た場合の対処の考え方を書き加えることが出発点

です。インシデント発生時に、誰がどのような責

任や権限をもって指揮を担うべきかをはっきりさ

せておくべきです。

インシデントへの対応手順を検討する際の一つ

のヒントは、インシデント対応におけるゴールか

ら、逆のパスをたどって必要な「アクション」と

意思判断の「ルート」を整理してみることです

（次ページ図３）。例えば、学外へのインシデント

報告をゴールとした場合、どのような情報がいつ

までに必要となるか、誰がどのようにしてその情

報を集めるのか、そのために必要なリソースや権

限は何か等を検討する必要があることが明らかに

なるはずです。最終的なゴールを定めずに作った

対応フローは、いざと言う時に、必要な手順が欠

落していたなどの不具合を含んでいて役に立たな

いことになりがちです。

インシデント対応計画を立案したら、検討した

「アクション」や「ルート」が思い通りに機能する

かどうかを、事前の演習などにより確認するなど

して、不具合が見つかればそれを適切にフィード

バックして、対応体制やルールを見直します。

（２）情報セキュリティポリシーの策定とセキュリ

ティ・ガバナンス

教育機関によっては、情報システムを部局ごと

に管理していたり、事務関連のシステムと教育研

究関連のシステムの管理が別々に分かれていたり

特　集

図２　インシデント対応体制等の事前準備の重要性
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図３　「アクション」と「ルート」の交通整理

由として、学内の情報システムにおける情報資産

の洗い出しや、情報管理の実態調査の難しさをあ

げる声も聞きます。重要なことは、調査の網羅性

ではなく、サイバー攻撃を受けた際にも、可能な

限りの研究教育活動を継続するために守るべき主

要な情報資産をまずは明らかにすることです。ス

モールスタートで、その後に必要に応じて拡充す

るアプローチを心掛けてください。細部にこだわ

って「木を見て森を見ず」という状況を避けて、

大局観を見失わないことが肝要です。

（３）教育訓練の重要性

「人は城、人は石垣、人は堀」と言う信玄の名

言にもあるように、サイバー攻撃に対する対策や

対処においても、的確に行動することができる人

が最後の防衛線です。そのような人づくりも重要

な情報セキュリティ対策の一つです。筆者は、

2017年８月に開催された私立大学情報教育協会セ

キュリティ研究講習会「総合演習」にオブザーバ

ーとして参加をしました。そこでは、複数の大学

から集まったセキュリティ担当者がグループを作

って、シナリオに基づい提示されるインシデント

の状況推移に対してとるべき対処行動を、初動体

制から報告まで一連の過程について、他の参加者

とのディスカッションを通じて考察されていまし

た。各グループでは、自分自身の状況や工夫して

いる点を共有しあい、与えられる課題状況を様々

な角度から検討や議論されていました。この演習

は、CSIRTメンバーを主な対象に、インシデント対

応における諸課題への気づきを促すことを目的と

したものでしたが、セキュリティ対策のためには

特　集

することでしょう。そうした場合、中核となる

CSIRTを整備しても、学内関係部門の協力が得られ

なければ、インシデント対応を行うことができま

せん。

こうした問題を避けるためには、あらかじめ、

情報セキュリティに対する基本的な考え方や権限

などを含めた、情報セキュリティポリシーを策定

して、学内規定の一部として位置づけておく必要

があります。高等教育機関用の情報セキュリティ

ポリシーのサンプル[13]が提供されていますので、こ

れを参考に原案を起草してみてはいかがでしょう

か。多くの私立大学で、情報セキュリティポリシ

ーの策定がまだなされていないと聞きますが、そ

うした状況は、インシデント発生時の効果的な対

処を妨げ、被害や混乱を拡大させることにつなが

ります。

情報セキュリティポリシーを策定したら、次に

は、それが絵に描いた餅にならないよう、学内に

浸透させるためのガバナンスの仕組みを樹立する

ことが重要です。ネットワークに対する多様なニ

ーズをもつ研究者から学生や研究生に到る様々な

利用者を擁する応答教育機関は、一般にガバナン

スを効かせにくい組織とされています。しかし、

サイバー攻撃による被害を考えれば全学的な課題

として、情報セキュリティポリシーに基づいた手

順によって、守るべき情報資産を明らかにし、そ

れをサイバー攻撃から守るためのガバナンスを浸

透させなければなりません。守るべきは、組織が

もつ情報資産全体であり、決して部局や管理主体

の問題ではないはずです。

情報セキュリティポリシーの策定が進まない理
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リティ対策や攻撃の事例を他の組織に紹介、共有

するための複数の機会や枠組みがあります。具体

例をあげれば、協議会や学会、システムベンダー

のユーザ会などです。そうした機会を活用して、

是非とも情報セキュリティ対策のための知見を得

ていただきたいと考えます。

他の業界では、サイバー攻撃に対して、自組織

のみの対策だけでは防ぐことが難しいなどの理由

から、業界内でインシデントに関する情報や、分

析情報、対策に関する情報などを共有しあって、

対策に結び付ける動きがあります。米国では、こ

のような業界別の仕組みを、情報共有組織(ISAC;

Information Sharing and Analysys Center) とか情報共

有分析機関 (ISAO; Information Sharing and Analys

Organization) 等と呼び、既に複数の業界で組織され

ています[14]。国内では、通信事業者や放送事業者、

システムベンダなどによるICT-ISACや、銀行など

の金融機関による金融ISAC、電気事業者による電

力ISAC、などがあります。このように、多くの組

織で、自組織の情報セキュリティ対策に、他組織

との情報共有の場を活用しようとしています。ま

た、日本シーサート協議会のように、業界を超え

たCSIRT間での情報共有の機会も存在します。

高等教育機関では、このような組織だった情報

セキュリティに対する共有の枠組みはまだないよ

うですが、国立大学間では情報系センター協議会

や、情報処理センター等担当者技術研究会などの

枠組みがあります。私立情報教育協会も、セミナ

ーや講習会を通じて、担当者間のネットワークを

拡げる場を担っていくことを期待しています。イ

ンシデント対応体制や情報セキュリティポリシー

など、学内の情報セキュリティ体制を考える上で

も、担当者間のコミュニケーションから、ヒント

を得られるはずです。CSIRTを運用やインシデント

対応を効果的に進める上でも、他の組織の方法論

や、対策をぜひ参考にしてみてください。

一方で、担当者が組織の外に出ていくことは用

務などの問題で難しい場合もあるでしょう。これ

もまた高等教育機関に限られた問題でもありませ

ん。他のCSIRTが、外部の組織との交流をどのよう

に進めているか、どのような工夫をしているかな

ど、JPCERT/CCが、日本シーサート協議会と協力

して行ったCSIRTの実態調査のアンケート調査[15]で

行った、それぞれの組織へのヒアリング結果も参

考になると思います。

５．まとめ
高等教育機関に対するサイバー攻撃は、毎年の

よう、巧妙化、高度化したインシデントが確認さ

れており、複数の大学からインシデントの報告が

特　集

他にも実施を検討すべき様々な教育訓練がありま

す。

セキュリティ対策のためには、CSIRTメンバー以

外のセキュリティ担当者や一般利用者を対象にし

た教育訓練も、それぞれに応じた内容と形式によ

り実施する必要があります。一般利用者向けの教

育訓練では、セキュリティに関する基礎知識と組

織が定めているセキュリティポリシーの概要に加

えて、情報システムの利用に際して注意すべき事

項や異常に気付いた時に報告連絡体制のような実

務知識を教えておくことが望ましいと考えられま

す。CSIRTメンバー以外の各部局などに所属してい

るセキュリティ担当者向けには、それぞれに期待

されている平常時およびインシデント発生時の役

割を理解しておいてもらう必要があります。

こうした教育訓練は、入学や着任時における実

施に加えて、基本事項等に関しては年に1回などの

頻度で実施される定期研修や、情報セキュリティ

月間などのタイミングを利用したキャンペーンを

組み合わせて計画されることをお勧めします。既

に実施しているが、参加者が少ない、効果的にで

きているか疑問が残るなどの声も聞きます。参加

により、得られる情報を工夫したり、普段から情

報提供の方法を工夫するなどして、教育訓練をお

しきせるせるのではなく、受講者のモチベーショ

ンの向上を図る工夫も重要でしょう。

教育訓練の方法については、高等教育機関の皆

様に向けて門外漢が言わずもがなの感もあります

が、集合教育やｅラーニング、パンフレットや小

冊子、電子メールやポータル画面上のバナーなど

の電子メッセージなどを、それぞれの特性やコス

トを勘案して適切なものを選んでいただければと

思います。

（４）他の高等教育機関との情報共有

情報セキュリティ強化対策として、CSIRTの設立

と情報セキュリティポリシーの策定、教育訓練計

画について述べましたが、いずれにしても何もな

い状態から立案することは手に負えないような難

題に見えることでしょう。その困難を乗り越える

ために頼りになるのが他の機関における先行事例

からの学びです。高等教育機関の情報システムが

似通っていますので、情報セキュリティポリシー

や教育訓練用のコンテンツは流用できる部分も少

なくないはずです。さらに、晒されている脅威に

ついても他の教育機関と似たものがあると推測さ

れますので、サイバー攻撃の情報や分析結果、対

策を共有することが非常に効果的であると言えま

す。

高等教育機関が集まって、各組織の情報セキュ
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なされています。「２．高等教育機関にて確認され

た高度サイバー攻撃」や「３．ID、パスワードの

窃取や、それを悪用したサイバー攻撃」で、いく

つかの大学で報告されたインシデントを取り上げ

ました。攻撃者が、どのような情報を盗み出そう

としているかは想像がつきませんし、安易に「大

学には重要な情報はないから、狙われないだろう」

と考えてしまうことは危険です。学内における情

報資産を認識し、適切な対応を進めることが望ま

れます。また、学内の複数のサービスがオンライ

ン化されていることを考えると、一台の感染PCや、

一つのログインID・パスワードの窃取を発端とし

て、複数の情報システムへの不正アクセスも考慮

に入れなければならない状況にあります。

このような状況を考えると、「４．高等教育機関

における情報セキュリティ対策の考え方」で説明

したように、高等教育機関では、インシデントが

発生している、あるいはインシデントが発生しう

る段階にあることを認識して、インシデント対応

体制を整備していくことが必要なのではないかと

考えられます。一方で、CSIRTを設けている大学は

まだ十分ではないと考えられます。特に情報セキ

ュリティポリシーが未策定である私立大学では顕

著ではないでしょうか。このことは、サイバー攻

撃に対し、まだ大学の対応体制が十分に整ってい

ない可能性があることを意味しています。

情報セキュリティポリシーやインシデント対応

体制を複雑に考えすぎず、一組織で悩むことなく、

他の組織の取り組みなどを参考にして、できる範

囲からスタートしてみてください。私立大学情報

教育協会での取り組みや演習、その他のセミナー

などに積極的に参加していただき、大学担当者間

での意見交換を積極的に行い、それぞれの大学に

足りないポイント、実施できるポイントを一つで

も増やしていきながら、ぜひ、各大学で効果的な

対応体制を構築していただきたいと思います。

参考文献
[1] 慶応義塾大学湘南藤沢 ITC, “標的型攻撃メールに関

する注意喚起”,
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60524.html, 2016.

[2] 明治大学情報基盤本部, “日本学術振興会を騙った

標的型攻撃メールに関する注意喚起”, 

http://www.meiji.ac.jp/isc/information/2016/6t5h7p000

00mjbbr.html, 2017.

[3] piyolog, “2018年１月の文科省なりすましメールにつ

いてまとめてみた”,

http://d.hatena.ne.jp/Kango/20180119/1516391079,

2018.
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情報セキュリティベンチマーク
評価結果から見た課題

情報セキュリティ

１．はじめに
本協会では、加盟校に情報セキュリティベンチマ

ーク評価をお願いしています。本稿では、2017年

度の結果から課題を示します。この評価では、回答

校を大規模大学（定員3,000人以上）、中規模大学

（定員2,000人〜3,000人）、中小規模大学（定員200

人未満）、単科大学と分けて集計しています。今年

度は52％の回答校が中小規模大学です。

２．経営執行部の情報セキュリティに対する
取り組み

法人・大学の執行部が率先して危機意識の共有化

を推進しているか調べると、図１の通り大学の規模

に拠らず50〜60％が情報センター部門中心で推進

されていることが分かります。

本協会セキュリティ研究講習会運営委員長
浜　正樹 （文京学院大学・教授）

一方、図２の通りセキュリティポリシー等の策

定・周知についての経営執行部の積極的関与は、大

規模大学でその比率が高くなっています。

また、ICT予算に対するセキュリティ予算の比率

については、半数以上（55％）の大学が３％以下し

か配分していません。10％以上の予算配分と回答し

た大学は全体の10％に過ぎませんでした。一般企業

ではセキュリティ予算配分比率が10〜12％と言わ

れていますので、大学でも伸びを期待したいところ

です。回答校のセキュリティ予算の具体的内容は、

事務局ファイアウォール、ネットワーク監視装置、

システムセキュリティ監査などで、500〜700万円

の実績です。セキュリティ予算の対前年度増減につ

いて回答頂いた48校のうち63％が「増額なし」で

したが、これらの他校事例は予算要求の際に参考に

できるでしょう。

３．重要な情報資産の把握と管理対策について
セキュリティ対策は、何を守るか明確にすること

がスタート地点です。

図３によると、約70％の大学が情報資産目録作成

を未実施ですが、アクセス制御を行っていると回答

している大学も70％を越えています。回答校の状況

を調査したところ、守るべき情報資産が不明確でも

アクセス制御していると主張する大学が40％も存在

していることが判明しました。これでは対策自体が

無意味です。情報資産目録の作成を最優先課題にす

べきです。重要度を２〜３段階に抑えて選別しても

充分です。

図１　経営執行部による危機意識共有

1

図２　経営執行部による学内ルール周知 図３　重要情報資産の把握とアクセス制御

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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４．組織的・人的な対応について
本協会でもセキュリティの組織的対応を訴えてい

ますが、図４によると、セキュリティへの対応組織

は約80％の大学が有し、その位置づけは大学規模に

依存しない状況が伺えます。位置づけとしては、情

報センター部門中心ではなく、横断的な組織体制が

望ましいところです。

図４　情報セキュリティ組織の有無と位置づけ

一方、実際のインシデントへの対応手順の整備状

況ですが、図５によると、規模によらずほぼ半分以

上の大学で遅れが認められます。

図５　インシデント連絡体制、対応手順の整備

まずできる範囲の手順作成を目標設定し、少しず

つでも進めることが大事です。

次に、図６で、学内ルールの周知徹底・遵守の確

認の方法の調査結果を示します。

図６　学内ルールの周知徹底・遵守の確認の方法

0% 20% 40% 60%

図のようにWeb告知が主になっています。学内の

危機意識の共有化についても同様の結果でした。し

かし、Web告知だけで安心してはいけません。e-

Learningで「動画+ルール」の方が訴求できます。

また、教授会での告知は議事録が残るので、インシ

デントが発生した場合の事後対応の際に大変有効で

す。

５．技術的・物理的対策について
セキュリティ対策は、機器の設置だけでは完全で

はありません。図７によると、ファイアウォールを

設置しているものの、そのログ解析を行っていない

大学が56％にも上ります。監視に携わる人的コスト

の確保も含め早急な対応が必須です。

図７　ファイアウォールの設置と運用

0% 20% 40% 60% 80% 100%

さて、セキュリティ対策の最も基本的な位置づけ

である利用者IDの管理について図８を見てみましょ

う。ここで、問題視されるのは共有IDの利用を認め

ている大学が多いことです。外部からの侵入の際、

非常に高い頻度で共有IDが狙われます。個人IDのみ

とする運用が望ましいでしょう。

図８　利用者IDの管理

ID
ID

0% 20% 40% 60% 80% 100%

PW

以上、ベンチマーク評価から問題点を指摘したき

ましたが、今後急がれる対策をあげれば、技術的に

は重要データの暗号化、人的には事故対応体制・手

順の整備などということになると思われます。本稿

がその根拠となることを祈っております。

なお、本稿を記すにあたり、東京大学情報学環の

満永拓邦氏、松田亘氏、藤本万里子氏にご協力いた

だきました。

特　集
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特　集

私立大学における

情報セキュリティ対策強化のための取り組み手順

情報セキュリテイ

情報セキュリティ対策強化取り組み

手順検討の必要性

平成28年12月26日付けの「私立大学等を設置

する学校法人等における情報セキュリティ対策の

強化について（通知）」が、私学部長から発出さ

れました。

それによりますと、「個人情報を含む多くの情

報に、万が一情報セキュリティインシデントが発

生した場合、私立大学の学校法人の信用失墜を招

くだけでなく、多くの関係者に多大な影響を及ぼ

すことになります。公共性の高い学校法人におい

て、情報セキュリティ対策は社会的に求められる

ものであり、経営上の重要課題となっています。

ついては、セキュリティポリシーの策定やその運

用状況の確認など、情報システムからの漏えい等

を防止するための対策に漏れがないかの点検を改

めて実施するとともに、情報セキュリティに関す

る体制や規定の整備等、情報セキュリティの対策

強化に努めていただくよう改めてお願いします。」

として、「セキュリティポリシーを未策定の法人は、

早急に策定を行うこと。また、セキュリティポリ

シーを策定済みの法人においても最新のセキュリ

ティ脅威や脆弱性、環境の変化等を意識して、必

要に応じて改訂を行うことが望まれること。各法

人において取り扱う情報に応じて適切な情報セキ

ュリティ対策を実施すること。」が法人に要請さ

れました。

そこで、情報システム上のセキュリティ対策の

問題点を点検し、改善に向けた取り組みの強化が

大学法人全体に要請されていることに鑑み、本協

会では、平成29年７月に「情報セキュリティ対

策問題研究小委員会」において、早急に対応して

いくための手順について検討し、以下の通り、対

応手順の要素を例示することにしました。

手順１．情報セキュリティの自己点検・評価

本協会が作成した「情報セキュリティベンチマ

ークリスト」で課題の洗い出しを行い、情報セキ

ュリティのリスクを評価する。

手順２．情報セキュリティリスクに基づく

改善計画の策定

以下に例示する情報セキュリティ対策を計画的に

進めるため、各大学で優先順位に沿って予算措置を

行い、組織体制、責任範囲の明確化、権限の設定な

どの見直しを踏まえて、改善計画を策定する必要が

ある。

<情報セキュリティ施策の例＞

・経営執行部による危機意識の共有

・情報セキュリティポリシーや情報セキュリティ管

理に関する規程(実施規程、実施手順)などの策

定・充実と周知徹底(教育・訓練を含む）

・重要な情報資産の把握とリスク回避のための対策

・サイバー攻撃に対する防御対策(組織的・人的対

策、技術的・物理的対策）

・セキュリティ事件・事故に緊急対応する組織体制

と対応手順

・情報セキュリティ被害情報の文部科学省への業務

連絡及び内閣府外局の個人情報保護委員会への報

告体制

手順３．改善計画の遂行と実施状況の確認

改善計画を策定しても計画倒れになることが予想

されることから、計画が確実に進むことを確認する

仕組みを設ける必要がある。

その際、組織レベルによる実施状況の確認として

は、例えば、事務部門であれば情報センター等部門

が中心となって情報セキュリティに関する対策活動

の進捗状況を聞き出す場を年に数回設けるなどの方

法が考えられる。教員組織であれば学部の教授会ま

たは全学教授会で対策活動の進捗状況を報告する機

会を年に数回設けることが考えられる。

構成員レベルであれば、対策状況の確認を学内ポ

ータル画面で強制的に数ヶ月に１回程度の割合で確

認を行い、注意喚起を定着させるなどの工夫が考え

られる。
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大学情報セキュリティベンチマークリストの評価結果

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成28年度実施

第１部　経営執行部の情報セキュリティに対する取組み
問１　サイバー攻撃による情報資産、金融資産の窃取・漏洩・破壊など情報管理やシステム運用に関する脅威となる

事象について、担当役員もしくはそれに準ずる法人・大学執行部メンバーが統括責任者としてリーダーシップ

を発揮し、危機意識の共有化に努めていますか。

①　経営執行部が中心となり、全学組織を対象に危機意識の共有化に努めている。
②　経営執行部の方針により、学部単位など部門の管理責任者を通じて危機意識の共有化に努めている。
③　経営執行部の方針により、情報センター等部門を通じて危機意識の共有化に努めている。
④　経営執行部による危機意識の共有化はしていないが、現在、検討している。
⑤　経営執行部による危機意識の共有化はしていない。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

問２　経営執行部の方針により、情報セキュリティポリシーや情報セキュリティ管理に関する規程など学内ルールを

策定し、周知徹底に努めていますか。

①　経営執行部の方針により、学内ルールの策定とその周知徹底を行っている。
②　経営執行部の方針により、学内ルールの策定を行っているが、周知徹底はできていない。
③　経営執行部ではなく情報センター等部門により、学内ルールを策定し、その周知徹底を行っている。
④　経営執行部ではなく情報センター等部門により、学内ルールを策定しているが、周知徹底はできていない。
⑤　学内ルールの策定とその周知徹底を検討している。
⑥　学内ルールの策定はしていない。

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問４　今年度、貴大学のICT予算（物件費に限定）の中で、セキュリティ対策に充当している費用の割合。

①　予算化はしていない。
②　３％以下
③　４％～６％
④　７％～９％
⑤　10％以上

問５　上記セキュリティ対策費の中で、費用をかけている内容。　（複数回答）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0

問３　サイバー攻撃に対する防御体制について、経営執行部により何らかの対策を構築していますか。

①　経営執行部が中心となり、全学組織を対象に防御体制を構築している。
②　経営執行部の方針により、学部単位など部門の管理責任者を通じて防御体制を構築している。
③　経営執行部の方針により、情報センター等部門を通じて防御体制を構築している。
④　経営執行部として防御体制を構築していないが、現在、検討している。
⑤　経営執行部として防御体制を構築していない。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%0% 20% 40% 60% 80% 100%
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第２部　重要な情報資産の把握と管理対策について
問１　重要な情報資産（金融資産情報を含む）の目録作成を実施。

①　実施しており、毎年見直しを行っている。 
②　実施しているが、定期的な見直しは行っていない。
③　検討している。
④　実施していない。

問２　重要な情報資産に対するアクセス制御及びリスク評価を行っていますか。

①　重要な情報資産に対するアクセス制御及びリスク評価を行っている。
②　重要な情報資産に対するアクセス制御を行っている。
③　重要な情報資産に対するリスク評価を行っている。
④　検討している。
⑤　実施していない。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

問３　個人データや機密情報など重要な情報資産の管理について、入手から保管、消去・破棄に関わる責任者・扱者、

取扱手順、処理の履歴・点検などが定められていますか。

①　責任者・取扱者、取扱手順、処理の履歴・点検を定め、定期的に確認をしている。
②　責任者・取扱者、取扱手順、処理の履歴・点検を定めているが、定期的な確認はしていない。
③　検討している。
④　定めていない。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第３部　組織的・人的な対応について
問１　情報セキュリティに関する意思決定、脅威となる事象に対応する組織が設置されていますか。

①　経営執行部として統括責任者を置き、情報セキュリティに関する専門の検討組織を設置し、実施組織とし
て情報センター等部門を設置している。

②　統括責任者は置いていないが、情報セキュリティに関する専門の検討組織を設置し、実施組織として情報
センター等部門を設置している。

③　情報センター等部門を中心に対応している。
④　情報センター等部門ではなく、情報セキュリティなどの検討委員会で対応している。
⑤　組織の設置を検討している。
⑥　組織の設置はしていないが、外部業者に委託している。
⑦　組織の設置は考えていない。

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問２　教職員（非常勤・派遣を含む）の採用・退職に際して、守秘義務を書面で明確にしていますか。また、情報セ

キュリティポリシーに違反した場合の罰則が規定されていますか。

①　守秘義務の内容を書面で明確にしている。また、違反した場合の罰則を規定している。
②　守秘義務の内容を書面で明確にしているが、罰則規定は設けていない。
③　守秘義務を書面で明確にしていないが、就業中の罰則で規定している。
④　書面での明確化と罰則規定のいずれも対応していない。
⑤　その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

問３　脅威となる事象の学内連絡体制及び処理の責任体制は確立されていますか。また、対応手順は整備されてい

ますか。

①　脅威となる事象の学内連絡体制及び処理の責任体制を確立し、対応手順も整備している。
②　学内の連絡体制と責任体制を確立しているが、対応手順は整備していない。
③　学内の連絡体制を確立しているが、責任体制の確立と対応手順の整備はできていない。
④　学内の連絡体制及び責任体制の確立と対応手順の整備はできていない。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

問４　情報セキュリティに関する業務委託を外部組織と契約する際に、情報漏洩や情報消失・破壊など障害対応につ

いて責任の所在を明確にし、外部組織による定期的な点検・大学による点検の監視など障害を予防するための

取り決めをしていますか。

①　障害対応の取扱いについて契約書の中で、外部組織及び大学による定期的な点検・監視について取り決め
をしている。

②　障害対応の取扱いについて契約書の中で、外部組織による定期的な点検に留めている。
③　障害対応の取扱いについて契約書で取り決めていない。

【⑤その他への回答内容】
・　マイナンバーのみ対応
・　就業規則と懲戒規定で定めて

いる
・　就業規則で規定しているが罰

則の規定はない
・　専任のみ、書面と罰則あり
・　採用時のみ、就業規則及び労

働契約書に守秘義務を明記

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問５　経営執行部または部門単位で実施している危機意識の共有化、学内ルールの周知徹底・遵守の確認、攻撃に対

する防御対策の内容について選択してください。（複数回答可）

（１）危機意識の共有化

（３）攻撃に対する防御対策

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（２）学内ルールの周知徹底と遵守の確認

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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第４部　技術的・物理的対策について
問１　ファイアウォールを導入し、ポリシーに基づきログ管理や通信を定期的に点検していますか。

①　システムログを取得・解析し、通信を定期的に点検している。
②　システムログの取得のみで解析していない。
③　システムログの取得はしていない。

問２　侵入検知システムなどを導入し、不正通信や不正プログラムを監視する対策を行っていますか。

①　侵入検知システムなどを導入し、定期的に通信の監視を行っている。
②　侵入検知システムなどを導入し、通信の監視を行っている。
③　侵入検知システムなどの導入を検討している。
④　侵入検知システムなどは導入していない。

問３　重要な情報資産についてUSBメモリ・ノートPCなどの持ち出し・持ち込みの禁止と制限。（複数回答）

①　USBメモリの使用を禁止している。
②　ノートPCの持ち出し・持ち込みを禁止している。
③　ノートPCの持ち出しは原則禁止しているが、暗号化で保護する場合のみ許可している。
④　外部クラウドサービス利用の制限を行っている。
⑤　持ち出し・持ち込みの制限を検討している。
⑥　持ち出し・持ち込みの制限はしていない。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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問４　利用者IDの管理として、利用者の識別と認証を行っていますか。（複数回答）

①　共用IDの利用対象・範囲を定期的に見直している。
②　パスワードの更新を定期的に呼びかけている。
③　誕生日など推測しやすいパスワードを設定しないよう登録画面で注意喚起している。
④　ワンタイムパスワードの利用を呼びかけている。
⑤　その他

問５　情報システムやコンテンツへのアクセス制限を行っていますか。

①　全学的にアクセス制限を行っている。
②　一部の部門（職員組織、学部、学科など）でアクセス制限を行っている。
③　アクセス制限を検討している。
④　アクセス制限は行っていない。

問６　リスクを軽減するため、ネットワークの分離を行っていますか。

①　全学的にVLAN（仮想的なネットワーク）などでネットワークを分離している。
②　事務部門など一部のネットワークをVLANなどで分離している。
③　VLANなどでネットワークの分離を検討している。
④　その他のネットワーク分離対策
⑤　ネットワークの分離はしていない。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【⑤その他への回答内容】
・　統合認証
・　不審なアクセス・認証の監視
・　教職員証による認証
・　人事データに基づいて利用者IDを管理
・　初期パスワードに有効期限
・　強制的に推測できないメールPWを配布
・　推測しやすいパスワードを設定しないよう説明

問７　外部に公開しているサーバのぜい弱性対策を行っていますか。

①　ぜい弱性に対して最新の修正プログラムを用いて対応している。
②　最新の修正プログラムを適用するまでの間、当面の対応としてぜい弱性を狙った攻撃を回避するソフトウ

ェアもしくはハードウェアを導入して対応している。
③　ぜい弱性対策を検討している。
④　ぜい弱性対策はしていない。

0% 20% 40% 60% 80% 100%



問８　重要な情報資産をバックアップしていますか。また、システム障害等を想定し、必要最低限の業務ができる備

えをしていますか。（複数回答）
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回答大学の情報
１．過去に教育・研究・経営活動に直接影響を与えるような脅威となる事象の有無を選択してください。

２．過去に教育・研究・経営活動に直接影響を与えるような脅威となる事象の内容を選択してください。

【⑧その他への回答内容】
・　PC盗難、学内情報USB紛失　　　　　　　　　　 ・　不正侵入の踏み台
・　プロキシサーバの不正利用　　　　　　　　　　  ・　アカウント情報の不正取得
・　ファイル共有ソフトでの情報漏えい　　　　　　  ・　SPAMメールの大量送信によるメール受信拒否

３．セキュリティ対策予算の増額実績とその内容について

・　増額なし（回答記入53校中33校で６割）
・　Web脆弱性診断、標的型攻撃などの高度なセキュリティ対策で１億円
・　WAF、Traps、WildFireで年間１千万円
・　ネットワーク監視機器購入等で５百万円
・　内部不正通信検知システムの導入で350万円

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【⑨その他への回答内容】
・　遠隔でないデータセンターに保管
・　外部倉庫や耐火金庫に保管
・　水害を想定し上層階にバックアップシ

ステム導入
・　クラウド利用

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%0% 20% 40% 60% 80% 100%



・　Webサーバ脆弱性対策で250万円
・　学内LAN不在接続検知・遮断装置、IT資産管理ツールで150万円
・　事務用Webセキュリティ対策費で８百万円
・　セキュリティ監視サービス
・　事務用ファイアウォールのリプレイスで７百万円
・　ファイアウォールのオプション追加で30万円
・　サーバ、ネットワークの定期更新で１千５百万円
・　IS027001取得など情報セキュリティ整備で２千万円
・　法人全体の情報セキュリティに関する調整、分析、評価の実施で５百万円
・　バックアップシステムの増強で１千万円
・　セキュリティ講習会で１百万円
・　ウィルス対策ソフトの包括ライセンス契約で数十万円
・　１千万円程度
・　16万円増額したが、コストの値上り分
・　減額した

４．人的（組織・教育）、物理的（ハード・ソフト）セキュリティ対策の新たな取り組みについて

（１）人的な取り組み
・　規程・本部体制の見直しとCSIRT組織化
・　学内CSIRTの設立
・　ポリシー見直しによるCSIRT設置とインシデント対策手順の見直し・整備
・　CISOを長にセキュリティ委員会を設置し、ポリシー・実施手順を作成の上、情報共有やFD等の実施
・　CISOを定めセキュリティ対策水準の維持・向上を図る委員会設置
・　セキュリティポリシーの策定（２件）
・　ガイドラインの改訂、周知
・　ポリシーを策定し、法人内で体制を検討中
・　情報セキュリティに関する責任者・組織・ポリシー・規定類の整備とセキュリティ講習会の実施
・　情報セキュリティ委員会の設置、Webサイトでの注意喚起、営業秘密管理のSD開催
・　情報セキュリティ事故発生時の対応体制を構築
・　インシデント発生時の体制の検討
・　情報セキュリティに関する外部監査実施
・　標的型攻撃メール対応訓練の実施
・　全教職員に情報セキュリティ・チェックシートによる自己点検を実施し、結果を教授会や教職員Webで公表
・　情報セキュリティ対策を明確にするため事務職員にアンケート実施
・　教員に個人PCのウィルス対策についてアンケート調査と指導
・　情報セキュリティ啓発キャンペーンの実施
・　新入職員と非正規職員へのセキュリティ教育実施
・　学生・教職員対象にIPAの「映像で知る情報セキュリティ」を案内
・　学生へのセキュリティガイドブック配布
・　新入生ガイダンスにセキュリティ内容を追加
・　事務職員が情報処理安全確保支援士の資格を取得

（２）物理的な取り組み
・　標的型攻撃対策機器の導入（２件）
・　不正通信検知システムの導入（２件）
・　IPS機能をファイアウォールから切り離し高性能な専用機器を導入
・　基幹系及び事務系FWのIPS、WildFeireなどの機能追加・MSS(マネージド･セキュリティ･サービス)の導入
・　最新セキュリティ機器の導入による多層防御を実現
・　事務部門で標的型攻撃メール対策用セキュリティゲート設置
・　外部公開サーバにWAFを導入
・　認証ネットワークの厳格化
・　共用アカウントによるPCへのログオンの抑止
・　MACアドレスによる未認可PCの接続制限
・　研究室等の外部公開用サーバ全てにぜい弱性診断と対応支援を定期的に実施
・　事務部門でWindows Updateの強制適用
・　事務システムファイルサーバの暗号化を実施
・　Office365クラウド移行でセキュリティライセンスの導入
・　クラウド型総合メールセキュリティサービス導入
・　メールサーバーで迷惑メール対策設定を厳格化
・　教職員のメールにフィルタリングオプションを追加
・　添付ファイル付メールの隔離
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１．PDCAサイクルの重層性

大学進学率が上昇し、学士課程教育の質を保証

するためにPDCAサイクルに基づく内部質保証シ

ステムを構築することは、各大学における喫緊の

課題と言えます。ただし、内部質保証システムと

言っても、“何の質を保証するか”、によってその

システムのあり方は大きく異なります。佐藤

（2015）[6]は、大学のプログラム（マクロ）・カ

リキュラム（ミドル）・授業（ミクロ）に着目し、

それぞれのレベルにおけるFDが重層的に関連し

ているとしています。また、森・紺田（2017）[5]

は、内部質保証システムは、大学のプログラムレ

ベル、カリキュラムレベル、授業レベルでそれぞ

れ構築される必要があるとしています（図１）。

したがって、内部質保証システムは、マクロ、ミ

ドル、ミクロという重層性を考慮した上で構築さ

れなければなりません。

内部質保証システムの議論は、大学組織あるい

は教員の視点から議論されることが多いですが、

学生の学びを見落としてはなりません。特に、学

生が主体的に学ぶ力を獲得しているかどうか、と

いう点は、大学教育における重要な課題です。こ

重層的PDCAサイクルにおける教学IRの意義

〜大阪府立大学の事例〜

大学の組織的な取り組みの工夫

大阪府立大学　
高等教育開発センター　准教授 畑野　　快

星野　聡孝大阪府立大学　
高等教育開発センター長

(左から畑野、 星野）

図１　内部質保証システムの重層化
（出典　森朋子・紺田広明「関西大学の内部質保証システムにおける教学IＲのデザイン」）

こでの主体的に学ぶ力とは、自ら問題を発見し、

解決し、振り返りを通して次の課題解決に向かう

ことができる力です[4]。すなわち、この力は、学

生が学習目標を立て（P）、行動し（D）、確認し（C）、

次への課題へと向かう（A）というPDCAサイク

ルを推進する力と言い換えることができます。さ

らに、このような力も、“学生がどのような目標

を立てるか”によってそのあり方は異なります。

学生は、４年間（マクロ）、半期〜１年間（ミド

ル）、個別の授業（ミクロ）を通じて、PDCAを

実践しています。そう考えると、学生の学びに関

するPDCAも重層的な構造を持っています。

これらのことを考慮すると、内部質保証システ

ムを構築する上で、大学組織・教員と学生それぞ

れの重層的なPDCAサイクルを支援する仕組みが

重要でしょう。その上で、学修成果の可視化はC、

教学IR(1)はCをAにつなげる上で特に重要な役割を

果たすと考えられます。

これまで、本学では、高等教育開発センターを

中心として、大学組織・教員と学生のPDCAサイ

クルを支援するために２つのツールを導入してき

ました。１つは、大学での学修経験や生活時間を

質問紙形式で測定する学生調査であり、もう１つ

は、学習履歴を残すｅポートフォリオです[7]。学

生調査は、学生生活に関わる内容全般も含めて可

視化する一方で、ｅポートフォリオは、学生の学

びに焦点を当て、可視化します。また、学生調査

は、教員のPDCAサイクルを支援すること、ｅポ

ートフォリオは、学生のPDCAサイクルを支援す

ることをそれぞれ主眼においたツールです。本稿

では、本学におけるこれらのツールの概要と活用

について概観した後、教学IRの課題について述べ

ます。
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２．学生調査の活用とその課題

年度によって実施するものは異なりますが、本

学では、学士課程を通じて複数の学生調査を実施

しています。それぞれは、一年生調査（１年次

10-11月実施）、上級生調査（３年次10-11月実施）、

卒業予定者アンケート（４年次２-３月実施）で

す。特に一年生調査、上級生調査は、大学IRコン

ソーシアム（http://www.irnw.jp/）の共通調査を

使用しているため、本学の学生の特徴と全国の大

学生の特徴を比較することが可能です。また、一

年生調査、上級生調査は、同じ質問紙を使用して

おり、縦断的に実施しています。そうすることで、

大学の経験が学生に及ぼす影響を横断調査よりも

精緻に明らかにすることが可能です[1]。

これまで、本学では、学生調査の項目の中で、

能力の伸びに関する項目を学修成果の一部とみな

し、マクロ・ミドルレベルのFD活動に活用して

きました。学生調査のマクロレベルの取り組みと

しては、全学必修科目であるAcademic Englishの

導入があげられます。学生調査を導入する以前は、

本学の学生が学士課程教育を通してどのような能

力が伸びているのか、またどのような能力が伸び

ていないのか明らかになっていませんでした。そ

こで、2009年度（一年生調査）と2011年度（上

級生調査）に学生調査を縦断的に実施し、学生の

能力の伸びを確認しました（図２）。その結果、

本学の学生は、大学に入学して以降、専門分野の

知識について特に能力の向上を実感している一方

で、英語の運用能力に関しては、それほど伸びを

実感していない傾向にあることが明らかになりま

した。

英語の運用能力は、本学のディプロマ・ポリシ

ーにも大きく関わる重要な能力です。そこで、こ

の結果を受け、2012年度から、学生の英語の運

用能力を向上させるための科目としてAcademic

Englishを開講しました。Academic Englishでは、

３年次以降の専門科目において必要となる英語の

運用能力の涵養を目的とし、ネイティブスピーカ

ーを活用した少人数制授業であること、１年次は

４つの基礎技能（読む・書く・話す・聞く）を身

につけ、２年次には、それらの基礎能力を活用し

た発展的なプレゼンテーションなどを行う点がそ

の特徴であると言えます。全国的に見て、少人数

制の外国語の授業の導入は、それほど珍しいこと

ではないと思いますが、学生調査の結果というエ

ビデンスを基に、授業を導入した点が本学の特徴

であると言えます。

次に、ミドルレベルでの取り組みとして、学類
(2)との教育目標と能力の項目との対応関係を明確

にしたことがあげられます。本学では2005年度

から学生調査を実施してきましたが、学生調査が

学類における教育目標を確認するツールとして十

分に機能していたわけではありませんでした。そ

こで、2014年度から大学教育再生加速プログラ

ム（AP事業）を契機とし、カリキュラムレベル

での教学IRを開始しました。それは、学類ごとの

教育目標を学生調査の項目で確認し、その達成の

程度から学類ごとのFD活動を支援しようという

試みです。まず、各学類に、学生調査の能力に関

する項目から、教育目標の達成を確認する上で特

に重要であると考える項目をKey Performance

Indicator（KPI）として選定してもらいました。

次に、これまで蓄積してきた学生調査のデータを

もとに、教育目標の達成の程度や授業経験との関

図２　能力の伸びの変化
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連等を分析し、その結果を各学類にフィー

ドバックしました。これらの分析を通して、

各学類における教育的課題の検討と、その

課題についての議論を行ってきました。

マクロ・ミドルレベルにおける学生調査

の意義は、教育目標の達成程度を確認する

ツールとして機能することにありますが、

それだけでなく、そのデータをもとに、大

学全体、そして各学類が抱える教育的課題

を確認し、それを改善する方策について議

論する機会を提供することにもあります。

本学では、データのフィードバックを開始して以

降、学類のニーズに合わせたFDイベントの提供

等を積極的に推進しており、高等教育開発センタ

ーと学類の連携が以前よりも緊密になりました。

このように、本学では、マクロレベル、ミドル

レベルでのPDCAにおいて学生調査を積極的に活

用してきましたが、ミクロレベルにおいては、そ

の活用が難しいというのが現状です。なぜなら、

ミクロレベルでの達成目標は、教員が担当する科

目に沿った具体的な内容になることに対して、学

生調査で確認する能力は、非常に抽象的なものだ

からです。その点において、個々の担当科目の目

標のPと学生調査のCを明確に対応させることは

難しいでしょう。そのため、学生調査は、マクロ、

ミドルレベルにおいては、機能しますが、ミクロ

レベルにおいては、その活用は難しいという課題

があります。

３．eポートフォリオの活用と課題

本学におけるeポートフォリオは、（１）学生が、

学びの履歴の蓄積とその振り返りを通して、主体

的な学修者となること、（２）教員が学生からの

フィードバックを通して、授業デザインを再考し、

主体的に授業改善活動を推進できるようになるこ

とを支援するために開発されました（図３）[2]。

（１）に関して、学生は、半期に一度、本学の学

士課程における学修成果目標に対する達成度を記

入します。また、学期の始めに、自分の学修目標

を立て、学期が終わった後にその振り返りを行い

ます。これらは、それぞれマクロ（学士課程）、

ミドルレベル（半期）の学生のPDCAサイクルを

支援する仕組みです。さらに、ｅポートフォリオ

は、授業における学びの履歴をデータとして蓄積

することができます。学生は、個々の授業科目に

ついて、到達目標の達成の程度、受講態度、満足

感等を振り返って自己評価します（図４）。この

履歴は、授業に対するCであり、学生のミクロの

レベルでのPDCA支援する機能と言えます。

（２）に関して、本学のｅポートフォリオは、学

生のためだけではなく、教員の授業デザインも支

援します。学生は、教員に向けて、授業の感想等

をコメントすることが可能であり、教員も、それ

に対してコメントをする機能が実装されていま

す。すなわち、教員は、学生が入力した学びのデ

ータ（図４）および彼らからのコメントを契機と

した授業の振り返りを通して、主体的に授業改善

を推進することができるようになっていま

す。このように、本学のｅポートフォリオは、

学生が自ら目標を立て、学習し、振り返りを

通して次の授業へとつなげていくことで彼ら

が主体的に学ぶ力を獲得する手助けをするだ

けでなく、教員自身も、学生からのフィード

バックを経て、主体的に授業改善していく力

を獲得していく仕組みとなっています。学生

調査では、教員のミクロレベルのPDCAを支

援することが難しいという課題がありました

が、ｅポートフォリオを活用することで、そ

の点を補足しています。

ｅポートフォリオの課題は、それを活用す

る意義が学生に伝わりにくいということで
図３　ｅポートフォリオの機能とコンセプト　

図４　ｅポートフォリオの結果の一部
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01-5 予習割合(〜2016 学習アプローチ）
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す。学生の視点からすると、ｅポートフォリオは、

そこに履歴が蓄積されること、すなわち、振り返

る内容があって初めて意味を持ちます。そのため、

一度、入力を止めてしまうと、続ける動機が低下

します。ｅポートフォリオは2012年度から導入

されましたが、その入力率はそれほど高くはあり

ませでした。そこで、AP事業を契機とし、入力

率の向上に向けて、システムの改善やアクセスす

る環境を充実させる等の方策をとってきました。

2017年度には一定の改善が見られ、さらなる充

実に努めています。

４．内部質保証システムの実質化に向けて

これまで述べてきたように、本学では、教員、

学生の重層的なPDCAサイクルを支援するツール

として学生調査、ｅポートフォリオを導入し、教

学IRを進めてきました。その結果、学生調査、e

ポートフォリオを用いて、学修成果を可視化し、

またそれらの結果をフィードバックする体制が整

ってきたと言えます。

これらの取り組みを進めてきた上で、筆者らは

PDCAサイクルにおける教学IRの意義、すなわち、

CをAへとつなげることの意義をあらためて強く

感じています。教学IRの議論では、ツール（i.e.,

PDCAのC）に注目されがちですが、ツールはあ

くまでツールです。また、どれほど精緻なツール

を開発しようとも、PとCの対応関係が教員間で

共有されていなければ、C によって得られた結果

は意味をもたず、Aにつながらないでしょう。学

生も、“何のためのCなのか”ということを理解

しなければ、Cを活用しません。Pに対するCの意

義が教員間、さらには学生にも共有されて、Cは

初めてAにつながると思います。

CをAへとつなげる上で、重要な点が２つあり

ます。１つは、使用しているツールの限界を認識

することです。近年、学修成果の可視化について

の議論は盛んに行われていますが、そもそも、能

力は全て可視化することが可能でしょうか。達成

目標によるとは思いますが、ミクロレベルでの可

視化は可能かもしれません。しかし、マクロ・ミ

ドルレベルのように、達成目標が抽象的な能力で

あれば、直接評価であれ間接評価であれ、それら

を余すことなく可視化することは、ほぼ不可能に

近いと思われます。そうであるならば、その結果

を100％の論拠として改善を進めるのではなく、

限界性を認識した上で、そのデータを契機とし、

マクロ・ミドルレベルでのPDCAサイクルを再考

することが大切だと思います。自大学における実

行可能性を考慮し、可能な範囲でFD活動を進め

ていくことが重要でしょう。

２つは、調査の意義を教員間で共有した上で調

査を実施することです。近年の可視化の議論では、

学修成果を可視化するためには、直接評価、間接

評価の両指標を用いる必要がある、との声をよく

聞きます。その点について、異議はありません。

しかし、盲目的に調査を実施するのでは、意味が

ないでしょう。また、自大学において精緻な測定

手法を開発したとしても、第３の評価者（例えば

企業の人事担当等）が、その指標に価値を見出さ

なければ、学生にその意義は伝わりにくいでしょ

う。自大学の達成目標を評価する上でなぜそれら

の指標が必要なのか、そのことを明確にした上で、

評価は行われる必要があります。

内部質保証システムは、教員、学生の共通の認

識のもと、構築されるべきです。その実質化には

多くの課題があり、その実現には長い時間がかか

ります。また、そのあり方は大学によって異なり

ます。大学の多様性、Cの限界を踏まえた上で、

内部質保証のあり方を絶えず考えていくことでそ

の実質化が近づくでしょう。

注

(1) ここでの教学IRとは教育と学修を改善するた

めのデータ収集・分析・報告の実践あるいは

研究を意味する（松田・渡辺，2017）。

(2) 本学では学部・学科制にかえて、2012年度よ

り学域・学類制を導入している。
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１．はじめに
本学では2016年９月から人工知能（IBM Watson）

による学生のための自己成長支援システムを構築

しています。本システムの導入経緯や内容につい

て紹介いたします。

２．本学の特色
まずは、本学の特色について説明いたします。

(１) 宿題が多い大学

正確にリサーチしたわけではありませんが、「宿

題が多い大学ランキング」というものがあったと

したら、本学は上位にランクインするのではない

かと思います。

学生は毎週のようにレポートや課題の締め切り

に追われています。このような宿題をたくさん抱

える学生に対応するため、数学や物理、英語、プ

ログラミングなどの支援を行なう学修支援センタ

ーが学内に設置されており、学生の学修支援を積

極的に行っている大学です。

(２) 自己成長を記録するポートフォリオシステム

２番目の特色として、全ての学生は、学修に対

する、目標、計画、改善といった成長履歴をポー

トフォリオシステムに入力しています。本学でポ

ートフォリオシステムを導入してから10年以上経

過しており、膨大な量のポートフォリオのデータ

が蓄積されています。

(３) プロジェクト活動が活発

３番目の特色として、プロジェクト活動が活発

に行われている大学です。プロジェクト活動とは、

放課後や夏休みといった授業時間外に、学年や学

部・学科の枠組みを超えてチームを編成し、もの

づくりや地域の課題解決などに取り組む活動です。

これらのプロジェクト活動の中では、多くの知識

や技術が身につくことはもちろんですが、チーム

ワークやリーダーシップといった人間形成に繋が

る様々な経験を積むことができ、多くの学生に参

人工知能を用いた自己成長支援システム

大学の組織的な取り組みの工夫

金沢工業大学　情報処理サービスセンター
システム部　システム部長　 髙島　伸治

加することを推進しています。現在、100を超え

るプロジェクトに４割を超える学生が卒業までに

プロジェクト活動を経験し、授業のない土曜日で

も、学内はプロジェクト活動を行っている学生で

賑わっています。

３．本学における課題
このように、本学では学生にとってかなり充実

した学修支援環境が提供できていると考えていま

す。では、なぜWatsonのような人工知能を導入す

る必要があったのか、その理由について本学が抱

える課題等に触れながら説明いたします。

(１) 修学支援の問題点

本学では、修学アドバイザーという役割を教員

の方々にお願いをしています。修学アドバイザー

とは担任の先生のような役割で、修学アドバイザ

ーは自分が受け持っている全ての学生と個別面談

を年に２回程度行っています。この個別面談の本

来の目的は、全ての学生に対して成長を支援する

ためのアドバイスを提供することにあるのですが、

実際は問題を抱える学生への支援が優先される傾

向にあります。全ての学生に同じような修学支援

を提供できる環境が用意できないかを考える必要

があります。

(２) プロジェクト活動と学生のミスマッチ

もう１つの課題は、先ほど紹介したプロジェク

ト活動が次々と発足することから、学生が思い描

いたものと、参加したプロジェクト活動とのミス

マッチが起こってしまっているということです。

現在、約3,000名の学生がプロジェクト活動に参加

しています。裏を返せば残りの4,000名の学生が課

外プロジェクトを経験することなく卒業している

ということになります。プロジェクト活動に参加

しなかった学生からは、プロジェクトの存在を知

らなかったという声や、プロジェクト活動に参加

した学生からも、思っていた活動と違っていたた

めにすぐにやめてしまったという声が聞かれます。



図１　自己成長支援システムのイメージ
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このようなミスマッチをなくすことで、学生がプ

ロジェクト活動に参加する割合をもっと上げるこ

とができると考えています。

４．人工知能を導入した経緯について
前述のポートフォリオには過去10年分、約１万

５千人分の学生が入力した、希望の進路を目指す

ために取り組んだこと、資格を取得するために何

をしてきたか、人間力を上げるためにどんな努力

をしてきたかなど、貴重なデータが蓄積されてい

ますが、有効に活用する術がありませんでした。

これらのデータを修学支援の問題やプロジェクト

活動のミスマッチの解決に役立てることが本シス

テムの狙いです。しかし、人の手でこれらの膨大

なデータを分析することは非常に困難です。その

ため人工知能を導入し、これまでの成績や単位数、

出席率などの構造化データに加え、ポートフォリ

オのような非構造化データを人工知能に分析、学

習させることで、さらに新しい知見を見出すこと

ができるのではないかと考えています。ここで得

られた新しい知見から学生一人ひとりの多様な

夢・目的、目標、計画に対して最適なアドバイス

を提供できる仕組みを構築しようと取り組んでい

ます。（図１）

５．自己成長支援システムのご紹介
本学では、学生の成長をステークホルダーであ

る企業の方々に、学生自らがプレゼンテーション

を行い自分自身のことを理解していただくための

イベントとしてKITステークホルダー交流会を毎年

開催しています。その交流会において、バイオ化

学部応用化学科１年の学生が、自身の成長につい

て次のようなことを話しました。

①人とディスカッションを行なう仕事に興味を

持っている

②新しい地域連携プロジェクトに参加したい

③人の意見をまとめるのが苦手で、リーダーシ

ップがまだ発揮できていない

この学生が語った①から③までの項目について、

人工知能であるWatsonのツールを使ってアドバイ

スを行なうという形でシステムの紹介を行います。

（１） 構文解析技術を利用したアドバイス

１番目のアドバイスはWEX-AC（図２）という

ツールを使って、人とディスカッションを行う仕

事に興味を持つ学生に新しい地域連携プロジェク

トを紹介します。WEXとはWatson Explorerの略に

なりますが、このツールは構文解析などテキスト

データを取り扱うことが得意です。

WEX-ACの中には本学の過去10年、１万５千人

分の卒業生のデータが格納されています。登録さ

れているデータは成績や出席率、修得単位数など

の構造化データと学生が入力したポートフォリオ

などの非構造化データです。WEX-ACは構造化デ

ータと非構造化データとの相関も取ることができ

ます。

まずは、WEX-ACで卒業生が入力したポートフ

ォリオから「ディスカッション」という言葉が含

まれている文章を抽出して、その文章を入力した

学生がどのようなプロジェクト活動に参加してい

たかを調べてみます。すると「ディスカッション」

という言葉はPMP（PsychoLogical Marketing Project）

との相関が高いことが分かりました。さらにPMP

に参加している学生

がポートフォリオに

どのようなことを入

力しているかを調べ

てみると、次ページ
図３のような結果が

得られました。

このようにPMPに

参加している学生の

ポートフォリオには

「PMPで竪町とディ

スカッション」や

「PMPで企業とディ

スカッション」など

と登録されており、

確かに地域の方や企

業などとディスカッ

ションを行っている

プロジェクト活動と

いうことが分かりま図２　WEX-ACの画面
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出された卒業生がリーダーシップについ

てどのようなことを考えていたかをポー

トフォリオから確認します。

図６はWEX-ACを使って、抽出された

卒業生のポートフォリオからリーダーシ

ップについて入力された内容を表示して

います。この卒業生はリーダーシップに

ついて「メンバー１人ひとりの特徴を活

かすように心がける」とか「チーム活動

でみんなをまとめ、意見を発表しリーダ

ーの立ち位置でいる」ということを考え

ていたようです。この内容を見て、リー

ダーシップの能力が高い卒業生はこんな

図４　学生類似検索アプリケーション

果（図５）によると、リーダーシップは外向性の

自己主張という値に影響されることが分かりまし

た。ということは、外向性の値をあげる

ようなアドバイスをこの学生に行えば、

リーダーシップの力も身につくものと思

われます。

先ほど紹介した学生類似検索アプリケ

ーションは、自分に似た卒業生を検索で

きるだけではなく、成績や所属プロジェ

クト、性格分析の５つの特性など、自分

の項目の値を変更して検索することで、

値を変更した後の自分に似た卒業生を抽

出することもできます。この機能を使っ

て、自分の外向性の値を高く設定して検

索を行い、外向性を高くした自分と似た

卒業生を抽出します。さらに、ここで抽
図３　WEX-ACによる調査結果

このアプリケーションの「あなたはこんな人」

という項目は、学生が入力したポートフォリオ

の文章から性格分析を行い、性格分析の結果を

数値化してグラフを表示しています。性格分析

は「知的好奇心」、「誠実性」、「外向性」、「協調

性」、「感情起伏」という５つの特性で構成され

ています。性格を表すグラフの右にある「所属

学部」、「所属学科」、「所属クラブ」などの項目

は学生自身の情報です。これらの項目を使用し

てWatsonが１万５千人の卒業生の中から自分に

似た先輩を抽出してくれます。

リーダーシップに対するアドバイスですが、

学生類似検索アプリケーションの性格分析の結

（２）機械学習や性格分析を利用したアドバイス

２番目のアドバイスは、機械学習やPersonality

Insightsという学生が書いた文章から性格分析を

行うことができるWatsonのAPIを用いて、リー

ダーシップの力をつけるためのアドバイスを行

いたいと思います。

図４は機械学習やランキング学習を用いて、

学生自身の成績や履修科目、修得単位、ポートフ

ォリオなどのデータを元に、自分に似た卒業生

を検索することができるアプリケーションです。 図５　性格分析の結果

図６　卒業生のリーダーシップに関する記述

す。このプロジェクト活動を学生に勧めることで、

学生のニーズにあったアドバイスになると考えます。
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ことを考えて行動していたということを伝えるこ

とで、リーダーシップに対するアドバイスになる

と考えます。ここでのポイントは、単なる卒業生

ではなく自分に似た卒業生の考え方や行動という

ことで、親近感や説得力も増すのではないかと思

います。

（３）会話アプリケーションでの自動化

ここでは（１）と（２）で行ったアドバイスを

ConversationというWatson APIを使用して、自動化

したイメージを紹介します。このAPIは学生との会

話のやり取りを構築することができ、また（１）

で紹介したWEX-ACで得られた結果を呼び出した

り、（２）で紹介した性格分析や機械学習の結果を

呼び出すこともできます。（１）と（２）の内容を

Conversationで会話形式にしたものが図７になりま

す。白色の吹き出しがWatsonで、緑色の吹き出し

が学生の会話です。

このようにConversationを使うことで、学生が

Watsonからアドバイスを受けるための会話を構築

することができます。しかし、ここで紹介した会

話は１つのパターンに過ぎません。会話には様々

図８　KIT Watson Weekと自己成長支援システム

なパターンがあり、学生がWatsonと

自由に会話しながらアドバイスを受

けるには、会話のパターンの洗い出

しや設計が重要になります。今後も、

会話のパターンの洗い出しやシナリ

オ設計を継続し、機能を充実させて

いく必要があります。

なお、本学の自己成長支援システ

ムは（１）から（３）で紹介した

WatsonのツールやAPIを組み合わせ

て構築されています。

６．自己成長支援システムの公開
2017年８月に自己成長支援システ

ムのリリース第１弾目のイベントと

してKIT Watson Weekを開催しまし

た。このイベントでは学内に専用ブースを設け、

学生に自己成長支援システムを体験してもらい、

課題や使い勝手などの情報収集を行いました。図

８はイベントの概要とこの時リリースした自己成

長支援システムの画面イメージです。

KIT Watson Weekにて自己成長支援システムにつ

いてアンケートを行った結果、使ってみた感想は

概ね好評でした。しかし、わかりづらいとか択一

的な返答だったなどという意見もあり、これらの

意見もシステムに反映していこうと考えています。

７．おわりに
KIT Watson Weekでは、本学の修学支援について

もアンケートを行いました。その中の「自分自身

が成長するための具体的なアドバイスを必要とし

ていますか」という設問には、実に88％の学生が

必要としていると回答していました。この結果か

らも学生一人ひとりにあった成長を支援するシス

テムの実現という方向性は間違っていないと感じ

ています。今後も学生の成長のために自己成長支

援システムの改善や機能強化に取り組んでいきま

す。

図７　会話アプリケーションでの自動化
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クラウドと大学・研究機関の認証基盤との
橋渡しを行う「クラウドゲートウェイサービス」

国立情報学研究所 学術基盤推進部 学術基盤課 クラウド支援室

１．はじめに
2000年代半ばに米国で提供が始まったクラウドコン

ピューティング技術を用いるサービス（クラウド）[1]は
2018年現在、大学・研究機関において欠かすことので
きないサービスとして広く使われ、インフラ（IaaS）[2]

やソフトウェア（SaaS）[3]の形態で提供されています。
一方、国立情報学研究所（以下「NII」）では、我が国に
クラウドを活用した高度な学術情報基盤を整備するこ
とを目的として、大学・研究機関におけるクラウド導
入・利活用を支援するための活動を進めています。ク
ラウドの導入を検討している、あるいは調達段階の機
関には「学認クラウド 導入支援サービス」[4]、クラウド
を利活用する段階の機関には「SINETクラウド接続サー
ビス」、「クラウドゲートウェイサービス」、「オンデマン
ドクラウド構築サービス」等のサービスを提供してい
ます。本稿ではこれらのサービスのうち、クラウドと
大学・研究機関の認証基盤との橋渡しを行う「クラウ
ドゲートウェイサービス」について紹介します。

もはや大学・研究機関にとって欠かすことのできな
い存在となっているクラウドですが、当然ながら機関
内の教育・研究・事務処理など、多様なニーズに応え
るために、複数のクラウド事業者が提供している複数
のクラウドを一つの機関内で利用することになります。
このような状況で利用者がサービス毎にアカウントを
管理するというのは利便性の点で大きな問題となりま
す。また、大学の情報基盤センターなど機関内のIT利
用を管理する立場の組織の観点では、クラウドには書
類の提出等の複雑な手続きをすることなく利用を開始
できるサービスも多数存在するため、いわゆるシャド
ーITとよばれる機関内の情報管理が行き届かない状況
の発生も懸念されます。

このような状況に対応するための方
策の一つとして、NIIは「学認（GakuNin）」
とよばれる学術認証フェデレーション
を提供しています。さらに学認の上で
提供されるクラウドゲートウェイサー
ビスが、機関内でのクラウド利用を誘
導する手段を提供します。

２．学術認証フェデレーション
「学認（GakuNin）」とは

全国の大学・研究機関とNIIが連携
して、学術認証フェデレーション[5]の
構築・運用が2009年度から開始され
ました。学術認証フェデレーションと
は、学術e-リソースを利用する大学・
研究機関、学術e-リソースを提供する
事業者から構成された連合体のことで
す。各機関・事業者はフェデレーショ

ンが定めた規程（ポリシー）を信頼しあうことで、相互
に認証連携を実現することが可能となります。認証連携
を実現することができれば、シングルサインオン（一つ
のID・パスワードであらゆるシステムが利用可能である
こと）の範囲が機関内に止まらず、他機関や商用のサー
ビスにおいても一つのパスワードを利用し、かつID・パ
スワードの再入力を行わずに利用できる環境を実現する
ことができます。これにより、例えば論文検索→文献管
理→業績管理→研究費申請というようなサイトをまたが
る一連の作業が同一のIDでパスワードの再入力なしに

（たとえ出先の大学からであっても）可能となります。
学認の構成図を図１に示します。図中のSPはService

Providerを表し、サービスを提供するWebサーバに相当
します。IdPはIdentity Providerを表し、フェデレーシ
ョン内に認証情報を流すために大学・研究機関が構築
するサーバに相当します。IdPはActive Directoryや他の
LDAPソフトウェアなどで構築された機関内の認証基
盤から情報を受け取り、その中から特定のデータ（属
性）のみをフェデレーションに送信するフィルタの役
割を担っています。

（１）学認を十分に活用できていない例
図１に示したIdPからどの属性を送信するかという基

準は各機関のポリシーにより決定されます。そのため、
学認に参加している機関に在籍しているユーザがある
SPを利用しようとしても、そのSPが要求する属性情報
が所属機関のポリシーによりIdPから送信されていない
場合は、SPの提供するサービスを利用できないことに
なります（一般に、サービスのログイン画面は利用可
能・不可能に関わらず表示されるため、パスワードを
入力した後に初めて利用できないことが明らかになり

図１　学認の構成図

政府関係機関事業紹介
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ます）（図２）。また、機関が連携しているSPの情報を
構成員に提供していない場合や、提供していても一部
のサービスに限られている場合（例：図書館がe-

JournalのSPを管理しているなど）、実際は連携してい
るサービスが機関内に十分に周知されず「知る人ぞ知
る」サービスとなってしまう場合もあります。

３．機関内で利用できるサービスのポータル
「クラウドゲートウェイサービス」

前述のSPの利用可否に関する問題や、機関内への周
知の問題を解決するために、NIIは「クラウドゲートウ
ェイサービス」を提供しています。

クラウドゲートウェイサービスは、研究・教育活動に
必要な各種クラウドサービスや電子ジャーナル等のオン
ラインサービスにワンストップでアクセスするためのポ
ータルです。大学・研究機関に所属する人は、クラウド
ゲートウェイサービスにログインするだけで、所属機関
が機関契約を行っているサービスなどに素早く簡単にア
クセス可能となります。自分が利用できるサービスが一
目でわかり、ワンクリックでそのサービスへ移動するこ
とができます（図３）。

また、クラウドゲートウェイサービスはグループ機能
を提供しており、共同研究等のグループメンバーを登録
しておくと、そのグループ固有のサービスをメンバーの
サービス一覧画面に組み込むことが可能になります。そ
の他、サービス一覧画面は利用者毎にパーソナライズで
き、利用者が個人で契約しているクラウドサービスを登
録することが可能です。さらに各サービスのアイコンは
画面内で移動できるため、利用者が利用頻度の高いサー
ビスをアクセスしやすい位置に移動させることができま
す。また、登録するサービスについて、そのサービスが
学認に参加していることを前提とはしていないため、機
関・グループ・個人が契約・利用しているクラウドサー
ビスや学内サービスなど、あらゆるサービスを管理者

（個人に関しては当人）が追加して表示させることがで
きます。これにより各種オンラインサービスにワンスト
ップでアクセスすることが可能
になります。

情報基盤センター等の機関内
のIT利用を管理する組織の観点
から有用な機能もあります。前
述の通り、学認に参加している
IdPにおいて、学認のSPそれぞ
れについてIdPから送信する属
性の設定を行うことで、それら
の利用可能・不可能を制御する
ことが可能です。クラウドゲー
トウェイにも同様の設定を入力
することにより、「利用可能」
と指定されたサービスのみを機
関の構成員に表示させることが

可能です。また、学認未参加のサービスについて
も契約しているものを登録することができます。
これらのサービスをクラウドゲートウェイサービ
スを経由して利用させることで、前述のシャドー
ITに由来する問題の発生を抑えることができ、機
関内ITガバナンスの強化につなげられます。さら
に、各機関で利用しているポータルにおいて、機

関内で利用可能なサービスに関する情報提供の部分をク
ラウドゲートウェイサービスに委ねることで、ポータル
管理者の負担を減らすことが可能となります。

４．利用状況
クラウドゲートウェイサービスは2017年７月に本運

用を開始しました。2017年12月現在、19機関が本サ
ービスを利用しています。利用機関などの各種情報は
https://cloud.gakunin.jp/cgw/にて公開中です。

予告案内
NIIのクラウド関連サービスとして、2017年度No.3「学認

クラウド 導入支援サービス」に続いて、今回はクラウドゲ
ートウェイサービスを紹介させていただきました。2018年
度も、クラウド導入・調達から活用まで、様々なシーンで
大学・研究機関をサポートするNIIのクラウド関連サービス
の最新状況について引き続き紹介させていただく予定です。

お問い合わせ先
本サービスに関するお問い合わせ、ご意見、ご相談

はcld-gateway-entry@nii.ac.jpまでご連絡をお願いしま
す。
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政府関係機関事業紹介

図３　サービス一覧画面（https://cg.gakunin.jp/）

図２　サービスが利用できない例
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ICTを活用した教育改善モデルの紹介

ＩＣＴを活用した教育改善モデルの研究成果を広く理解いただくため、本協会ホームページ
に平成２４年度より掲載の大学教育への提言「未知の時代を切り拓く教育とＩＣＴ活用」の２
章に掲載の31分野に亘る教育改善モデルの考察結果を抜粋して紹介しています。

本章では、未来を切り拓く若者の育成を学士課程教育でどのように実現することが望ましいか、５年先を
目指し専攻分野ごとに理想的な教育の仕組みを追及した改善モデルの構想を提案することにした。構想の基
調は、これまでの教員主導による授業の在り方を振り返り、学生が主体的に授業に取り組み、達成感や自信
を培うことができるよう学生本位の学修の仕組み作りを目指した。そのため、提案している授業改善モデル
の実現には、教員の個人的努力では対応できない教学・経営管理面での課題が山積しており、理事長、学長、
学部長などのガバナンスの決断が求められる。このような背景から本章は、大学ガバナンスに関係される
方々を中心に、学士力の実現に向けた教育現場からの課題を理解いただけるように努めた。

ここに紹介する教育改善モデルは、専攻分野における学士力の到達目標の一部を実現するための授業を構
想したものであり全てではない。医学、歯学、薬学、看護学を除く２７分野の学士力は本協会で考察したも
のであり、医療系の学士力はモデル・コア・カリキュラムによった。本モデルの構成は、第１節が「分野別
教育における学士力の考察｣、第２節が｢到達目標の一部を実現するための教育改善モデル｣、第３節が｢改善
モデルに必要な教育力、ＦＤ活動と課題｣とし、学士力から改善授業のモデル、教員の教育力、ＦＤ活動、
大学の課題と体系的に考察を試みた。以下に、モデルの考察に際して特に配慮した点を掲げる。

①　就職活動による学修期間の短縮問題は、経済界の自主努力で改善されることが期待できるとした。
②　ゆとり教育による学力低下問題は、平成２４年度に中学校、２５年度から高校で新学習指導要領に基

づく課題探求型の学習と自己との関連付けの学習が徹底されることで、今後改善が期待できるとした。
③　｢未知の時代を切り拓く能力｣を大学教育として提供できるようにすることが喫緊の課題であるとし

た。
④　教養科目と専門科目、専門基礎と専門応用の科目の統合を促進するとともに、授業科目を体系化・総

合化するなど、教員間で連携したチームによる学修を組織的に取り入れる必要があるとした。
⑤　授業科目が多く事前・事後学修時間の確保が困難、統合授業など教員間での調整が必要とした。
⑥　学生が自らの問題として授業を受けとめ主体的に学修する理想的な仕組みを創り出すことにした。
⑦　学修成果を質保証するために卒業試験、卒業論文などの出口管理の厳格化、客観的な到達度評価の基

準を作る必要があるとした。また、卒業までに学修成果を確実に修得できるよう学修ポートフォリオ
で不足している能力を洗い出し、大学が個々の学生に学修支援する仕組みを設けることが不可欠とし
た。

⑧　本モデルは、｢未知の時代を切り拓く能力｣を大学教育として提供できるように、教育改善全般に亘り
構想するものであり、教室での対面授業を基本とする中で必要に応じてＩＣＴを用いることにした。

⑨　教育改善のイメージとしては、「教員の授業以外にＩＣＴを活用して社会や世界の学識者と協力して
学べるようにする」、「グループによる学び合いを学修支援システムで展開する他、学修成果を学内外
で発表・講評し、学修成果の振り返りを繰り返す中で学修の通用性を体験させる」、「学生目線でグル
ープ学修の相談・助言を学内ＬＡＮ上で支援する」、｢不足する基礎知識を履修後も教員間の連携によ
り学内ＬＡＮ上で卒業までの期間を通じて定着・発展させる｣、「学外教員による口頭試問の外部評価
試験」などとした。

⑩　教育改善モデルの実現性を高めるため、教員に期待される教育力を考察した。専攻分野における教員
の姿勢、高度な知識、経験の視点から専門性を整理した上で、改善モデルに求められる特徴的な教育
力を抽出し、その上で教育力を高めるＦＤ活動とＦＤ活動活性化に求められる大学の課題を整理した。
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心理学は、人の心と行動を科学的な手法を用いて明らかにし、自己及び社会の諸現象と関連付ける
ことで、生きとし生けるもの全ての共生に貢献することを使命としている。それゆえに、人間活動の
あらゆる分野で心理学的な知見が必要であり、関連諸科学との融合が期待される。
複雑な人間の心や行動を解明するには、個人的な経験や直観だけでは限界があり、真実に到達でき
ない。このため心理学は、心の働きや行動の成り立ちを客観的で論理的な方法によって発見・解明す
ることを目標としてきた。
そこで心理学教育では、人間が生物学的、個人的、社会・文化的相互関係の中で生活していること
を認識させ、種々のできごとの心理学的側面に関して科学的アプローチにより得られた情報を適切な
手法を用いて分析し、その結果から因果関係を見出し、実際の社会生活の中で活用していく知識・技
能・態度を身につけることを目指す。
そこで、心理学教育における学士力の到達目標として、以下の三点を考察した。
第一に人間の心や行動が、生物学的要因、個人的要因及び社会・文化的要因の影響を受けているこ
とを理解できること、第二に人間の心や行動に関わる現象の要因を科学的な手法を用いて明らかにで
きること、第三に心理学的理論や手法を自己及び社会の諸現象の理解に応用できることとした。

ここでは、客観的で論理的に人間を理解することの重要性を認識させ、生物としての人間、個とし
て生きる人間、他者との関係性や社会・文化の下で生きる人間という偏りのない視点から、人間の心
や行動を規定している要因を理解させねばならない。そのため、心理学の知識を幅広く体系的に身に
つけさせるとともに、日常場面や社会生活の中の具体的な現象にあてはめ、説明できることを目指す。

生理・神経心理学、知覚・認知心理学、学習心理学、パーソナリティ心理学、社会心理学、発達心　
理学、教育心理学、臨床心理学、産業・組織心理学、健康心理学など

①　心理学の基礎知識を持ち、人間の心や行動を理解しようとする姿勢を持つことができる。
②　人間の心や行動が生物学的、個人的、社会・文化的要因の影響を受けていることを客観的・
論理的に説明できる。
③　②で得た知識を用いて、具体的な心理学的現象を説明できる。

①は、３要因に相当する主要な概念の理解度を測定するための客観式の筆記試験、レポート、ディス
カッションなどにより確認する。

②は、ある心理学的現象について、人間の心や行動が３要因の影響を受けていることを論述式の筆　
記試験などにより確認する。

③は、具体的な事例を取り上げて、心理学的観点から説明できることをレポート、ディスカッション、
論述式の筆記試験などにより確認する。
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ここでは、心や行動が経験的に知られている要因だけではなく、未知の要因が関わっていることを
明らかにする方法や技能を身につけさせねばならない。そのため、計画的で適切な観察や調査、実験
などを実施し、得られたデータを適切な統計手法を用いて分析し、統合的に解釈できることを目指す。

心理学研究法、心理学基礎実験、心理尺度構成法、心理統計法など

①　因果関係、相関関係を説明することができる。
②　実験、調査、観察などの手法について長所・短所を説明できる。
③　心理学的現象の原因や諸要因の関連性を明らかにするために、適切な統計分析法による実験や
調査をデザインできる。
④　実験や調査などのデータを吟味し、適切な統計手法による分析を行い、結果の解釈ができる。

①は、因果・相関関係に関する客観式・論述式の筆記試験、レポートなどにより確認する。
②は、実験、調査、観察に関連する基礎的概念、データ収集方法、データ解析法の理解度を客観式・
論述式の筆記試験、レポートなどにより確認する。

③は、ある心理学的現象について、具体的な実験計画や調査計画を立案させ、レポート、客観式・論
述式の筆記試験などにより確認する。

④は、各種統計手法を理解していること及び適切なデータ分析ができることをレポート、客観式・論
述式の筆記試験などにより確認する。

ここでは、主体的・総合的な作業を通して学修の総括ができねばならない。そのため、自己及び社
会の諸現象における課題を発見し、これまで学んできた理論や研究法を活用し、学外のマンパワーを
利用するなどして体系的なデータ収集・統計解析などを行い、課題と関連付けて考察できることを目
指す。

研究発表、プレゼンテーション、卒業研究など

①　既存の理論や概念に基づいて、心理学的観点から問題を発見し、新たな発想ができる。
②　問題に対する仮説を検証するために、体系的にデータ収集・統計解析ができる。
③　解析結果を踏まえ、適切に結論を導き出し、レポート、論文としてまとめることができる。

①～③は、研究発表、プレゼンテーション、卒業研究などにより確認する。
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上記到達目標の内、「人間の心や行動が、生物学的要因、個人的要因及び社会・文化的要因の影響を
受けていることを理解できる」を実現するための教育改善モデルを提案する。

①　心理学の基礎知識を持ち、人間の心や行動を理解しようとする姿勢を持つことができる。
②　人間の心や行動が生物学的、個人的、社会・文化的要因の影響を受けていることを客観的・論
理的に説明できる。
③　②で得た知識を用いて、具体的な心理学的現象を説明できる。

従来の心理学教育課程の運営方法においては授業科目間の連携を重視してこなかった。そのため、
心理学に対する期待やイメージが異なる上、基礎的な知識を持たない学生にとっては、心理学各分
野の考え方や知見を総合的に理解することには困難があった。
ここで提案する授業では、学生が自らの持つ興味関心を、より客観的な視点から総合的に捉える
ことができるようにする。そのために様々な考え方に触れるとともに、心理学の手法の理解と分析
力を高め、日常生活における具体的な諸現象を説明できる力を養い、「人間の心や行動」について自
らの考えを表明できるようにすることを目指す。

ここでは、卒業までの期間を通
じて学びが身につくように、基礎
と関連する科目の教員の連携を前
提とする。教員間の連携のために
ポータルサイト※を構築し、他分野
の教員や社会人からの学修支援の
体制を実現する。また、基本的な
用語・理論の理解度は、学修ポー
トフォリオ※で確認し、到達して
いない場合はｅラーニング※の環
境とそれを促進する上級学年生や
大学院生などのファシリテーター※

の仕組みを構築しておく。
卒業時点での学士力の到達度は、
客観テストの他に面接試験を学外
の専門家を含めて行う（図）。

以下に授業シナリオの一例を紹介する。
①　現象を読み解くための映像教材などをポータルサイト内に掲示し、気付きを喚起する。
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②　学修ポートフォリオを用いて学びの到達度を確認させ、不足する知識・理解をｅラーニングで
学修させる。
③　グループの議論の過程をポータルサイトに掲載し、相互評価を通じて多様な視点から学ばせる。
④　学修成果をポータルサイトに公開し、他分野の教員や社会人からの意見を取り入れて振り返り
を行わせる。

以下に学修内容・方法の一例を紹介する。
①　社会の諸現象を説明するための基本的な用語をｅラーニングで学ばせる。
②　社会の専門家から現場情報の提供を受け、心理学との関連付けを行わせる。
③　例えば、広告や消費行動、経済活動などを題材に心理学の側面からグループで学び合い、議論
の過程をグループ間で意見交流させて説明できるようにする。
④　学修成果をポータルサイトに公開し、他分野の教員や社会人からの意見を取り入れ、発展的な
学修を行わせる。

①　体験や再現できない現場情報を可視化することで、心理学の重要性を理解させることができる。
②　対面やネット上での討論を通じて、心理学的現象を説明するトレーニングができる。
③　ネット上で他の領域の教員が支援する体制を構築することで、知識・技能・態度の量と質を高
めることができる。

①　基礎と関連する科目の教員、他分野の教員、社会人などが連携して学修支援を行うためのポー
タルサイトを構築する必要がある。
②　グループでの学び合いや学修ポートフォリオなどの環境が必要となる。

基礎心理学担当の教員と応用科目担当の教員が連携し、作成した到達目標について、客観的に評
価できる評価シートを共有して定期的に点検・評価を行う。また、学協会、団体のコンソーシアム
などを通じて、中立的な立場からの示唆的な意見も取り入れながら、各教員が役割分担して改善
の方法を検討する。

①　教員間の連携を大学のガバナンスとして構築することが不可欠となる。
②　グループや協働での学修を積極的かつ円滑にするためのファシリテーターを確保するために学
内雇用制度を構築する必要がある。
③　大学・教員間で連携して卒業時の学修到達度の評価基準について、申し合わせしておく必要が
ある。
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上記到達目標の内、「心理学的理論や手法を自己及び社会の諸現象の理解に応用できる」を実現する
ための教育改善モデルを提案する。

①　既存の理論や概念に基づいて、心理学的観点から問題を発見し、新たな発想ができる。
・質的なアプローチも含めた心理学的方法から問題の所在を明らかにし、理解できることも含む。
②　問題に対する仮説を検証するために、体系的にデータ収集・統計解析ができる。
③　解析結果を踏まえ、適切に結論を導き出し、レポート、論文としてまとめることができる。

心理学の領域ごとの学びに重点が置かれてきたために、心理学の関連科目間と心理学以外の領域
との関連付けが十分でないため、新たな発想を展開することが困難であった。
ここで提案する授業では、関連科目間及び他領域の科目と連携した学びの統合化を図ることで、
心理学的な手法を用いて科学的に問題を整理・分析し、問題解決のための発想ができることを目指す。

ここでは、心理学の知識・理解を活用した応用力を定着させるために、討論を中心としたグルー
プや協働での学修と様々な領域の教員間及び社会の専門家が連携する協働作業を前提とする。この
過程で基礎・基本が達成されていない場合はｅラーニングなどで学修させる。ネットを通じて学修
成果を公表し、社会の意見・評価を踏まえて振り返りを行うことで、社会に関与する力を身につけ
させる。

以下に授業シナリオの一例を紹介する。
①　この授業は、次頁の図「学士力へのプロセス・モデル」の到達目標１の基礎知識及び到達目標
２の心理学的手法を理解し、活用できることを前提としている。
・心理学教育では知識だけではなく同時に心理学実験などの自然科学的な証明方法を学修しなく
てはならない。知識が手法とリンクして初めて知識を活用することができるようになる。そのよ
うな知識と手法のリンクを学修支援システム※により行う。
②　プラットフォーム※上で関連科目の教員が連携して統合授業の運営について意識合わせを行う。
・分野が細分化されているがゆえに教員間の連携が重要であり、連携により学生が人間の心理を
体系立って理解できるようになる。その際に、学修支援システムを通して教員間の意識合わせを
行うと効果的である。
③　グループや協働での学び合いを積極化するため、上級学年生・大学院生によるファシリテーター
を導入する。
・ファシリテーターは、器具や機械の使用法、レポートの書き方、その添削などの具体的な指導
にあたる。また、学修支援システム上で学生のレポートを閲覧し、アドバイスすることによって
学修を支援する。
④　学修成果の通用性を点検・確認するため、学修成果について他大学とのコンペティション、プ
レゼンテーションなどの連携を行い外部の助言を求める。
・学修成果についてはゼミナール、学科内の発表にとどまらず、学外の協力者とクラウドなどを
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用いて発表、討論を行い、助言を得ることによって幅広い知見を得る。
⑤　実習では、学生からの現場情報を、学修支援システムを介して報告させ、適宜適切な指導を行う。
・現場実習の期間中、学生は学外にいても教員や大学院生から学修支援システムを介してきめ細
かい指導を受けることが可能である。
⑥　学修到達度の確認は、学修支援システムによる実習先の学外評価、学生のポートフォリオ評価、
口頭試問などで評価する。
・担当教員だけが学修の評価をするのではなく、学修支援システムやクラウドなどにより、口頭
試問を含めて学外研究者を交えた多面的評価を行う。

以下に学修内容・方法の一例を紹介する。
①　社会の諸現象を映像で見せて、グループで心理学的観点から課題を発見させる。
・学修支援システムを用いてグループで社会現象の映像を視聴し、討論を行うことで心理学的課
題を発掘させる。
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②　課題認識に必要なデータをフィールドワークやネット上で収集し、課題の因果関係を議論し、
整理させる。
・教室の中だけではなくフィールドワークやネットを介したアンケートを通して、これまで調査
実施が難しかった人々からも幅広く情報を得て、課題の背後にある因果関係を多角的に議論でき
るようにする。
③　仮説を立て、集めたデータを使いながら心理学的手法を用いて解決策をグループで議論させ、
その内容を学修支援システムに掲載し、他のグループでの議論などから多面的に学ぶ。
・グループでの議論の過程を学修支援システム上で共有し、他のグループでの討議内容・討議方
法をモデルにするなど、討議に参加することで、多面的に学ぶことができる。
④　学修支援システム上でグループ間の相互評価を行う。
・相互評価を通じて仮説を精緻化し、再構築する。
⑤　ネットなどで現場情報を入手し、仮説の検証を行い、振り返りを行う。
・精緻化・再構築された仮説をネット上で情報を収集することなどで再度検証する。
⑥　学びの成果を社会に発信し、社会からの評価を受けることで学びの通用性を確認させる。
・学修の成果はネットを通じて公開し、社会からの意見を求める中で主体的学修の意義を体験する。

①　理解しにくい概念をＩＣＴ教材によってビジュアル的に提示し、ネットからの情報収集や予習、
復習を行うことで心理学の理解を深めることができる。
②　学びの成果を社会に発信し、社会からの評価を受けることで心理学の専門知識を深めることが
できる。
③　多様な視点からの情報収集、発信・学びが可能になり、心理学的理論や手法を関連付けするこ
とができる。

①　関連科目の教員が連携して統合授業の運営を行うためのプラットフォームが必要である。
②　グループや協働での学修、学生のポートフォリオなどの学修支援システムが必要になる。
③　大学連携でコンテンツの共有やコンペティション、プレゼンテーションなどができる環境が必
要である。

この授業の点検・評価・改善は、教員による授業の評価シートと学生による学修ポートフォリオ
を組み合わせて担当教員と心理学以外の幅広い学問領域の専門家や有識者の参加を得て、ネット上
で到達目標の達成度について意見交流できるようにする。その上で、学内外の有識者に中立的なピ
ア・レビュー※を依頼し、その意見を参考にして行う。

①　関連科目の教員が協働で授業設計・運営が可能となるよう大学ガバナンスとして、教員同士に
よる授業協力のシステムを構築することが不可欠となる。
②　学修成果について他大学とのコンペティション、プレゼンテーションなどの連携を行い、外部の
助言を求める教員同士のコンソーシアムを形成するために大学としての組織的な支援が必要となる。
③　グループや協働での学修を積極かつ円滑にするため、上級学年生・大学院生によるファシリテー
ターを大学のガバナンスとして制度化し、学生目線での相談・助言が実現できるようにする。
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①　人間の理解のために強い使命感と倫理観を持ち、社会に貢献できる科学者であること。
②　個人・社会・文化などの多様性を通じて複眼的・総合的に探究できること。
③　心に関わる現象を科学的に理解し、人間・社会の諸活動を予見できること。
④　心理学の知見を踏まえ、社会のイノベーションに貢献できること。
⑤　他の学問領域と連携し社会の発展に関わることができること。
⑥　人間関係の在り方に気付かせ、興味・関心を持たせることができること。
⑦　ＩＣＴなどの教育技法を駆使して、コミュニケーション重視型の教育ができること。

①　授業のカリキュラム上の位置付けを十分に理解し、カリキュラムポリシーに沿った授業を実施
できること。
②　データ収集、統計解析、モデル化などを通して問題解決の基本技能を指導できること。
③　他分野と連携または協働して心理学の知識を社会生活と関連付けて理解させられること。
④　グループ活動などの集団における相互効果を活かした授業運営ができること。
⑤　上級学年生・大学院生、他大学の教員や社会人などの協力を得て、実践的な学修を支援できる
こと。
⑥　学修成果のポートフォリオから学修上の問題点を引き出して授業改善に取り組めること。
⑦　ＩＣＴを用いて学修成果を隣接諸科学の教員や社会に発信し、評価やコメントを受けられるよ
うに支援できること。
⑧　ＩＣＴなどを活用して学生とのコミュニケーション、適切な教材作成、ｅラーニングができる
こと。

①　カリキュラムの全体像と当該授業の位置付け及び授業内容と教育方針との点検・評価の確認を
組織的かつ継続的に行う必要がある。
②　到達目標の評価指標を教員相互で主体的に点検・評価する仕組みを設ける必要がある。
③　問題解決の基本技能を含む教育方法の研究報告会を開催し、指導法の改善や向上を図る必要が
ある。
④　ポートフォリオの活用法やグループや協働での学修、対話型授業などの指導法について、ワー
クショップを組織的に行う必要がある。
⑤　関連分野の教員や社会の専門家などと定期的に意見交換を行い、心理学の応用を常に検証する
必要がある。

①　ＩＣＴを用いた教育方法を支援する組織と環境を大学として統合的に整備する必要がある。
②　ＦＤの基盤情報として授業の録画、教材コンテンツ、ネット上のディスカッションなどをアーカ
イブ化し、共有可能なプラットフォームを整備する必要がある。
③　学内外の関連分野教員や社会の専門家などから協力を得るために、連携の呼びかけ、制度の整
備及び財政的な支援を行う必要がある。
④　世界を視野に入れた教育の質保証を持続的に行う責任がある。



平成29年８月２日（月）午後１時、青山学院

大学渋谷キャンパスを会場に60大学６短期大学

より、理事長、学長、副理事長・理事、副学長・

学長補佐、教務部長、学部長、短期大学学科長等

関係者が参集して「大学の教育力向上、教育の質

保証に向けた改革とICTの活用」をテーマに開催

した。

開会にあたり、向殿政男会長
（明治大学）より、「三つのポリ
シーによる実質化に向け、教育

改革を振り返る中で、課題及び

戦略を再認識しつつ、ICTの効

果的な活用について理解を深め

る機会にしたい」との挨拶があ

った。

次いで、会場校を代表して、

青山学院大学の三木義一学長よ
り、「ICTに関る教育力の向上

は、大学に大変重要な課題で、

将来は全学生の進路を把握し

て、学生一人ひとりに最適の条

件を知らせて活躍できるように

してあげたい。今日の会議はそ

ういう課題のヒントをうかがえると期待してい

る。」との挨拶があった後、プログラムに入った。

講　演

「学力の三要素を深化・発展させる
大学教育改革とICT活用」

日本学術振興会理事長、文部科学省高大接続改革
チームリーダー、本協会副会長

安西　祐一郎　氏
これから課題になるのは、

個々の大学がどういう学生を

選抜し、どういう教育をして、

社会でどのような立場でも、

活き活きと活躍していく卒業

生を１人でも多く出すことが

大学の評価になっていくので

はないかと思っている。何の

ために入試や大学教育を変えていこうとしている

のか、何のためにITを導入するのか。それは学生

一人ひとりが、いろいろな場所でもって活躍をし

ていけるように、ポテンシャルを作ることだと思

うので、そういうことを目がけて話させていただく。　
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１.「学力の三要素」とは何か
「学力の三要素」とは、学校教育法に基礎的な

知識・技能、思考力・判断力・表現力その他の能

力、主体的に学修に取り組む態度と規定されてい

るが、中教審答申（2014年12月）では、主体性

をもって「多様な人々と協働して学ぶ」態度とし

ており、多様な人々と協働するということが、こ

れからの時代の要請で一番大事になると思う。卒

業後どういう人生を歩むかということを、大学関

係者が気にすることが大事なことであると思う。

2019年から高大接続改革が始まるが、「学力の３

要素」の全てをカバーしていくことになる。これ

に2020年度に小学校１年から６年まで、まとめ

て次期学習指導要領が始まる。そのキャッチコピ

ーは、社会に開かれた教育課程と、いわゆるアク

ティブ・ラーニングが小中高の学習指導要領全体

に入ってくる。そうなると、高大接続改革を通じ

て「学力の３要素」をどのように身につけるかが、

皆に問われることになる。その中で、何を身につ

ければ「思考力」が身につくことになるのか。例

えば、高校英語の特徴は「読む」と「聞く」はし

ているが、「書く」と「話す」をほとんどしない。

英語の長い文章を書くトレーニングはほとんどし

ない、話すトレーニングはなおさらしない。こう

いうトレーニングが「思考力」に全部入ってくる。

４つの技能が「思考力」の中で、「表現力」の中

でどういう役割を果たすのかということが、ほと

んど議論されない。学生にアクティブ・ラーニン

グといいながら、大人のほうが思考停止している。

高大接続改革のスケジュールは、2019年度に

「高校生のための学びの基礎診断（仮称）」から入

り、2020年度に「大学入学共通テスト（仮称）」

が2021年４月の入学者から始まる。大学入学共

通テストでは、国語と数学で「記述式」のテスト

が入ってくる。また、英語では４技能のテストに

民間の資格・検定試験が使われるようになる。高

校生の学びの基礎診断は、2019年度から各高等

学校の希望で民間のテストを国語、数学、英語に

入れてくると思う。

高校生は人ときちんと話をする、あるいは自分

の思っていることをきちんとまとめて、相手の立

場を考えながら、論旨明快に話をする。トレーニ

ングがほとんどできていないままに大学に進学す

ると、中国、韓国、インドの同世代と一緒に仕事

をする時にどうするのか、深刻な課題で、その大

きな原因が入学試験にあると思われる。これから

AI（人工知能）が入ってきて激変する時代に、主
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体性をもって自分から学び、卒業してから頑張る

大学生をどのくらい輩出していけるかが、大学の

評価になってくるのではないかと思われる。

２．学力の三要素を深化・発展させるとはど
ういうことか

一つは、なぜ（何のために）深化・発展させな

いといけないのか。二つは、何を深化・発展させ

ないといけないのか。三つは、どうやって深化・

発展させるのかを考えると、当然のこととして個

別の大学の目標は何なのかが問われてくる。１人

でも多くの卒業生が社会で活躍してくれる、社会

に貢献するということが大きな目標だと思う。そ

の目標が満たされるように上の三つの問に対する

答えを見つけていくということになる。高等学校

と大学は目的が全く異なる。高校は義務教育の上

にあるレベルで社会を支えていく、社会をリード

していく、一番基本的な力を身につける場だと思

う。大学は誰でも学べる所で、世の中に対してオ

ープンということが高校とは全く異なる。大学が

目指すべきは、高大接続が問題ではなく、大学が

社会とどういうふうに繋がるかという「大社接続」

が最大の課題である。

日本では18才から22、23、24才の同世代が暮

らすのが大学と思われてきたが、将来は変わって

いくようになる。そういう中で大学の役割は変わ

ってきている。そこで大事なことは、３ポリシー

を公表し、高校生、保護者、大学で学びたい社会

人、誰に対しても大学の中身が分かるように知ら

せてあげて欲しい。大学の内容をオープンにして、

このような教育ができる、卒業すればこういう活

躍が期待できると語っていける大学が報われるよ

うになって欲しい。これができるようになってい

くか、今転換期にあると思う。

３．社会の変化と人材育成
社会が本当に変化している。技術が変わってい

く時には必ず雇用が変わってくる。これに大学の

教育がどのように対応していけるかが課題であ

る。労働生産性が低いというのは日本がよく言わ

れているけれども、低いと言われても何も実感が

わかない。残業時間が多すぎる言われているが、

どうすれば効率よく効果的な仕事ができるように

なるのか、教育に関係がある。

第５期の科学技術基本計画（2016年〜2021年）

では、ITをベースにした柔軟な構造のビジネス、

超スマート社会を目指している。日本が柔軟でな

いところが特徴的な社会で、これを変えていくの

は容易ではないが、科学技術の方ではAIを活用し

た社会に向けて変わろうとしている。経産省が中

心に作った2030年を目指した「人工知能技術戦

略会議の研究開発目標と産業化ロードマップ」の

通り、健康・医療、車社会、生産、サービスなど、

全部ITベースで変わっていく問題が議論されてい

る。その時に大学教育に求められるものは、IT人

材の育成だけではない。何が変わるべきかという

と、受け身でもって教員に言われたことが正しい、

本に書いてあることが正しいと鵜呑みにして卒業

できる人材ではなく、その逆の人材、能動的に学

びができる人材の育成が課題となる。

４.「書く」と「話す」：記述式問題・英語
４技能入試の意義と大学教育

学習指導要領の改訂、小学校、中学校はすでに

告知され、今は指導書の設計・教科書の設計に入

る。高等学校の学習指導要領は平成29年度中に

決めて告知され、指導書、教科書とスケジュール

が動いていく。その中で大きな特徴として「何を

学ぶか」だけではなく、「どのように学ぶか」と

いうことが、初めて学習指導要領に入ってきてい

る。そういう中で、記述式問題、あるいは英語４

技能の入試が多少話題になっている。なぜ大事な

のかというと、論旨明快に思考して、論旨明確な

表現で相手の立場を考え、書いたり話したりする

トレーニングが今までほとんどできていない。世

界で多様な人達と協働していくための最低条件で

ある。

大学入学共通テスト（仮称）に導入される「記

述式問題」とは、書き手の意図を反映する明確な

構造を持った文章、図などを、読み手が明確に理

解できる表現によって記述する力を問う問題で、

小論文とはまったく異なる。例えば、国語のテス

トにおいて100字程度の文章を書かせることで、

思考力が問えるのかという意見もあるが、100字

の文章をきちんと書けるというのは相当なトレー

ニングが必要となる。そのためには、高大接続改

革によって身につけるべき、知識、技能、思考力、

判断力、表現力、主体性、多様性、協働性のすべ

てが含まれる。普通に日本語を書くことのトレー

ニングが、高等学校でほとんど行われなくなって

おり、非常に大きな問題だと思う。

OECD(経済協力開発機構)の15才を対象とした

生徒学習到達度調査(PISA調査)によれば、日本は

思考力・判断力・表現力等を問う読解力や記述式

問題、知識・技能を活用する問題に課題があると

されている。多肢選択の問題は答えるが、自由記
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一方で、「Future Skills Project研究会」で８年

目に入るが、主体性を身につけるにはどうしたら

いいかという、ボランティアの活動をしている。

約20大学、約100企業が参加して、大学１年春学

期を中心に約6,000人が受講している。

５．ICTの将来像
デジタル革命が教育に与えるインパクトはもの

すごく大きい。一つは、学生一人ひとりが学ぶプ

ロセスを的確に分析することが大事になる。今ま

で学生を見る視点は、教員が教える場面と学生の

成績だけだった。学びのプロセスとして、何を途

中で身につけ、何をつまずいていたのか、見てい

く必要がある。それを調べる分析方法が徐々に可

能になってきたので、そういうことまで立ち入っ

て考えないといけない。二つは、AIの技法ではな
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述は無答率がかなり高い。このようなこともあっ

て、大学入学共通テストの国語、数学に記述式問

題を導入することにしている。また、英語はこれ

までの「読む」、「聞く」に、「書く」、「話す」を

加えた民間の資格・検定試験による４技能のテス

トを導入することになっている。2024年度まで

大学入試センターで「読む」、「聞く」の２技能の

テスト、または民間の4技能のテストを並行して

もよいことになっているが、2025年度からは４

技能だけに絞ることになる。２技能だけで十分と

いう大学もあるかもしれないが、「書く」、「話す」

の力をどの程度持つかは、将来において卒業生の

力としてかなり影響していくだろう思う。それに

は、４技能のテストをアウトソースするのが一つ

の方法と思っている。ただ、どの団体の試験を使

うかは、ヨーロッパ評価基準のCEFR（外国語の

学習・教授・評価のためのヨーロッパ共通参照

枠）を用いて標準化を図ろうとしている。どの団

体の試験を用いるかは、各大学で決めることにな

るので自由度が非常に大きい。

文科省の高校３年生を対象とした「平成27年

度英語力調査結果」（「読む、聞く、書く」は公立

高校９万人、「話す」は2.2万人の結果）によれば、

「書く」、「話す」は、高校生の大半が０点に近い。

大規模大学のペーパー入試は、ほとんどが

Reading、あるいは穴埋め問題となっている。

Writingが非常に大事と思うが、２次試験に出し

ている大学はあまり多くないように思う。これを

国の共通テストでアウトソースできるようにしよ

うという考え方である。自分の考えをまとめ、論

旨明確に書けるかどうかということでは、国語も

英語も同じなので、英会話ができるかどうかとい

うよりは、基本的な書く能力の方が大事と思われる。

思考力、判断力、表現力とは何か、ほとんど議

論されていない。以下の通り各項目に重複がある

けど、おそらく、読解、文章構成などの「言語」、

統計的思考、論理的思考などの「数」、モデルを

構成し抽象化、合理的に予測するなどの「科学」、

歴史や社会の複雑な現象から問題を端的に把握す

るなどの「社会」、仮説を立てて推論する、文脈

に応じて問題解決の道筋を定めるなどの「問題発

見・解決」、的確な情報を収集する、情報を整理

して体系化するなどの「情報の活用」が考えられ

る。その中で思考力を伸ばす教育というのは、こ

れらの項目の何を伸ばすことになるのかを考えて

おくことが大事だと思う。

ICTをベースにした教育で育ってほしいと思う

のは、知識、技能も身に付くし、思考力、判断力、

表現力が伸びていくことが大事と考える。もう少

し思考力の中身を深く掘り下げて吟味し、ソフト

ウエアや問題例などについて十分考えていく必要

がある。

イギリスの中学生・高校生向けの「世界史」の

教科書の付録に載っているセルフガイドには、批

判的に読む、帰納的な推論、あるいは演繹的な推

論などのレベルで中学生・高校生が自分で学ぶよ

うになっている。

演繹的推論の力を身につけるのと、帰納的推論

の力を身に付けるのとでは、教材が違う、問題例

が違う。そこまで体系立ててICTを用いて学習ス

キルの養成を考えていくことが望まれる。

主体性が大事とよく言われる。本当にこれが一

番大事で、私がある大学の授業で「主体性をもっ

て学ぶにはどうすればよいか」のシラバスを以下

にまとめた。



く、データを如何に確保していくかだ。学生の学

びのプロセスとビックデータを散逸しないよう

に、綿密なデータベースをどの程度持っているか

が、大学間の競争力に関わってくるのではないか。

ICTを活用して大学教育の将来をどうしていきた

いか、夢はかなりある。AIによって仕事も変わっ

ていく。アメリカのベンチャー系企業は、若い人

達のエネルギーと猛烈なスピードでできている。

こういう活力は、必ずしも有名大学を卒業したか

らということではない。エネルギーを持つ、意欲

を喚起させることを教えてあげられるかどうか

は、それぞれの大学でできる。仕事が変わってく

るのは当たり前なので、これから10年後、20年

後にどういう仕事が出てくるかということを予想

して、教育を考えていくことが大学の大きな役割

だと思う。2045年はSingularityといって、AIが人

間を超えると言われている。めまぐるしく変わる

世界で、どのような力を求められるのか、それに

相応しい教育を創っていくことが必要と思う。

講　演

「大学価値の向上を目指したIRの試み
～学生のリフレクションを促し、成長
に結びつける」

京都光華女子大学・短期大学部EM・IR部長、
特命教授　

水野　　豊　氏

１．アセスメントの理念と目的
本学は、仏教精神に基づく女

子教育を建学の精神とし、大学

院２研究科、こども教育学部、

健康科学部、キャリア形成学部、

短期大学部を有し、学生数は２

千人ほどの小規模大学で、同一

キャンパスに幼稚園、小・中・

高が併設されている。

10年程前から建学の精神を具現化する教育シ

ステムとして、エンロールメント・マネジメント

(EM)を導入している。

入学前から卒業後まで、一人ひとり学生個別の

教育と、生活支援を統合化する中で、成長支援を

総合的に支援していくため、組織横断的なトータ

ルマネジメントを理念としており、それぞれの取

り組みが適切に行われているのかを点検するため

に、経験や勘に頼らない科学的なアプローチを導

入して検証するIRを行っている。その上で、デー

タに基づくエビデンスベースの支援を積み重ねる

中で、建学の精神である「思いやりの心をもって

社会に自立した女性」の育成に取り組んでいる。

大学の価値を高めることをIRの目標としてお

り、学生一人ひとりの成長支援、教育の質の向上、

経営戦略への支援という機能が求められている。

また、新しい時代の教育を創造する手段として、

３．アセスメントを成長支援にどのように生
かしていくか

成長支援をより実現するには、アセスメントを

実施した結果を学生にフィードバックして、主体

的な振り返りを如何にさせるかが重要で、教員か

ら学生にアセスメントの趣旨を徹底して理解さ

せ、次の学修行動に向けて主体的に改善を自覚し、

計画できるように支援することが大事である。そ

れを支える学生支援情報システム（｢光華navi｣）

は、教職員の協働性を高めるデータベースとして、
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データ等を適応していくことが求められる。その

成果をステイクホルダーなどに発信する中で、人

材養成の魅力と信頼性、社会との関係構築をより

深めるということで、大学により相応しい学生に

来ていただけるという面で、IRというものが期待

されているのではないかと感じている。

２．アセスメントを入学から卒業までどのよ
うにデザインするか

アセスメントの主なものとしては、①入学時点

の学生理解を客観化する外部委託の「大学生基礎

力テスト」、②１年生から４年生を対象に学生の

主体的な学修態度を可視化する「ALアセスメン

ト」、③授業外学習の内容・時間・場所と効果を

把握する「学習時間等学修行動調査」、④２年生

から３年生を対象に社会で求められるリテラシー

とコンピテンシー能力を客観化する外部委託の

「社会人基礎力テスト」、⑤学生がディプロマポリ

シ－の達成度を自己評価する「DPルーブリック」、

⑥４年生を対象に卒業生の満足度を把握する「卒

業時満足度アンケート」などを学生全員に行うこ

とにしている。その際、学生の成長支援を視野に

IRを展開するには、ICTを活用してデータの紐づ

け、アセスメントの関連性を確認する中で、情報

システムを適切に運用し、データの有機的関連性

を確保していくことが不可欠である。データの分

析事例は下図の通りである。
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に沿って見ることで、学生のつまずきを発見する

とか、カリキュラムの密度が高すぎるなど、学位

プログラム全体の改善の一助としている。

三つは、授業外学修時間と学修行動の分析に活

用している。シラバスに授業外時間数を表示して

いるが、教員が想定する学修時間と、学生が実際

に学修した時間との相関データから、授業内学修

と授業外学修の計画改善に適応している。

その上で、提供したデータが、PDCAサイクル

に活かされているか、という問題が最大の課題と

なった。そこで大学は、三つの方針を立てた。一

つは、教育ニーズから出発し、改善に結び付ける。

二つは、教員間及び教職員間の情報共有性を高め、

協働して取り組む。三つは、データに基づく

PDCAサイクルの定着を最優先として取り組むこ

とにした。

IR活動でPDCAを回す時に心がけていること

は、フィードバックの際に参照的なデータや解釈

の枠組みは示すが、結論めいたことはEM・IRは

しないことにしている。討議すべき観点をフォー

マットの形で配信し、総合的な総括と評価は大学

全体で行っている。また、教育改善努力を必要に

応じて積極的に学生にも伝え、対話する試みを行

っている。

３ポリシーの適切性の検証・改善サイクルにも

IRを用いている。カリキュラムマップの中にディ

プロマポリシーと各科目の到達目標に対して、教

員がどの程度のエネルギーを注げるか、エフォー

ト率(授業内外の学修活動の総和)の学習量を表示

することで、学位プログラム全体でのカリキュラ

ムの重みというものを、数量的に表現できるよう

にしており、ディプロマポリシーを構成する能力

の視点から、カリキュラムの分析・評価に活用し

ている（下図を参照）。
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４．アセスメントを大学教育・高大接続改革
にどのように生かすか

大学教育改革にIRを結びつけていく上で、考え

なければいけない問題がある。本学のようにスモ

ールサイズのIRでは、課題の優先順位づけ、機動

性ある取り組み、一部学科でのスモールスタート、

フィードバックと改善・継続を心がけながら、戦

略性に富んだ一体的な情報管理運用のマネジメン

トをしている。そのための組織横断的なトータル

マネジメント組織として、EM・IR部を設置して

いる。エンロールメントマネジメントできる部員

等を配置し、定期的な活動計画を大学の最高意思

決定機関である運営会議に提案し、

その決定を受けて行っている。

IRで扱うデータは、学内・学外で

収集したデータの分析結果と、関係

者によるリフレクションのデータを

集積して、成果の可視化データや改

善・改革提案の基礎データとして導

き出し活用している。

IRの活用例として、一つは、早期

退学者防止対策に活用している。毎

週、全学科全ての１年生の情報(例

えば、欠席の数)を学内ポータルサ

イトに掲載するとともに、アセスメ

ントしたプレスメントテストの結果

と、大学生基礎力テストの関連項目

を一覧できるようにして発信するこ

とで、早期の対応がしやすくなるよ

うにしている。

二つは、科目群ごとの成績分布の

分析に活用している。成績評価(達

成度)の適正性をカリキュラム構造

学生にある程度の情報が参照できるようにするこ

とが大切である。その他に、業務上発生する学科

データ、入試データ、基本統計データ、学生活動

データを「京都光華IR辞書」として、100種類弱

以上リスト化し、学内共有の各データベースを作

り上げている（下図参照）。



学生の数と受講生の数を割っていくことで、当

該授業に対応する学生の授業外学修時間と評価

している。

全体討議

「大学の教育力向上、教育の質保証に
向けた改革の課題とICT活用」

【話題提供】
「全学横断基盤力テストによる卒業時質保
証とステークホルダーによる外部評価の
試み」

千代　勝美氏（山形大学学術
研究院教授）より、主に次のよ
うな紹介が行われた。

１．大学教育の質保証 
教育の質保証に大学では、デ

ィプロマポリシー(DP)やカリキ

ュラムポリシー(CP)を設定し、カリキュラムマッ

プのチェックリストを作る等して、既存の教育シ

ステムを評価している。また、GPAなどで成績を

担保するとともに、授業外学修時間の測定も行い、

学修行動等を評価分析している。山形大学でも以

上のことは全て対応しているが、比較的に出欠確

認の強化にICカードリーダーを全ての教室に設置

し、対応している。IR部を早い時期に設置し、積

極的に教育関係研究や経営関係の強化・分析を行

っている。

昨年度にDP、CPを点検・修正するため、教育

担当副学長による全学共通の見直しが行われた

が、課題が出てきた。DP、CPを設定して教育の

体系を提示したとしても、学生の能力がどの程度

向上しているのか分からない。平成29年度に６

学部中４学部を改組した際に、教育改善がどのよ

うに行われたか、GPAやグレードポイント(GP)を

比較しても継続性がないので難しいということに

なった。出欠確認は的確に行っているが、授業外

学修時間の測定は難しい。IR部はデータ収集をし

ているが、適切な提言・検証などの機能ができて

いないなどであった。

２．山形大学での質保証の考え方
そこで質保証について検討した結果、次のよう

な点を留意することにした。一つは、授業間の相

関による成長の測定や、授業だけで学生が成長し

ているわけではないので、授業外学修や他の活動

とのシナジーによる成長も測定する。二つは、1

年生から4年生へどのように成長したかを測定し

ていく必要があり、単に124単位を積算して成長

していると考えるのは適切でない。三つは、IRの

評価検証を効率よく行うには、大量の低質なアン

ケートや調査結果は活用できないので、データの

標準化・規格化を行うことが重要である。四つは、
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高校、大学、社会に求められる学びの３要素に

ついて、大学教育では創造性と社会性を如何に育

てるかが重要になると思う。それには社会との教

育連携、高校との教育連携が求められる中で、そ

れに寄与する戦略的なIRの視点が非常に重要にな

ってくる。また、これからのIRの課題として、入

学生の入学後の動向分析、卒業時の質保証として

の卒業生の動向を適切に把握し、必要なキャリア

支援をしていくことが必要性と感じている。

PDCAサイクルを回す仕組みは上手くいかないの

で、マネジメントしていく仕掛けが非常に大事に

なってくる。

新たな時代に相応しい教育の実現を図っていく

には、ICTを活用したエビデンスベースの教育改

革を進める必要がある。共通的なポイントとして

は、改革目標の明確化と中長期計画、学修成果可

視化による成長支援と教育改善との循環の理念共

有、アセスメントポリシー確立と体系化、学習者

の視点に立った教育支援方策の策定・実行、

PDCAサイクルを促進する仕組みの定式化、学生

支援情報システム(ICT)の有効活用とメンテナン

ス、中長期的な視点に立ったIR人材の育成・処遇

が重要と感じている。

【質問】IR室の体制、マネジメントの苦労などを

お聞かせいただきたい。

【回答】EM・IR室は大きくなく、専任の部長の私

と、IRの仕事をかなりの確率で担当している職

員は１.５名程度。その他は、各セクションで

エンロールメントマネジメントの役割を担って

いるマネージャー級の人を部員として、理事長

からの発令に基づいて担当している。マネジメ

ントの点では、IRで何を扱うかが大事で、様々

な分析結果について教員組織で検討し、EM・

IR室にフィードバックするようにしている。建

学の精神自体を如何に具現化するかという中

で、エンロールメントマネジメントという考え

が出てきた。それを確かなものにするため、エ

ビデンスベースの検証を行うことにしたので、

全学的に理解度は高いかなと思っている。何を

目指すかということを、大学の教職員等に丁寧

に説明し、具体的に実現していくキーパーソン

を配置していくことが必要と感じている。

【質問】学生の挙動まで含めて大学が情報を把握
し、教職員で情報共有し、フィードバックする

ことについて、情報保護規定との関係、学生へ

の周知徹底の仕方と、自習時間の計測の仕方を

伺いたい。

【回答】一人ひとりの情報に対して、どのような
範囲の人がアクセスできるかというアクセス権

を決めた上で扱っている。例えば、学習の障害

のある学生について、学内のチームで取り組み

ができるシステムになっているが、非常に閉じ

られた設定をしている。授業に直接関連した授

業外学修時間についての計測は、毎週時間をか

けている選択肢、０とか、１時間以内、２時間

以上とかの中間値を数値として置き、該当する



評価データの提示・利用は、学生や保護者を含め

たステークホルダーにこそ提供すべきとした。

３．基盤力テスト
アクティブ・ラーニングの成果をどのように評

価できるのか、GPだけでは評価できない、との

ことから議論を始めた。授業のテストと違った観

点で、学力、コンピテンシーを測れるとして、平

成29年度より１年入学当初、１年終了時、３年

次に基盤力テストを実施し、達成度の伸びを評価

することにした。既に本年４月に６学部の1年生

1,700人を対象に、スマートフォンで基盤力テス

トを実施した。

基盤力テストの構成は、学問基盤力、実践地域

基盤力、国際基盤力としている。学問基盤力は、

専門を学ぶ力として、全学部共通で国語力とグラ

フやデータから読みとる力を調べる数的文章理解

と、理系を対象とする数学、物理学、化学、生物

学のテストとしている。実践地域基盤力は、全学

部共通で５因子性格調査により、人間力や社会人

基礎力・キーコンピテンシーを測定する。国際基

盤力は、10数年前から必修で実施している

TOEIC等を使うことにしている（下図を参照）。
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入学オリエンテーションで、全ての基盤力テス

トを30分以内に実施するために、ポータルアプ

リというスマートフォン版を作り、それに組み込

むようにしている。テストには項目反応理論を適

用し、学生が回等を間違えると簡単な問題を出し、

正解すると難しい問題を出すというテストにして

いる。学生のスマートフォン所有率が99％以上

なので、オリエンテーション時にアプリ導入の指

導を行い、テストを実施することにした。全学へ

の導入は、教育担当副学部長が構成する統轄教育

ディレクター会議で、教育内容の摺り合せ、教育

課題を議論し、調整している。

４．ステークホルダーによる外部評価
外部評価については、一般的にどの大学でも実

施している専門家による第三者評価に加え、イン

ターンシップ、フィールドワーク、出講などの受

事業活動報告

け皿として、地域企業、自治体、教育委員会、高

校、保護者からなる山形大学アライアンスネット

ワークを母体に、教育改善アドバイザリーボード

を形成し、大学教育の評価と改善に積極的に取り

組んでいる。学生や教員との懇談、授業参観によ

る提言などを始めている。実践型・課題解決型授

業を通して、学生の主体的・協働的な学びの充実

を目指している。

５．学生ポータルアプリ
学生ポータルアプリを開発した目的は、学生へ

提供する情報、学生から提供される情報が大量に

なってきたことから、学生が必要とする情報のポ

ータルを考えた。例えば、クラス分け、テスト・

休講情報、出欠情報、履修状況等、学生へ提供す

る情報が多いことと、アンケート、出欠、ミニッ

トペーパー、安全確認等、学生から大学に提供さ

れる情報もかなり増えてきた。また、個人情報保

護の観点から、姓名を掲示して学生にコンタクト

をすることが非常に難しくなってきた。

実際に大学が提供している情報で、学生が利用

しているものは数％程度と低い。大学はWebのポ

ータルサイトで全ての情報を提供しているが、そ

れを利用するには学生自身が能動的に情報を探索

する必要があり、探し出すのにも非常に困ってい

る。そこで学生目線のポータルサイトアプリを考

えた。これまで公表できなかったようなデータ、

例えば、学生個人の成績・履修状況・出欠状況の

提供や、学生の個別データの収集も可能になる。

提供している情報がその学生に必要なものだけで

あれば、学生のミス、事務的なミスの削減や情報

の発信コストも削減できる。

アプリの使用率は80％となっており、授業改

善アンケート、基盤力テスト、出欠確認などに利

用されている。学生の基盤力テストや学力調査な

どの結果は、レーダーチャートで学生に表示され

るようになっている。ICカードリーダーは学生証

１枚当たり３千円で、カードリーダーは１セット

15万円程度と負担が大きい。今後は、試験運用

段階だがビーコンと言われる卵サイズの電波を発

する装置を教室に設置することで、費用負担も大

幅に削減できる。また、学生のスマートフォンが

これに反応して、学生が教室授業を実際受けてい

る状況や、授業外学修時間に空教室で勉強してい

る状況、図書館での利用率の把握などの利用が考

えられている。

【話題提供】
「知識の創造を目指した

ICT活用による多分野連
携フォーラム型授業の提
案」

片岡　竜太氏（昭和大学歯学
部教授）より、主に次のような
紹介が行われた。

「平成29年度教育改革義事務部門管理者会議」の資料より
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１. 多分野連携フォーラム型授業提案の背景
一つは、厚生労働省の健康施策では、消化器や

呼吸器などの「臓器型」から、「全身健康管理型」

に移行することになり、医学、歯学、薬学、看護

学、栄養学、体育学などの分野が、教育面で総合

的な連携を深める必要があるとしている。二つは、

健康社会の実現には、自職種の限界を知り、多職

種の視点を組み合わせる中で、最適な解決方法を

合理的な思考を踏まえて考えるクリティカルシン

キングを中心としたチーム学修が必要となってい

る。三つは、医学教育において、伝統的な「学問

分野基盤型教育」から、「統合型・多職種連携教

育」への転換が進んでおり、答えが定まらない社

会的なニーズを共通の目標とする課題について、

多分野の学生が知識を組み合わせ関連付け、考

察・発想するICTを活用したアクティブ・ラーニ

ングを検討した。

平成28年度改訂版の医学教育モデル・コア・

カリキュラムでは、多様な社会的ニーズへの対応

が大きな目標となっており、患者中心のチーム医

療として他の医療従事者との連携を身につけるこ

とを必須項目としている。しかし、歯学部におけ

る多職種連携教育では、講義は多くの大学で行わ

れているが、PBLや臨床実習に取り組んでいる大

学は４割程度と少なく、単科大学において多職種

連携の実習が難しい背景もある。

２.提案の主なポイント
（１）クリティカルシンキングの強化
アメリカの歯科医学教育学会では、卒業時に身

につけるべき能力として、１位が Critical

Thinking、２位が Professionalism、３位が

Communicationとなっている。クリティカルシン

キングは、与えられた情報や知識を鵜呑みにする

のではなく、複数の視点から注意深く、論理的に

分析する能力や態度としており、問題を分析して、

解決の方向に向けて、協働作業をする創造的思考

の必要条件で、クリティカルシンキングができな

いと、アクティブ・ラーニングができないことに

なる。クリティカルシンキングとは、琉球大学の

道田氏の図を改変させていただいた下図のとお

り、知識を基盤として多面的にとらえ、問題を整

理し学習項目を設定して論理的・合理的な思考で

本質を見抜く中で、問題を解決する学びのことで、

複数の視点から注意深く検討する態度を身につけ

る、具体的な状況でどのように解決するか検討す

ることにより、現実に対応する技術を学ぶ、問題

解決・臨床推論のステップを学ぶという点が非常

に重要である。

（２）知識を創造する教育の実現
答えがない社会的な問題を解決するには、様々

な分野の学生が持っている知識を共有する中で、

社会の様々な知識や情報を調べて関連付けを行

い、組み合わせることを通じて多面的に問題を捉

え、新たな視点で考察できるように、知識の創造

を訓練することが重要となる。医学教育の大家で

あるHardenによれば、現在の教育は、教員が専

門とする分野、いわゆる蛸壺の中で学問分野基盤

型の教育を行っているが、社会のニーズを共通の

目標とする教育になってくると、蛸壺から抜け出

し、多分野で調整・統合し、新たな知を創り出す

統合型・多職種連携教育による分野横断型の教育

へ転換するようになるとしている(下図を参照)。

（３）ICTを活用した分野横断フォーラム型授業
「臓器型」から「全身健康管理型」の健康を考

えるようになると、全身を包括してみる力が医療

人をはじめとする関係職種に求められてくる。教

育面でも、医療従事者以外に福祉、保健、行政な

ど多分野の職種が連携する中で、多様な知識を組

み合わせ、実現可能な最適な解を創り出す、クリ

ティカルシンキング中心としたチーム学修が必要

である。

本協会歯学分野の学系別FD/ICT活用研究委員

会では、学生に最良の学びを提供できるように、

ネット上に社会的な課題を掲げ、多分野の有識者

による知見を教材として共有する中で、異なる分

野の学生が時間と場所の制約を受けずにチームを

構成して、グループディスカッションしながら、

多面的に学ぶ環境の授業モデルを構想した。この

授業により学生が身につけるコンピテンシーは、

一つは、自分の意見を分かりやすく他者に伝え、

人の意見を傾聴して、積極的で効果的なグループ

討議ができる。二つは、問題解決のために、エビ

デンスの高い適切な情報を活用できる。三つは、



49JUCE Journal 2017年度 No.4

事業活動報告

討議のプロセスとその結果について、分かりやす

く発表し、質疑に答えられるようになり、これを

通じて知識の創造を行っていくことを考えた。

３．昭和大学における多職種連携教育の
実践例

昭和大学は、医学部、歯学部、薬学部、保健医

療学部の４学部からなる医系総合大学で、保健医

療学部は看護、理学、作業からなっている。１年

の時は全員が１年間、山梨県富士山のふもとで、

学部学科を混ぜた構成で４人相部屋の全寮生活を

することで、入学から卒業まで一貫としたチーム

医療教育を行っている。

｢超高齢社会のニーズに応えられるチーム医療

ができる医療人を育てる｣という目的で、４学部

連携進PBLチュートリアルを４段階で実施してい

る。

１年次の第１段階では、医療倫理などコミュニ

ケーション教育実践をテーマに、学部学科が混成

した８名程度のグループを69グループ編成し、

27名の教員がファシリテータとなってPBLを行っ

ている。

第２段階（医・歯・薬３年次、保健医療２年次）

では、関連領域を統合して学ぶ、チーム医療を知

ることを目指して、４学部の学生が専門性を発揮

しながら討論できる臨床シナリオ(症例)、例えば,

脳梗塞などを提示して、ペーパーペイシェント

（紙上患者）でPBLを行い、プロブレムマップを

作らせている。

第３段階(医・歯・薬４年次、保健医療３年次)

では、学部連携の病棟実習シミュレーションの

PBLを行っている。

第４段階(医・歯・薬５年次、保健医療４年次)

では、チームになって１人の患者を月曜から金曜

まで担当し、問題を把握して、治療ケアプランを

立てる卒業前までの仕上げのPBL実習を行ってい

る（下図参照）。

各学部学科の学生の注意事項を確認して、教材に

盛り込む内容、優先順位全体像、バランス、量な

どを考えながら、何にも発言しないことがないよ

うに、学生の出番を作る。その中で、医療分野だ

けでなく、患者家族の背景、住まい、福祉、生活、

支援など医療介護福祉制度、地域の特色を盛り込

むことで、学生は幅広い学びができる。　

このPBLで身につけることは、知識の修得では

なく、ある疾患をテーマとして、取り組み方を身

につければ、他の疾患でも同じように取り組むこ

とができ、知識の創造の仕方を身につけることが、

重要であることを学生に理解させている。

PBLにおけるICTの活用は、下図の通り、山梨

県で学生がPBLを行う日は、教員は東京から山梨

県に行くが、その日に帰ってくる。学生はコアタ

イムの１日目に、シナリオより学習項目を抽出し、

自己主導の学修を行い、その学習成果のサマリー、

説明ファイルをPBL支援システムに提出する。東

京にいる教員が見てフィードバックを行う。次週

のコアタイム２日目のグループ学習に備えるた

め、フィードバックで再修正した学習成果のサマ

リー、説明ファイルをグループに出して、学習成

果を共有して学び合いを行うようにしている。

教員の役割として重要なことは、PBLチームに

混在する４学部の学生が主体的に学びに入れるよ

うに、臨床のシナリオ作りを行っている。その際、

大学間でのICT活用の事例としては、文科省の

「大学間連携共同教育推進事業」において、北海

道医療大学と岩手医科大学と昭和大学の３大学が

連携した取り組みに積極的に活用している。学生

との交流をスカイプで結び、それぞれの大学で学

んだことをWeb上でディスカッションしたり、ス

ライドを提示したり、質問したりした後に、スカ

イプでディスカッションしている。さらに、議論

を深めるために、スカイプとWeb、Moodleを多用

している。

また、将来医療人としての長期目標の設定、授

業前の目標に対する振り返りと、次の授業に向け

た短期目標の設定、自己評価と生涯学習ができる

医療人を育てることを目指して、ポートフォリオ

を活用している。６年一貫の教育の中で振り返り

をすることで、成長を確認をしながら、将来的な

目標に向けて学びを改善していくイメージで活用

している。
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４．多分野連携フォーラム型授業の進め方
フォーラム型授業の進め方として、例えば次の

ような手順を検討している。一番目は、都市部を

中心とした高齢者人口の増加、認知症の増加、高

齢者の独り暮らし、夫婦のみ世帯の増加、疾病構

造の変化など、地域の超高齢化をとりまく課題を

Webに提示することで、異なる分野の学生が健康

長寿社会の実現に貢献できるようになるために、

専門分野の知識に加えて、分野を越えて課題を把

握することの必要性を認識させる。二番目は、学

生グループが課題に取り組むために、教員側も医

療福祉、経済、保健、法律、行政分野でチームを

作り、ネット上で多分野の専門家によるフォーラ

ムのビデオやWebをリソース教材として準備する

とともに、eラーニングや反転学修などで学修の

方法を提供する。三番目は、多分野の学生がWeb

掲示板上で知識や情報を共有し、理解した上で、

グループで具体的な改善策を提案する。四番目は、

グループ間や学外の有識者に提案について意見を

求め、振り返りを繰り返す中で最適な改善策をと

りまとめ、公表する。五番目はｅポートフォリオ

を用いた振り返りをするという分野横断型の授業

を考えている。

Web掲示板で知識・情報を共有して、ネット会

議で改善策をグループでプロダクトしていく。実

際にこのような環境を利用できるオールインワン

のシステムがある。学生はあるURLにID、パスワ

ードを入力すると、課題ビデオを見て、Web掲示

板で討論し、ネット会議を行い、最後にｅポート

フォリオを使うことが、一つのシステムとなって

おり、学生はノートパソコン１台あれば可能であ

る。

健康長寿社会を次世代の学生たちが実現できる

ようにするため、ICTを活用して超高齢社会の複

雑な課題に、多学部・多学科の学生が混成グルー

プで取り組むことにより、クリティカルシンキン

グを身につけ、知識を創造し、共通の基盤とそれ

ぞれの専門性を有する、人材を育成する授業を考

えている。以下にICTを活用した分野横断型授業

のイメージは下図の通りである。

【話題提供】

「大人数授業での反転授業と協働的授業モデル

の取り組み」

渡辺　博芳氏（帝京大学理工
学部教授、ラーニングテクノロ
ジー開発室・室長）より、主に
次のような紹介が行われた。

１．コア科目を中心とした
協働的授業モデル

高大接続システム改革対応の一つとして、情報

電子工学科の情報系２コースで、学科の教員９名

全員で、コア科目の１科目ごとに議論し、授業設

計を行い、９名の内の２名又は３名が授業を協働

して担当している。また、JABEE(日本技術者教

育認定)機構の認定を受けることもあり、教育目

標の再整備と、知識獲得と汎用的能力の向上を目

指し、カリキュラムを再整備することにした(下

図参照)。その上でコア科目の共同設計とチーム

ティーチングを行い、汎用的能力評価のルーブリ

ック作成、評価システムの構築の教育改革を計画

した。

知識の獲得と汎用的能力の両方を伸ばす教育に

変えていくために、知識獲得型科目でアクティ

ブ・ラーニングを中心とした授業を１年次・２年

次に実施し、課題解決型科目のPBLを１年次・２

年次・３年次に実施している。この考え方は、１

回の授業で汎用的能力が身につくわけではないの

で、毎年授業をすることにより、獲得した知識を

応用して課題解決しながら汎用的能力が向上し、

それが知識獲得のアクティブ・ラーニングに活か

されるという方針で対応している。

コア科目の共同設計では、各コア科目のシラバ

ス設計を行っている。また、プログラミングをコ

ア科目に位置付け、１年次から３年次まで使える

ルーブリックを作成した。知識獲得型コア科目で

は、反転授業の設計、スチューデント・アシスタ

ントのマニュアル作成と勉強会の企画、各回授業

内容の設計(学習項目、課題、講義内容、スライ
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協働的授業モデルの効果は、教育プログラムに

おける目標と学生の到達度の共有、ルーブリック

による評価尺度の共有、教員の教授姿勢に対する

サポートの共通理解の促進、インストラクショナ

ル・デザイン、ルーブリック、ポートフォリオな

ど、教員同士による共通理解のサポートを吸収で

きることで、組織の教育力が向上していくと考え

ている。

２．大人数授業での反転授業の実践例
80名程度で実践している１年生前期・後期、

必修科目(「プログラミング１と２」)の反転授業

を紹介する。反転授業の特徴として、一つは、事

前に講義ビデオを配信し、ワークシートを用いて

事前学修する。二つは、スチューデント・アシス

タント(SA)が、６人から８人程度のグループを担

当し、授業中にグループ及び個人の学修活動を担

当する。用意されたプログラムがどのように動く

のかの確認や、部分的なプログラムの作成につい

て助言指導している。また、必修課題としてプロ

グラムをゼロから全部作る課題についても助言指

導している。SA９名の内、３名が担当している

が、１回１回の授業は２名ずつで対応している。

教員２名の下にSAが６名から８名という体制で

実施している。

反転授業の流れは、下図の通り、最初、講義ビ

デオを見て手書きワークシートに答えさせる。以

前、事前学修で「ノートをまとめる」ことを義務

付けたところ、殴り書きしてくる学生、まとめて

くる学生など多様であったことから、答えを埋め

るワークシートにした。２番目に、教員が事前課

題を点検し、事前学修してきた学生と、学修して
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こない学生とに分け、教室内で別々のエリアで授

業している。事前学修していない学生は、講義ビ

デオを見るところから始める。３番目に、教員か

ら学修のポイントを簡単に説明した後、SAが学

修活動を説明し、グループ活動の中で事前学修の

答え合わせを行う。４番目に、教員からその日の

課題を提示し、個人別に回答させた後、グループ

で答え合わせを行い、その上で振り返り活動とし

て、ほぼ同じ問題を何も見ずに解答させることで、

知識の定着を図るようにしている。最後に、教員

からまとめの説明を行い、授業時間外でのオプシ

ョン課題を提示し、次回までにルーブリックで自

己評価させ、学修の準備を促している。

ド・ワークシートのレビュー)を行っている。さ

らに、課題解決型PBLの科目設計に向けて、学生

の成長を確認するための活動内容と自己成長を確

認するワークシートを検討し、実際にワークシー

トを使いながら進めている。共同での設計後に授

業を実践し、課題を修正していくPDCAサイクル

を始めている（下図参照）。

教育基盤としてのビデオ収録・配信システム

は、下図の通りである。基本的にはLMSを用い、

事前学修はビデオ配信システムから配信してい

る。デスクトップ収録という機能を用いて、教員

がパソコンに向って話した内容を収録し、配信サ

ーバーにアップしてくれる機能を用いている。ル

ーブリックを用いた自己評価は、LMSのテスト機

能を使用している。配信する１回分の講義ビデオ

は、１コンテンツ分を15分×３本、45分程度で

作成することを申し合わせている。教員自身の顔

を出すこともできるが、出さない教員が多く、ス

ライドで説明した後、コードで実際に動く様子を

見せながら説明するビデオが多い。
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主な実践結果として、プログラミング言語、学

修項目も若干異なるので正確な比較はできない

が、「プログラミング１」の反転授業を導入する

前の2015年度期末テストの平均点は57点、導入

後の2016年度では71点と平均点が上がった。ビ

デオの視聴時間と期末試験とレポート等で総合的

に判定した結果について相関を調べたところ、相

関係数は、0.5程度なので有意性が見られた。ま

た、「反転授業は全体としてどうでしたか」とい

う問いかけには、2016年の前期授業「よかった」、

「ややよかった」が８割、同じく後期授業では９

割とポジティブな意見が多かった。「講義ビデオ

と対面講義、どちらがよいですか」については、

ビデオトラブルもあり、2016年の前期と後期授

業とも｢講義ビデオ｣、「やや講義ビデオ」が６割

程度であった。　

【全体討議：主な意見交流】
向殿会長を座長に、角田常務理事(芝浦工業大

学)、話題提供者の山形大学の千代氏、昭和大学

の片岡氏、帝京大学の渡辺氏、井端事務局長を交

えて、意見交流した。以下に主な内容を掲載する。

［論点１］ALでの学力３要素の教育の効果はどう
か、効果的に推進していく上での課題等につい
て、ICT活用による工夫も含め、意見を求めた。　 

［意見：渡辺］帝京大学理工学部学科レベルでは、
卒業時アンケートによれば、課題解決、問題解

決力、プレゼンテーション力、文章力の向上が

3年前と比べ顕著になっていることを学生が実

感している。そのことからしても、汎用的能力

も伸びているのではないかと言える。

［意見：片岡］４学部連携PBLでは、学生同士が

知識を出しあって、異なる視点というものをじ

かに感じながら、学んでいくということの影響

は大きく、到達を実感できる場になっている。

［意見：向殿］医学の場合は自分の専門だけでは
なくて、チーム医療をするという意味では異な

る分野の人に、分かりやすく説明しないといけ

ない。社会で実際に役に立っており、非常に教

育的効果が高い。

［意見：千代］知識と概念の獲得については、AL

の方が適応能力をつけることが明らかになって

いるので、今回の基盤力テストを実施した。汎

用的能力の獲得については、ディスカッション、

プレゼンテーションがやりやすくなったという

評価をいただいている。ディスカッション、プ

レゼンテーションをそれぞれ課題を変えて２サ

イクル行い、15回目で200字から400字程度で

学生に「今後、大学で何を学ぶのか、見通しと

実践」のような文章を書かせたところ、最初と

最後の授業では、具体性、論理性に関する記述

力の向上が見てとれた。

［意見：向殿］その時ICTの活用は、教育効果を
高めているでしょうか。

［意見：渡辺］アクティブ・ラーニングで反転授

業する場合には、ICTの活用は必須。

［意見：片岡］医療系も反転授業の中で、例えば
３年生の授業で医療面接のビデオや、症例の写

真をWebサイトに出すと、自分が歯科医師にな

った時の状況をイメージして、真剣に取り組む。

また、１年生から６年生まで担当教員が変わる

ので、紙媒体のポートフォリオでは個人指導で

きない。電子ポートフォリオであれば、担当教

員全員が情報を共有できるので、その効果はす

ごく大きい。

［意見：千代］山形大学１年生向けの授業では、
５割程度の教員が授業資料の提示に利用してい

るALでは、インタラクティブ性が非常に高い

ので、スマートフォンなどを活用することで、

新しい学びができると思う。

［質問：１］環境の整備では誰が主導的に行って
いるのか。費用的な面も教えていただければと
思う。

［意見：渡辺］LMSを試行的に使う中で、その効

果をまとめてICT予算を確保してきた。ICTの

環境以外に、教員が授業改善する場を如何に作

るかが、結構難しかった。

［意見：片岡］最初は歯学部の中でPBLの支援サ

イト電子ポートフォリオシステムを作った。全

学に移る時は、補助金を活用し、他学部の教員

の意見も取り入れながら継ぎ足して拡張してい

った。

［意見：千代］今回のスマートフォンのシステム
は、ALの効果を調べる、ポータルを作るとい

う提案を結びつけて、学長に要望したら、「３

カ月で作るのであったら１千万円出す」と言わ

れたので、業者を探して立ち上げた。その後、

競争的補助金を活用して拡張している。

［論点２］ALの実施状況と今後の課題について、
「私立大学教員の授業改善白書」を参考に意見
交流した。

［説明：井端］平成28年度における加盟校で、AL

を実施している大学5割、短期大学６割で、実

施していない大学は３割、短期大学２割となっ

ている。実施していない分野では、実習の多い

理学系、工学系が目立っている。

実施していない理由は、「学生数が多くて難

しい」、「科目の到達目標に適さない」が５割程

度となっている。適さないと回答された４割近

くの教員は、ALを推進・普及するための課題

の中で、主体性を引き出す教育プログラムの導

入、ALの授業設計・方法を支援する体制の導

入を希望しており、主体性というスイッチを入

れる仕掛けが大学にないことが、一つの要因と

推察できる。

ALを実施する目的は、大学、短期大学とも

５割程度が「知識の定着と確認」、３割が「知

識の活用による課題探求」、1割が「知識の活用

による問題解決」としている。問題解決を比較

的多く実施している分野は、保健系、芸術系、



［質問：向殿］思考力、判断力、表現力を高めて
いくには、問題発見、問題探求や知識を組み合
わせて新しい発想を見つけ出すPBLを普及して
いくことが必要となると思われるが、AL担当
の角田常務理事に意見を伺いたい。

［意見：角田］本協会で分野別にALの対話集会を

実施している。その中での議論を紹介する。

一つは、知識の定着と確認では、講義のみな

らず、教員と学生、学生同士の対話を組み合わ

せた授業の充実が必要となるであろう。二つは、

課題探求型の授業、問題解決を目指した授業で

は、社会で起きている現象・事象と関連づける

中で、考察していけるような授業の仕組み作り

が必要になるであろう。ICTを駆使して、社会

の動向、現場の情報をタイムリーに掲示すると

か、関連する分野の知識を提供していただいて、

チームで議論や考察をできるようにしていく。

考察した内容については、社会人、専門の方か

ら助言を受けて、振り返りを繰り返しながら、

学修成果を発表していくということが重要にな

るであろう。

実際に実現していくとなると、学内における

教員の連携、職員も含めた連携体制をどのよう

に整備していくのか、ICT環境をどのように整

備充実していくのか、今後の課題と考えられて

いる方も多い。また、学修ポータル、学生のポ

ートフォリオをどのように構築していくか。山

形大学でポータルのアプリで非常に効果的に取

り組んでいる例から、アプリの中で学修ポート

フォリオを埋め込まれていくと、非常に効果的

な仕組みができるかなと感じた。

［質問：１］ ALがなぜできないのか、白書での
理由はうなずけるが、本当の理由は教育活動に
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対する評価が、論文作成などの研究活動に比べ
てかなり低いことが関係しているのではない
か。ALを熱心に実施している教員と、受身的
に実施している教員、拒否している教員の実態
などを話題提供者からうかがいたい。

［意見：渡辺］ ALへの取り組み、LMS活用でも、

熱心な方はすぐ飛びつくし、そうでない方はあ

まり取り組まない。研究論文１本書きたいから、

取り組まないということではなく、研究能力が

高い方は取り組む能力も高い。ALを実施して

いない方は、自分の授業を変えようとしていな

いという印象がある。

［意見：片岡］ ALも含めPBLの導入の時には、知

識の伝達という役割から、ファシリテーター的

な役割に変わることへの理解はかなり時間がか

かったが、トップダウンで理事長、学長を中心

に動いたので、教員のファシリテーター養成ワ

ークショップを年何回も行い、定着してきた。

［意見：千代］ ALを実施しないのは、ALの効果

が有効であるのか、分からない方も多くいると

思う。新しいことにチャレンジしていただき、

積極的に新しいことを吸収していただいくこと

は、研究者としての本分だと思うが。

［意見：向殿］教員の評価が教育の実績よりは研
究論文という考えは、変えていかないといけな

い。最終目標は学生のためにということであれ

ば、当然、ALに取り組むべきと思う。

［論点３］入学から卒業後まで学生の学修履歴を
データ化し、学生一人ひとりに最適な学修支援
を提供していく時に、どのような体制でデータ
を集め、解析すればよいか、学士力の達成度を
可視化する課題も含めて講演者の水野氏(京都
光華大学)も参加して意見交流した。

［意見：水野］学生がどういうことをきっかけに、
学修の行動パターンを見直し、変貌できたかと

いう事例を集める努力と、その事例を如何に学

生にフィードバックできるかということが重要

と思う。ポートフォリオの形は作ることができ

ても、学生に活用できるようにすることが難し

い。エンロールメントマネジメントを理念化し

ようと思って作ったが、学生自身のデータと、

卒業者を事例として目指せるデータを提示でき

るかというと、難しさがあった。卒業後につい

ては、いろいろな変化に合わせて伸ばしていけ

ることを目指して、教育と卒業後を結び付ける

ためのデータ、調査が必要という認識でいる。

［意見：角田］例えば、４年間の学びでどのよう
な成果が得られたかを提示することが、企業も

重視する体制になっていくと、各大学も非常に

力を入れるようになると思うし、学士力の可視

化も価値も上がっていく感じがする。実現に向

けてどのようにマネジメントをしていくのか、

お集まりの先生方が先頭に立って、方向性を示

していただけると良い方向に行くのではないか

という気がする。

教育系となっている。

ALの実施内容は、座学との組み合わせが９

割に近くなっており、反転授業、ｅラーニング、

地域連携・産学連携との組み合わせは1割で、

次へのステップの課題と思われる。

ALの教育効果は、５割近くが「主体的に自

分の考えを説明できる学生が増えた」、４割近

くが「暗記型の学修から考察型の学修に取り組

む学生が増えた」、３割が「問題発見・解決を

体験することで、実践力を身につけた学生が増

えた」として、効果を認めている。



［意見：千代］二つの考え方があると思う。一つ
は、卒業者全てのデータを集め、在学生のデータ

と突き合わせて、ビックデータ的な解析を行い、

最適な学修の方向を学生に示すという方法がある

が、コストがかかり過ぎることと、さまざまな問

題が出てくるので、難しいと思う。二つは、ロー

ルモデルを提示できるような少数の学生を確保

し、在学生にロールモデルを示していく方法が現

実的かなと考える。

［総括：向殿］若者一人ひとりが主体的に社会に
参画し、活躍できるよう、我々大学関係者は、自

己犠牲を厭わず、学生を支えていくことが使命で

はないかと考える。毎年学生が社会に巣立ってい

くことを考えると、待ったなしの感は否めない。

ここに参集の大学が、教育改革の連携を深め、新

しい時代を生きる若い世代に「希望」と「自信」

を持たせられるよう、その実現を目指して全体討

議を閉じさせていただく。

関連情報の提供

１．「私立大学教員の授業改善白書」
白書は、加盟校の大学230校の内、206校、短

期大学66校の内、60校から、専任教員を対象に

大学15,411名、回答率29.5％、短期大学714名、

回答率44.4％の回答があった結果を紹介してい

る。ALの実施状況は全体討議で紹介したので割

愛する。

ALを推進・普及するための課題は、「主体性を

引き出す教育プログラムの導入」、「授業設計・方

法を支援する体制の導入が４割近くとなってお

り、ALの実質化に向けた初年次教育における教

育システムと、その支援体制が遅れていることが

課題となっている。

初年次教育で「主体性を引き出す教育プログラ

ム」を設けることが重要である。安西先生が理事

長の「一般社団法人Future Skills project研究会」

では、８年に亘り社会の課題を解決する体験をさ

せる中で、理論や知識の不足など、学びでの失敗

を経験させることを通じて、学生が自分で主体的

に動かざるを得ない状況に追い込み真剣に学びに

入れるような教育プログラムを立ち上げている。

進め方としては、15週の内、３週から７週と９

週から13週に二つの企業から、答えのない社会

のリアルな課題をいきなり提示して、問題解決を

グループで体験させる。教員が主体的な授業を作

るのではなく、学生自身が学びの中に入っていけ

る仕掛けを作ることが重要で、教員は教えること

を抑制し、ファシリテータに徹するよう意識を改

める必要がある。

組織的に教育改革を進める教学マネジメントに

対する関与の仕方は、「関心が無い」が大学５％

程度、短期大学２％程度となっており、ほとんど

の教員が関心を持っていることが判明した。関与

の仕方としては、「学士力と授業科目との関係性

を明確にするため、シラバスの内容を教員間で相
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互に検討を始めている」、「授業改善に向けて、学

生、地域社会等とオープンな意見交流を行うよう

努めている」と教育の質的転換に向けて教員が行

動を始めたことがうかがえる。

授業改善にICTを活用している教員は、３年前

より１割程度増加し、大学で約６割、短期大学で

約５割になっている。

授業改善にICTを活用している内容は、ｅシラ

バスを活用した授業内容の可視化が大学８割、短

期大学７割、事前・事後の学修が大学４割、短期

大学２割、授業方法の改善、特に理解が難しい理

論・現象のアニメーション・映像の使用、概念理

解の形成に役立つシミュレーションが大学・短期

大学とも５割となっている。学修成果の点検・評

価・改善では、大学・短期大学とも４割が授業評

価の結果を踏まえて、ｅシラバスに反映している

が、学修状況、学修行動を観察する中で、ｅポー

トフォリオなどにより、学修成果の点検・評価・

改善を行っている。しかし、３年後は４割近くの

大学、短期大学で改善に向けた計画が考えられて

いる。

２．学修ポートフォリオシステムの導入・活
用の参考指針

（１）５年間の逐次答申
学修ポートフォリオは逐次答申をしており、今

年度は、「ｅポートフォリオシステムを構築する

時の留意点」を抜粋し紹介する。５年間の逐次答

申の概要は、以下の通りである。

①　ポートフォリオについて学生の理解を促進し

ていく方法として、シラバスに卒業生、上級生

から、音声で学生に呼びかけることが効果的で

あること。

②　学びの行動をチェックするために、「ワーク

シート」や、何ができて何ができなかったかの

「Can-doリスト」を作成し、学修状況確認の工

夫が必要であること。

③　教員コメントの迅速なフィードバックとシス

テム作りの工夫が必要であること。助言の事例

としてテンプレートが有効である。例えば、課

題に対して「褒める」、「共感する」、｢そうです

ね、私もそう思います｣、「次回はもっとがんば

ろう」、「こういう課題に挑戦してみよう」、｢詳

しく説明してもらえるかな｣、「最近、睡眠時間

をとっているのか」、「食事はちゃんととってい

るか｣などを用いて、素早く対応をすることが

重要である。

④　教員自身で授業価値を振り返られるよう、簡

便なティーチング・ポートフォリオを導入す

る。

⑤　学修ポートフォリオの情報と、教学データを

組み合わせた教学IRシステムとの接続を工夫する。

⑥　学修ポートフォリオとして、初年次教育用、

達成度振り返り用、キャリアポートフォリオの

構築が必要である。

⑦　IDとパスワードの入力で済むシングルサイン
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オン、モバイル端末対応、学修に]不安を抱え

る学生の相談・助言体制の工夫が必要である。

⑧　ｅポートフォリオシステムの導入事例と課題

の整理を検討の成果とし、指針をとりまとめた。

以下に、本年度最終的にとりまとめた参考指針

の中で「ｅポートフォリオシステムに求められる

留意点」について報告する。

（２）ｅポートフォリオシステムの留意点
①「週間ポートフォリオ」
初年次教育用のｅポートフォリオとして、１

年生の前期に「週間ポートフォリオ」で、１週

間ごとの目標を立てさせ、自分の目標と行動を

マッチングする習慣付けを行う。記述ができな

くても、写真や動画を貼り付けることでもよい

と考えた。

②「科目別達成度ポートフォリオ」
達成度振り返り用のｅポートフォリオの一つ

として、ディプロマポリシー達成に特に重要な

授業科目に限定して、授業中及び教室外での学

修状況(学修時間数、学修内容)をワークシート

に記録させる。その上で、教員及び上級学年生

のファシリテータが、「科目別達成度ポートフ

ォリオ」をモニタリングし、コメントを作成し

て、適切な学修行動の支援を行う。到達目標を

評価するツールとして、ポータル画面に

「Can-doリスト」を掲載し、利用することが望

まれる。点検・評価の結果は、IRデータとして

活用できるよう、自動集計して、数値化・可視

化することが必要である。

③「学年別達成度ポートフォリオ」
学年ごとにディプロマポリシーのどの部分を

獲得するのか目標を立てさせ、卒業までに修得

すべき学修プログラムの計画を点検させる。全

ての科目を対象とするのではなく、必修科目、

学生全員を対象としたゼミ等で行う。そのため

に、「科目別達成度ポートフォリオ」を可視化

し、不足している能力を補うための工程表を作

成させる。　

その上で主要な科目をいくつか束ねて、ディ

プロマポリシーの達成度が可視化できるように

することが重要で、学生に半期ごとにゴールを

見せて、自分で学びを振り返り、主体的に学修

に取り組めるように、システム化することが望

まれる（図参照）。

④「キャリアポートフォリオ」
将来の夢、自分の強み・弱み、課外活動・ボ

ランティア、修業体験の成果をワークシートに

入力し、卒業後の姿を想像させる中で、学生生

活、学修行動が充実できるよう、教職員・上級

学年生のファシリテータ、企業、地域社会から

助言などの支援が得られるようにすることで、

自分で学びのキャリアが見に付けられる。就職

活動にキャリアシートとして活用できることか

ら、学生に理解が得られやすいと考える。

（３）ｅポートフォリオシステムに求められる利
便性

スマートフォンなどのモバイルで利用できるよ

うに、指で可能なインタフェース等の画面設計が

必要である。また、ログインの負担を軽減できる

よう、シングルサインオンや入り口のポータル化

を図る必要がある。

教員のフィードバックの負担を軽減するため、

コメントのテンプレートをシステム化すること、

及びワークシートの内容を一時保存できる機能、

写真や動画を添付できる機能などが求められる。

（４）ｅポートフォリオシステム利用上の留意点
①　ヘルプデスクの設置
ネット上に掲示板を設けて、文字又は音声・

画像などで説明する。

②　ファシリテータによる呼びかけの体制つくり
上級学年生を中心にチームを構成し、２週間

ごとに振り返りシートの書き込みを呼び掛ける。

③　障害学生への相談・助言体制の整備
アクティブ・ラーニングがなじめない学生に

は、グループ討議をレポートに変える、教員と

の個別発表に変える、ビデオの提出に変えるな

ど、特別の配慮をしながらポートフォリオに変

わる情報を格納する。

④　学修行動モニタリングのシステム化
ワークシートの提出状況の一覧化と未提出者

への自動督促メールの発信機能が必要となる。

事業活動報告

⑤　eポートフォリオ情報の管理
学生一人ひとりとeポートフォリ

オに書き込んだ内容の取り扱いを契

約しておくことが必要である。その

上で、ワークシートの閲覧権限を科

目担当教員・ファシリテータに与え

ることを規定化するとともに、教育

プログラムの有効性を分析・評価す

るIR関係者に対して、データの閲覧

権限を設けておくことが重要であ

る。また、規定化に加えて、システ

ム上で権限対象者を区分する仕組み

を設ける必要がある。
達成度ポートフォリオの画面 達成度ポートフォリオの流れ



56 JUCE Journal 2017年度 No.4

（５）ｅポートフォリオシステムの導入形態
①「独自開発」
学生の振り返りによる学修習慣の確立、教員

の教育改善の促進、組織的な教育改革を実現す

るという、明確な理念を全学的な場で確認する

ことが重要であるが、システムを開発した後で

も修正していくことが多いので、時間とコスト

が拡大する可能性がある。

②「パッケージ利用」
パッケージソフトなので、簡単に利用できる

が、機能を追加するごとにコストが拡大する可

能性がある。クラウドサービスを利用する場合

には、メンテナンス費用や担当者の人件費を軽

減できるが、長期間の利用になることで、利用

料の設定をどのように見通すかが難しい。また、

継続的な運用に協力が得られない場合があるの

で、業者選定の厳格化が必要となる。

③「オープンソース利用」
オープンソースは無料だが、頻繁に更新する

ので英語を翻訳する手間とICTの専門家が学内

にいることが必要となるため、大学での活用が

広がらない悩みがある。関係者が退職した場合

に問題となるので、複数確保するか、関係業者

に依頼することが必要となる。どれをとっても

長所・短所があり難しいが、大学の対応力に応

じたｅポートフォリオを考えないといけない。

３．平成28年度教育への情報化投資の実態
加盟校における収支決算に基づく情報化投資額

の調査を毎年実施している。加盟の226大学、64

短期大学に調査したところ、169大学、40短期大

学から回答を得た。回答率は大学75％､短期大学

63％であった。

大学の教育研究部門における物件費の情報化投

資額は、中央値で大学全体では１校当たり約２億

２千８百万円と、27年度より7.8ポイント減少して

いる。短期大学では1,534万円で、前年度より2.7

ポイント減少している。

クラウドの利用状況は、大学の利用率

が７割から８割に上がった。短期大学も

６割から８割に上がった。クラウドの利

用経費は、中央値で348万円から445万

円と３割増、経費１千万円以上の大学は

27年度より２割増の36校、１億円以上は

４校で、最大は3.7億円であった。５百万

円以上の短期大学は27年度と同じ2校で、

最大は１千１百万円となっていた。

クラウドの経費が情報化投資額に占め

る割合は、大学で平均2.4％、短期大学で

平均2.5％となっており、情報化投資額全

体に占めるクラウド利用が増加してい

る。

情報化投資額の費目別推移では、平成

28年度は情報関係の施設・装置関係、サ

ーバー等情報関係設備に対する直接的な

補助がなかったこともあり、設備関係費

は大学・短期大学とも27年度より減少している。

他方、大学ではソフトウエア関係費、外部データ

センター等費、工事関係費、保守・管理費、通信

回線費等は増加しているが、短期大学では、設備

関係費に加え、ソフトウエア関係費、外部データ

センター等費、保守・管理費が減少し、工事関係

費が増加している。

大学の規模・種別の教育研究部門の情報化投資

額の結果を下表に示す。

区　分
１大学当り
（中央値）

学生１人当り
（中央値）

【大学】
Ａ（入学定員３千人以上）

193,158 ↗ 7.5 ↗

Ｂ（２千人以上３千人未満） 74,545 ↘ 6.0 ↘
Ｃ（２千人未満自然科学含） 25,485 ↘ 6.3 ↘

Ｄ（２千人未満人文科学含） 16,476 ↘ 5.1 ↗

Ｅ（自然科学単科大学） 41,754 ↘ 9.4 ↘

Ｆ（社会科学単科大学） 11,115 ↗ 5.8 ↗

Ｇ（人文科学単科大学） 10,434 ↘ 4.8 ↘

Ｈ（医歯薬単科大学） 18,211 ↗ 16.6 ↗
Ｉ（その他単科大学） 18,110 ↘ 5.9 ↘

大 学 平 均 22,883 ↘ 5.9 ↘

短 期 大 学 平 均 1,534 ↘ 4.6 ↘

※平成28年度大学規模別　教育研究部門の情報化投資額

（単位：万円）

⑥　eポートフォリオデータのIRシステムへの接続
例えば、学士力の到達目標と学修達成度・成

績評価などの主要なデータを相関して、レーダ

チャート、ヒストグラム､散布図などで可視化

し、ディプロマポリシーとカリキュラムポリシ

ーの整合性を多面的に点検・評価できるように

することが望まれる（下図参照）。

事業活動報告
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４．私立大学における情報セキュリティ対策
強化のための取り組み手順と大学情報セ
キュリティベンチマークの評価結果

（１）私立大学における情報セキュリティ対策強
化のための取り組み手順

平成28年12月に文部科学省私学部から、情報

セキュリティ対策強化について通知が発出された

ことを受けて、本協会では「情報セキュリティ対

策強化のための取り組み手順」を検討し、対応手

順を例示した。

「手順１」として、本協会が作成した「情報セ

キュリティベンチマークリスト」で課題の洗い出

しを行い、情報セキュリティのリスク評価を行

う。

「手順２」として、リスク評価に基づき、各大

学の優先順位に沿って予算措置を行った上で、改

善計画の策定を行う。例えば、サイバー攻撃に対

する危機意識の共有化と防御対策、緊急対応の組

織体制と対応手順など。

「手順３」として、改善計画を確実に遂行する

ための確認の仕組みとして、事務部門であれば、

情報センター等部門が中心になり、情報セキュリ

ティ対策活動について聞きだす場を年に数回設け

る。教員組織であれば、教授会等で取り組み状況

を報告する機会を設ける。教職員、学生には、学

内ポータルで強制的に数ヶ月ごとに確認を行い、

注意喚起を行うことが望まれる。

（２）大学情報セキュリティベンチマークの評価
結果

４部構成のベンチマークの一部を紹介する。

第１部：問１の「経営執行部の情報セキュリテ

ィに対する取組み」で、執行部が中心となって危

機意識の共有化に努めて

いる大学は、１割に留ま

っており、６割の大学は、

情報センター等部門を通

じて共有化に努めてい

る。第３部：問５ (1)の

「危機意識の共有化の内

容」を見ると、傾向値と

して大半の大学は、Web

サイトや学内文書による

定期的な情報提供に留ま

っており、学内外研修会

の参加義務付け、教授

会・職員会議などでの定

期的な情報提供など、危

機意識を喚起する対応ま

で関与している大学は少

ない。大学全体としての

対策強化に、経営執行部

の関与が課題となってい

る。

次に、経営執行部の方

針で、学内ルールの策定と周知徹底を行っている

大学は２割、３割近くの大学は情報センター等部

門が主導で学内ルールの策定と周知徹底を行って

いる。学内ルールを設定しても、構成員が理解し

て行動しなければ、情報セキュリティ対策が全く

機能しないことから、如何に周知を徹底していく

かが課題である。大半の大学はWebサイトでルー

ルを紹介し、形だけの遵守呼び掛けを行っている

が、情報センター等部門でのルールの周知とアン

ケートによる点検・確認、教授会・職員会議での

ルールの周知と遵守の確認などに努めている大学

もるので、経営執行部で方針を決めて、実践して

いくことが必要である。

情報化予算 (物件費)の中でセキュリティ対策に

充当している割合は、全く予算化していない大学

が1割程度、３％以下の大学が４割、４％から

６％が2.5割、７％から９％が１割、１割以上が

１割弱となっている。

費用のかけ方としては、ファイアウォール、侵

入検知システム、ウイルス対策ソフト、VLANな

どのネットワーク関連、フィルタリングソフトに

費用をかけている大学が多いが、SDカード、

DVDなどの書き込みを制御ソフト、暗号化対策

に対応していない大学が7割以上となっている。

問題は、どのような情報資産を守るのか、大学

として重要な情報資産の目録作成状況を点検した

ところ、毎年見直しをしている大学が２割、実施

しているが定期的見直しをしていない大学が２割

となっており、３割の大学は検討中、３割は目録

を作成していない。大学自身が守るべきものを把

握していない。さらに重要な情報資産に対するリ

スク評価も大半の大学で実施していない。大学の

対応力に合わせた検討が望まれる。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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本年度の大学職員情報化研究講習会、ICT活用コ

ースは、「教育・経営改革に向けた大学のデータ活

用」をメインテーマとして掲げ、平成29年12月２

日（土）、同志社大学寒梅館２階今出川校地室町キ

ャンパス（京都府上京区烏丸通上立売下ル御所八

幡町）において開催し、49大学、１短期大学、５

賛助会員から82名の参加があった。

－　全　体　会　－
全体会では、会場提供校の同志社大学、横川隆

一副学長からのご挨拶の後、本講習会のイントロ

ダクションとして木村増夫運営委員長（上智学院）

から、ICT活用コースのねらいについて、大学が掲

げる使命・ミッション達成の目的を実現するため

の「ステークホルダーマネジメント」、「プロジェ

クトマネジメント」、「コミュニケーションマネジ

メント」必要性、マネジメントにおける科学的分

析のためのデータ活用推進の重要性について説明

され認識を深めた。引き続き本日の分科会テーマ

である「大学のデータ活用」の取り組みとして、

関西大学事務局次長の鶴丸憲一氏より「関西大学

教学IRプロジェクト〜調査から見た学生の姿〜」、

本協会大学情報システム研究委員会委員長、帝塚

山大学文学部教授の岩井洋氏より「大学ポートフ

ォリオシステム導入・活用等の参考指針」、大阪府

立大学高等教育推進機構教授の星野聡考氏より

「ｅポートフォリオを活用した学修・教育支援の取

り組み」の３件の講演があった。

－ 分　科　会　－
【セッション１】

「人工知能を用いた自己成長支援システム」

金沢工業大学　情報処理サービスセンター
システム部長

髙島　伸治 氏
金沢工業大学では、学生一人ひとりにあった成

長を支援するために、人工知能型自己成長支援シ

ステム実現に向けた取り組みを行っている。ベー
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スはIBM社Watsonで、卒業生10年分（約１万５千

人）の成績・就職先等の定型データとポートフォ

リオ等の非構造データの学習をさせたものであり、

学生一人ひとりの夢、目的、目標、計画の確立と

「行動」を促すアドバイスをWatsonが自動で行える

ようになることを目指している。

実現のために取り組んだ、①非構造化データと

構造化データの結合と文脈に基づいた学生の傾向

分析、②機械学習による学生の類似検索と検索結

果の可視化、③学生との会話のやり取りを自動化

について現状の成果と進捗状況の報告があった。

今後の展望として、さらなる修学支援の強化に

向けた会話型API、アプリの充実および大学固有の

辞書整備のためのWatson学習について言及があっ

た。

参加者からは、「人工知能を使った修学指導は先

進的であった」、「AIアプリ導入には膨大なポート

フォリオデータの蓄積が不可欠だと感じた」、「蓄

積されたポートフォリオに関わる新たな利用可能

性について興味深いアプローチだと思う」などの

感想が寄せられた。

【セッション２】

「IR活動に必要なデータ分析ツールの導入とその

効果」

上智大学　情報システム室兼IR推進室
相生　芳晴 氏

上智大学でのIR活動とIR活動に必要なデータ分

析ツールTableauの導入経緯とその効果が紹介され

た。IR分析において、大学内のスモールデータの

活用が重要であることについての説明があり、IR

の推進体制のあり方や学内組織との役割分担につ

いて紹介された。IR分析は、IR専門部門のみが行

うだけでなく、各部門が分析する必要がある。そ

のためには、簡単に分析操作できるBIツールの導

入は有効である旨デモ等を交えて紹介があった。

また、改革を進めるための分析データの活用方法

の勘所などわかりやすく説明あり、データのガバ

ナンスや学部からの矛盾する要望への対応等現場

平成29年度　大学職員情報化研究講習会

〜ICT活用コース〜 開催報告

3
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での工夫などについて、示唆に富む話もあり参加

者の興味を引いていた。

最後に、IR活動をする上ではIR分析できる利用

者を増やすことが重要である旨の説明と、分析ツ

ールのユーザー会等の紹介があった。

参加者からは、「資料作りが目的でなく組織を動

かすための情報提供が本質であり、動くまで提供

し続けることが大事との考えを学べた」、「本学の

課題を全て洗い出すことができた」、「他大学の状

況を聞くことができ、今後情報システムに関わる

ものとしてできることに少しずつやっていけたら

良いと思った」などの感想が寄せられた。

【セッション３】

「ICTを活用した近大流業務改革の取り組み―背

景・経緯と展望」

近畿大学　総合情報システム部事務部長   
牛島　裕 氏

近畿大学では、データセンターを核として法人

全拠点をネットワークで結び、システム統合を目

指した業務改革に取り組んできた。その一環とし

て、教職員ポータルの導入によるスケジュール共

有、および同システムのワークフロー機能を活用

した決裁電子化などの取り組み等も合わせて報告

された。その目的は　①法人内の業務標準化によ

る業務効率の向上と迅速化およびサービス向上、

②クラウドおよびパッケージの積極利用によるシ

ステム投資の低減・固定化、③収支見える化によ

る財務体質とガバナンスの強化、を実現すること

にある。

直近では人事給与・財務会計である基幹業務の

領域に対し、平成31年４月の全面稼働を目指して

AI搭載型ERPである「HUE」導入を決定したが、

その経緯と期待・展望について報告があった。

参加者からは、「導入されているシステム、使用

事例などが具体的にわかり参考にさせていただい

た」、「システム選びの重要性、ユーザーのリテラ

シ向上について再認識することができた。また、

先端技術による業務効率化についても進んだ取り

組みをされている。」、「AWS活用や業務標準化につ

いて強力なリーダーシップが必要であろうことが

わかった」などの感想が寄せられた。

【セッション４】

「統合データベースシステムとBIツールを活用し

た教学IR推進の取り組み」

神戸学院大学　全学教育推進機構教学IR室
藤野　津芳 氏
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神戸学院大学での学生の満足度向上を目指す教

学IRの取り組みが紹介された。学生の満足とは何

かということと、教学IRの目的について話され、

教学IRの体制として、心理学・教育学・社会学の

専門家を加えると良いとの示唆があった。自学の

ことは自学の教職員しかわからない、莫大なコン

サル費用が掛かったという2015年度までの反省か

ら、データ統合から分析まで内製化すべく、「統合

データベースシステム及びBIツール」を2016年度

に導入して、学内のデータを洗い上げ、必要なデ

ータを収集するとともに、学生の声の「集め方」

を工夫したとの説明があった。重要なのは分析な

ので、データ抽出・統合をいかに簡略化するかで

あり、ローデータに誤りがある可能性などもある

ため、どこまでを自動化（効率化）するかが問題

である。BIツール導入効果として、グラフ作成等

を効率化できることは非常にメリットがあるなど

実際の例を紹介しての説明があった。IRの業務は

必ずしも研究業務ではないので、難しい分析をし

てもそれが伝わらなければ意味がないという問題

がある。IRの意義は、教育の改善（学生満足の向

上）のための情報を継続して提供することが必要

であるとの説明があった。

最後に神戸学院大学での教学IRの課題（特に人

材育成）と展望の話があった。

参加者からは、「導入までの苦労や現状の苦労が

非常に伝わってきた」、「現実をしっかり見られて

おり良い方向に進むと思うが引き継ぐ人材の育成

は必要であると感じた」、「自学のことは自学でな

いとわからない。学内でやってしまおうなど、き

わめて実際的な話は示唆に富む内容だった。」など

の感想が寄せられた。

－ おわりに －
前年度に引き続き、分科会の参加セッションを

事前申請していただき（当日変更も可能）、自分が

より興味を持つセッションへの参加を可能とした。

各分科会セッションの講演は概ね好評であり、参

加者からは「他の分科会の話も聞きたかった」と

いう意見もあった。

本コースでは、情報提供型の研究講習会として

教育・経営改革に向けたデータ活用の重要性につ

いて改めて認識を深めることができたと考える。

なお、開催の時期や時間設定、開催場所、情報提

供別の聴講希望など運営に関する要望については

引き続き検討課題としたい。

文責：大学職員情報化研修講習会運営委員会
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この発表会は、全国の国立・公立・私立の大学・短期大学教員を対象に、教育改善のためのICT利用によるFD（ファ

カルティ・ディベロップメント）活動の振興普及を促進・奨励し、その成果の公表を通じて大学教育の質的向上を図る

ことを目的として、平成５年より実施しています。

アクティブ・ラーニング（能動的学修）※1、双方向型授業、反転授業、PBL※２、TBL※３、事前・事後学修※４、協調・

協働学修などの取り組みで、教育改善効果が見られるものに限定します。

優れた発表に対しては、文部科学大臣賞、私立大学情報教育協会賞や奨励賞を授与し、その教育業績を顕彰します。

これまで文部科学大臣賞５件、私立大学情報教育協会賞32件、奨励賞48件などを授与し、教育改革へ貢献しています。

平成30年度の発表を下記のとおり募集いたしますので、ふるってご応募下さい。詳細は当協会のホームページ（次ペ

ージ末にＵＲＬ記載）にも掲載しています。

教育の質的転換を目指すICT利用
ICT利用による教育改善研究発表会 発表募集要項

主催：公益社団法人 私立大学情報教育協会、後援：文部科学省(予定)

募 集

日 程：平成３０年８月９日（木）
場 所：東京理科大学　森戸記念館

東京都新宿区神楽坂4-2-2　　※神楽坂キャンパスの校舎から少し離れているので、マップを参照下さい。
アクセス　　　　　http://www.tus.ac.jp/info/access/kagcamp.html

キャンパスマップ　http://www.tus.ac.jp/info/access/gmap/kag_gmap.html

■応募要件
以下の要件のすべてを満たしているものとします。

（１）ＩＣＴの利用により教育改善効果が認められるものであること。

（２）大学、短期大学の教員が主体の研究発表であること。

（３）個人・グループの取り組み、または学部・学科などの組織的取り組みであること。

（４）学部、学科の教育目的・目標の達成に寄与しているものであること。

■発表内容
○教育改善の目的・目標　：問題の所在、研究の目的・目標を明瞭にして下さい。
○教育改善の内容と方法　：ICTを利用して問題をどのように改善しようとしたのか、その経緯を明らかにして下さい。

○教育実践による教育効果：実践による教育効果とエビデンスを示して下さい。

■発表時間
１件につき20分（発表13分、質疑応答５分、機材準備２分）を予定しています。

■発表方法
情報機器を使った効果的な発表をお願いします。

＜参考：授賞の基準＞ 授賞の基準は、以下を満たしているものとします。

・文部科学大臣賞
（１）教育改善の目的・目標が顕著に達成されているものであること。

（２）ＩＣＴを利用した教育改善の内容と方法が画期的であること。

（３）他の教育分野での応用・展開が十分期待できるものであること。

（４）日本の高等教育の向上に資することが極めて期待できるものであること。

・私立大学情報教育協会賞
（１）教育改善の目的・目標が達成されているものであること。

（２）ＩＣＴを利用した教育改善の内容と方法に新規性があること。

（３）他の教育分野での応用・展開が期待できるものであること。

・奨励賞
（１）教育改善の目的・目標が達成されているものであること。

（２）今後のさらなる発展・展開が期待できること。

※１　従来のような知識の伝達・注入を中心とした授業から、教員と学生が意思疎通を図りつつ、一緒になって切磋琢磨し、相互に刺激を与えながら
知的に成長する場を創り、学生が主体的に問題を発見し解を見い出していく学修。

※２　問題発見・問題解決型学修。
※３　チーム基盤型学修。
※４　学生に授業のための事前の準備（資料の下調べや読書、思考、学生同士のディスカッション、他の専門家等とのコミュニケーション等）、授業の

受講（教員の直接指導、その中での教員と学生、学生同士の対話や意思疎通）や事後の展開（授業内容の確認や理解の深化のための探究等）を
促す教育上の工夫、インターンシップやサービス・ラーニング。
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募 集

■発表申込費と参加費
無料（加盟・非加盟に関わらず無料）

■申込方法と締切り
（１）申込みは、原則として研究発表者（大学・短期大学の教員で、当日の発表者）１人につき１件とさせていただ

きます。

（２）Webから申込み下さい。下記サイトの「発表申込みへ」ボタンを押し、画面表示に従って入力下さい。

「発表申込」「シラバス」（またはそれに準ずるもの）を送信下さい。

申込サイト http://www.juce.jp/LINK/houhou/

（３）シラバス（本発表で扱う授業の内容や構成がわかるような資料）は、申込み画面に表示される送信機能を利用

して送信下さい。

申込締切　平成３０年５月１２日（土）

申込内容で当協会が取得する個人情報は、次の目的にのみ使用します。「大学名、氏名、所属（学部、部署）」は、発

表会開催要項、当協会Webに開示します。「電子メールアドレス、大学または自宅の住所、電話番号、ＦＡＸ番号」は、

発表確定等の通知や今後実施する事業の案内の際に連絡先情報として使用します。

■授賞選考の方法
書類選考：発表申込書について適格性を確認します。

１次選考：発表会の発表内容および発表会論文に基づき、２次選考の対象となる研究発表を選考します。

２次選考：２次選考の対象となった研究発表について、１次選考の発表内容および発表会論文を精査し、授賞を決定

します。

■発表会に関するスケジュール

発表申込の締切 5月12日（土）

5月19日（土）

5月23日（水）

7月14日（土）

8月 9日（木）

9月22日（土）

10月27日（土）

書類選考

書類選考結果の通知

発表会論文提出の締め切り（Ａ４版、４ページ）

１次選考（発表会）

２次選考

選考結果の通知

ICT利用による教育改善研究発表会 教育改革ICT戦略大会

平成30年９月６日（木）

アルカディア市ヶ谷（私学会館）

大学・短期大学の教職員

開催日

開催場所

申込者

発表内容

レフリーの有無

平成30年８月９日（木）

東京理科大学　森戸記念館

大学・短期大学の教員

・ICT利用による効果的な教育改善

・教育の改善成果

・計画・試行段階は不可

・ICT利用による教育改善の取り組みや、学修支援

の取り組みなど

・計画・試行段階も可能

有り 無し

■ＩＣＴを利用した教育改善に関する本協会の実施事業
本協会ではＩＣＴを利用した教育改善に関する発表を「ICT利用による教育改善研究発表会」と「教育改革ICT戦略大

会」で同時期に募集しますので、下表の発表募集内容の比較をご覧いただき応募下さい。

※教育改革ICT戦略大会への発表申込は別途Webでご案内いたします。

■問い合わせ
公益社団法人 私立大学情報教育協会　事務局

〒102-0073千代田区九段北4-1-14 九段北TLビル4F TEL:03-3261-2798／FAX:03-3261-5473

E-mail: info@juce.jp http://www.juce.jp/LINK/houhou/

授賞の有無 有り 無し

11月26日（月）受賞者の表彰
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本発表は、教育改善のためのIＣTの活用やその支援のあり方、環境構築について、日頃の取り組みや考えを発表いた

だき、会場での参加者との意見交換を通じて、教育改革に役立てていただくことを目的として開催します。発表は「平

成30年度教育改革ICT戦略大会」（９月４日〜６日の３日間開催）の３日目に行います。つきましては、下記要領で発表

を募集しますので、ふるってご応募下さい。

※募集要項は本協会のホームページにも掲載しています。http://www.juce.jp/LINK/taikai/18happyo/

平成30年度　教育改革ICT戦略大会

発表者募集のご案内

募 集

●発表日と会場

発表日： 平成30年９月６日（木）

場　所： アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）

主　催： 公益社団法人 私立大学情報教育協会

後　援： 文部科学省（予定）

●発表内容
アクティブ・ラーニング（能動的学修）※1、双方向型授業、反転授業、ＰＢＬ※２、ＴＢＬ※３、教室外の事

前・事後学修※４、協調・協働学修、教育の点検評価などを目的としたＩＣＴ活用による実践事例の他、計画

段階や実験段階の内容も含みます。学問分野は問いません。また、個人・グループの取り組み、学部・学科

などの組織的取り組みも含みます。

※参考として、昨年度の大会発表内容を本協会の「教育事例等コンテンツのオンデマンド配信」よりご覧下さい。

オンデマンド配信は法人単位での申込みが必要で有料となります。詳しくは下記サイトをご覧下さい。

http://www.juce.jp/ondemand/index.html

＜注＞
※１　従来のような知識の伝達・注入を中心とした授業から、教員と学生が意思疎通を図りつつ、一緒になって切磋琢磨し、相互に刺激を与えながら

知的に成長する場を創り、学生が主体的に問題を発見し解を見いだしていく学修。
※２　問題発見・問題解決型学修。
※３　チーム基盤型学修。
※４　学生に授業のための事前準備（資料の下調べや読書、思考、学生同士のディスカッション、他の専門家等とのコミュニケーション等）、授業の受

講（教員の直接指導、その中での教員と学生、学生同士の対話や意思疎通）や事後の展開（授業内容の確認や理解の深化のための探究等）を促
す教育上の工夫、インターンシップやサービス・ラーニング。

●発表時間 １件20分（発表15分、　質疑・入れ替え５分）

●発表資格
発表代表者は、大学・短期大学の教職員とします。（同一の発表者による複数応募はご遠慮下さい。）

●発表者の参加費 9,000円（税込）　　※加盟・非加盟校とも同額です。

（発表者は９月４日～６日の全プログラムに上記9,000円で参加いただけます。ただし、９月５日の情報

交流会に出席される場合は、別途申込みと交流会参加費4,000円が必要となります）

※随伴者(学生含む)は、発表サポートのため来場される場合に限り、9,000円の参加費は不要です。ただし、9月6日の

他の発表をご覧になられる場合は、別途参加申込みを行い、参加費の支払いが必要となります。

※なお、本大会の「一般参加者募集」は、６月下旬から行う予定です。

●プレゼンテーション機材
会場では、液晶プロジェクター、スクリーンを用意します。

（発表者によりPC環境が異なるため、ノートPCは持参ください）
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●申込方法と締切

Webから下記サイトの「発表申込みへ」のボタンを押し、画面表示に従って入力後、送信下さい。

申込サイト http://www.juce.jp/LINK/taikai/18happyo/

<申込締切> 平成30年６月１日（金）必着

<発表概要>

申込みの際は、以下の「発表概要」について入力いただきますので、あらかじめ準備下さい。

①　キーワード（自由記述。３つ以内でお書き下さい）

②　取り組み年数（１つ選択）

計画段階・１～２年・３年以上
③　発表内容（複数選択可）

アクティブ・ラーニング（能動的学修）、双方向型授業、反転授業、ＰＢＬ、ＴＢＬ、教室外の事前・事後学修、

協調・協働学修、教育の点検評価、その他（記入）

④　実施分野（１つ選択）

人文科学系・社会科学系・語学系・芸術系・理工系・生活系（栄養、被服、生活経済など）・医歯薬系・看護系・

体育系・情報系・学系共通・その他（記入）

⑤　本文（[1]～[4]の内容を全体で1,000字～1,200字の範囲でまとめて下さい）

[1]目的、意図　　[2]方法　　[3]成果あるいは期待される効果　[4]今後の課題

[5]取り組みの組織名称（事例が組織的取り組みの場合のみ、備考欄に記載下さい）

※申込内容で当協会が取得する個人情報は、下記の目的に限定して使用します。
「大学名、氏名、所属（学部、部署）」は、発表者として発表会の開催要項や本協会のWebに掲載します。「電子メールアドレス、大学または自宅
の住所、電話番号、ＦＡＸ番号」は、発表確定等の通知や今後実施する事業の案内の際に、連絡先情報として使用します。

●発表者の確定
大会運営委員会で審査の上、６月中旬～下旬に通知します。発表概要が不明瞭、または発表内容が大会の

主旨に沿わないと判断された場合は、発表をお断りする場合があります。

●発表用抄録（レジュメ）の提出
分量：Ａ４判２枚　締切：平成30年８月１日（水）厳守

●発表までのスケジュール
発表申込締切　　：６月 1日（金）

発表確定通知　　：６月中旬～下旬
発表用抄録提出　：８月 1日（水）

大会発表　　　　：９月 6日（木）

●「本大会発表」と「ICT利用による教育改善研究発表会」の発表募集について
本協会では、ICTを利用した教育改善に関する発表を「ICT利用による教育改善研究発表会」と「教育改

革ICT戦略大会」の両方で募集しますので、発表内容、レフリーの有無など下表をご覧の上、応募下さい。

教育改革ICT戦略大会 ICT利用による教育改善研究発表会

平成30年８月９日（木）

東京理科大学森戸記念館

大学・短期大学の教員

開催日

開催場所

応募者および発表者

発表内容

レフリーの有無

授賞の有無

平成30年９月６日（木）

アルカディア市ヶ谷（私学会館）

大学・短期大学の教職員

・ICT利用による教育改善の取り組みや、学修

支援の取り組みなど

・計画・試行段階も可能

・ICT利用による効果的な授業改善

・教育の改善成果

・計画・試行段階は不可

無し

無し

有り

有り

●問い合わせ 公益社団法人 私立大学情報教育協会 事務局

〒102-0073　千代田区九段北4-1-14 九段北TLビル４Ｆ　TEL:03-3261-2798 E-mail: info@juce.jp

区　　　分
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学生収容定員
視聴コンテンツ

29年度分のみ 28年度分のみ 27年度分のみ 29年度と28年度

7,000人以下

10,000人以下

10,001人以上

32,400円

43,200円

54,000円

3,240円 ０円

4,320円 ０円

5,400円 ０円

35,640円

47,520円

59,400円

視聴コンテンツ

29年度分のみ 28年度分のみ 27年度分のみ 29年度と28年度

43,200円 4,320円 ０円 47,520円

当協会では、アクティブ・ラーニング実現を

目指した提案や教学マネジメントの仕組みづく

り、教育改善のための教育方法などに関する

様々な会議、発表会等を開催し、講演、実践事

例の紹介などを行っていますが、これをデジタ

ルアーカイブし、大学教職員の方々にファカル

ティ・ディベロップメント（FD）、スタッフ・

ディベロップメント（SD）の研究資料として活

用いただくため、オンデマンドで配信しており

ます。大学では、教員の教育力向上と職員の教

育・学修支援として、また、賛助会員企業では、

大学での教育支援の状況やニーズを把握するた

めの情報収集として、ぜひお役立て下さい。

詳細は本ページ末のURLよりご覧下さい。

●内容

当協会で実施した会議、発表会等の講演・事

例紹介のVTRにプレゼンテーションのスライド

を同期させたコンテンツおよびレジュメで、配

信の許諾が得られたものです。ただし、質疑応

答、討議、本協会の活動紹介などは除きます。

＜対象とする会議、発表会等＞

ICT利用による教育改善研究発表会、教育改

革FD/ICT理事長学長等会議、教育改革ICT戦略

大会、短期大学教育改革ICT戦略会議、教育改

革事務部門管理者会議、大学情報セキュリティ研

究講習会です。

●コンテンツ数
平成29年度：129件

平成28年度：127件

平成27年度：158件

●申込単位と利用者
●正会員（学校法人）、賛助会員（企業）
●加盟大学・短期大学の教職員および賛助会

員企業の社員で、利用者数の制限はありま

せん（学生は対象外とします）。

●申し込みと配信期限

参加申し込み受付：随時受け付けます。

配信期間　　　　：平成29年12月１日〜平成30

年11月30日　

（継続配信は再度、お申し込み

いただきます）

●配信分担金

12月１日から翌年11月30日までの１年分の

金額となります。

12月１日以降の申込みも配信期限は翌年11

月30日となり、分担金も下記の金額になりま

す。

●利用環境

27年度分のコンテンツ再生には、追加アドオン

ソフト（Microsoft Office Animation Runtime)の

インストールが必要になります。

●問い合わせ
公益社団法人私立大学情報教育協会

TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473

E-mail:info@juce.jp

http://www.juce.jp/ondemand/

※学生収容定員の算定方法は、正会員設置の加盟大学・短

期大学の学生収容定員の合計とします。

○正会員

○賛助会員（一律の金額）

オンデマンド配信 視聴参加の募集について

講演・発表会等アーカイブの

募 集

サンプルコンテンツを上記サイトから

ご覧いただけます。
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オンデマンドの画面イメージ      

【イベント別インデックス】

【カテゴリー別

インデックス】

【カテゴリー別インデックス】

【コンテンツ例】

募 集
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教育コンテンツの相互利用
参加募集のお知らせ

インターネットによる

コンテンツ相互利用の仕組みと特徴

○　学内外でインターネットを通じて、授業用から教育方法の事例まで幅広いコンテンツを閲覧・利用で

きます。

○　登録されたコンテンツの利用履歴がフィードバックされるので、教育業績の基礎資料に活用できます。

○　相互利用システムを利用することで、著作権処理の手続きを省略することができます。

○　コンテンツは例えば以下を対象としています。

講義スライド／講義ノート／練習・演習問題／図表／シミュレーションソフト／プログラムソフト、実

験・実習の映像／ＩＣＴを活用した教育事例　等

○　コンテンツの利用は、システムを通じてコンテンツの検索・申込手続きを行い、ファイルを利用者の

ＰＣにダウンロードします。

コンテンツの登録は、コンテンツの提供者がファイルとコンテンツ情報をシステムに登録します。

参加対象

国公私立大学・短期大学および所属の教職員

費用

コンテンツの相互利用に伴う費用

（システム利用料）は無料です。

システムの利用方法

※コンテンツの利用・登録は、学内で

の利用者登録によりＩＤ、パスワー

ドを得てからとなります。

※未参加校による利用者登録方法は次

ページをご覧下さい。

※既に事業に参加しており、利用者登

録方法がわからない場合などは下記

へ問い合わせ下さい。

※教職員個人での参加も可能です。

詳細情報

Webサイトをご覧願います。　　http://sougo.juce.jp/business/index.html

問い合わせ先

公益社団法人私立大学情報教育協会　事務局　　TEL：03-3261-2798　info@juce.jp

電子著作物相互利用事業
相互利用システムトップ画面

募 集
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教育コンテンツ相互利用システムの利用方法（大学での参加の場合）

本ご案内は、未参加の国公私立大学・短期大学へ平成29年９月21日に学長先生宛で郵送しています。

１．コンテンツ利用者の登録

①　システムトップ画面（http://sougo.juce.jp/）にあるログインボタン（図の枠線部分）をクリックし、

大学管理者用のＩＤ・パスワードを入力して

下さい。

ＩＤ・パスワードは、事業案内の公文書

（公社私情協発第81号、平成29年９月21日付）

に記載しております。

ご不明の場合は、前ページの問い合わせ先へ

ご連絡願います。

②　表示された「利用者登録」画面に利用者情

報を入力し、利用者の登録を行って下さい。

＊コンテンツの利用する場合は、「著作物の

利用権限」項目にある「利用可能」ボタン

にチェックを入れて下さい（図の枠線Ａ）。

＊コンテンツの登録もできるようにする場合

は、「著作物の登録権限」項目

にある「登録可能」ボタンに

チェックを入れて下さい（図

の枠線Ｂ）。

③　入力後に「登録内容確認」ボ

タンを押し内容を確認後、「登録」　

ボタンを押して完了です。

④　CSVのテンプレートを利用し

た一括登録機能により、複数名

を一括で登録することも可能で

す（図の枠線Ｃ）。

⑤　利用方法の詳細は、画面の

HELPボタンからご覧いただく

かマニュアル等をご覧下さい。

マニュアル等関連資料　

http://sougo.juce.jp/documents.html

２．事業参加申込書、管理者届け出用紙の送付

下記サイトよりダウンロードし、必要事項を記入（申込用紙には捺印）の上、下記まで郵送下さい。

参加申込書　　　　（Word形式） http://sougo.juce.jp/download/crdbformat_u.doc

（PDF形式）　http://sougo.juce.jp/download/crdbformat_u.pdf

管理者届け出用紙　（PDF形式）　http://sougo.juce.jp/download/kanri.pdf

（Excel形式） http://sougo.juce.jp/download/kanri.xls

郵送先　　　　　　〒102-0073　東京都千代田区九段北4-1-14 九段北TLビル4F

公益社団法人私立大学情報教育協会事務局

C

A

B
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サステナブル社会の実現に向けた

ソーシャル・デザイン教育とICT活用の事例

〜東京工科大学〜

投　稿

東京工科大学メディア学部准教授　　飯沼 　瑞穂
東京工科大学メディア学部演習講師　中村 太戯留　
東京工科大学メディア学部教授　　　千代倉 弘明

１．はじめに
本学は1986年に設立した、「実学主義」の精神を掲げる

４年制大学です。本学では、国連が発表、採択した持続可

能な開発目標2030（SDGs）に対応した、持続可能な社会

の実現のための人材育成に力を入れてきました。

国連の採択した持続可能な開発目標2030（SDGs）には、

グローバルな開発目標16項目があげられており、グローバ

ルな開発目標は同時に日本が取り組むべき共通課題でもあ

ります。例えば、持続可能なエネルギーの開発、陸と海の

自然環境の保全、都市と地方の人間居住地の持続可能化、

グローバルパートナーシップの推進などがその例にあげら

れます。

これらのグローバルな課題の解決のためには、産・学・

官、そして個人やNGOなどの連携が重要であると考えられ

ています。特に大学が担う役割は大きく、将来、持続可能

な社会の実現に向け活動できる基礎力を身に付けた人材の

育成がますます重要となってきました。

そこで本学工学部では、サステナブル工学を中心に持続

可能なエネルギーやサステナブル技術を学ぶカリキュラム

を用意し、学びのための環境整備の充実を本学の基本方針

としているため、最新のICT技術と充実した技術環境を活用

した教育を行っています。特に東京工科大学メディア学部

は全国で初めて誕生したメディア学部であり、ICTを活用し

たアクティブラーニングに力を入れたカリキュラムを積極

的に行っています。本項では、本学で取り組んでいるサス

テナブル社会の実現のための教育の一例の紹介と成果、評

価と今後の方向性について、メディア学部のソーシャル・

デザイン基礎演習とICTの活用の取り組みを一例に紹介しま

す。

２．ソーシャル・デザイン教育
今日は、持続可能な社会の実現に向けた斬新で新しいア

イデアや仕組み、技術を生み出す次世代の人材を育成する

ことが必要とされる時代です。グローバルな課題に目を向

け課題解決に向けたアイデアと行動力を持った人材を大学

が育成する必要があります。

メディア学部では、個人が社会変革の原動力となる可能

性に注目し、ソーシャル・デザイン教育を行っています。

ソーシャル・デザインとは持続可能な社会の実現に向けた

アイデアや仕組み、それを支える過程や技術、新しいビジ

ネス、さらには社会のシステムのデザインであると我々は

定義しています[1]。ソーシャル・デザインの対象分野は多岐

にわたり、環境保全、持続可能なエネルギー、教育、福祉、

医療、さらには個人と社会をつなぐソーシャルネットワー

クを活用した課題解決の方法、社会的な関係や環境の変革

の可能性を持つメディアテクノロジーや情報技術の活用が

あげられます。

従来のソーシャル・デザインの定義は、デザインの分野

に限られており、“より社会をよくするためのデザイン”な

どに限定しています。しかし、広義のソーシャル・デザイ

ンは産・学・官・個人・NGOなど縦軸の連携をうながし、

社会変革を目指したものです。これらの社会変革を支える

メディアテクノロジーや情報技術の活用の在り方の模索も

重要なテーマであり、本学では、はやりを越えた、より継

続的な発展を目標としています。図１のソーシャル・デザ

イン　スパイラルモデルは、個人、地域、NGO、大学など

の機関間の連携が成功することにより、持続可能な社会の

実現に向けた発展と開発が可能であることを提唱した独自

のモデルです。

図１　ソーシャル・デザイン　スパイラル　モデル

３．教育内容および成果
（１）教育内容
本学のメディア学部では持続可能な社会の実現に向けた

人材育成として、ソーシャル・デザイン教育を必須科目と

して設け、２年生に向けた基礎演習を行っています。基礎

演習では、国際教養、分析力と問題解決力を身に着けるこ

とを目標としたアクティブラーニングを行っており、その

一環として、グループウェアを活用した協調学修を行って

きました。協調学修のためのグループウェア、Microsoft

Sharepointを活用しています。本授業は、合計12コマの授

業時間を要し、各クラスは25〜30名、12クラスの演習科目

です。必須科目であり、毎年メディア学部の320名程の学生

が履修しています。各クラスは演習講師が担当しており週

１回の授業です。SA１名、TA１名が学生のグループワーク

や課題の自己評価を行う際のサポートを行っています。
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（２）デザイン思考とGoogle Earthを使った活動
ソーシャル・デザイン教育では問題解決力を身につける

方法としてデザイン思考を取り入れています。デザイン思

考は、課題の発見、理解、アイデアの創出、実験、改善の

５段階に分かれています。

ソーシャル・デザイン教育ではSDGsに即したグローバル

な課題発見と理解に向けた活動を行います。グローバルな

課題の発見と、理解の促進のためにGoogle Earthのデジタル

地図情報を使った教育を行ってきました。デジタル地図を

使い課題の発見と理解をする学修です。図２は学生が活用

するGoogle Earth上の情報の一例ですが、この例では西アフ

リカのチャド湖の水位が過去、数十年にわたる変化が、画

面の左側のタイムラインから閲覧することができます。さ

らに、国連環境計画UNEPが公開しているナイジェリアの

環境保全に関する情報を同時に見ることができます。その

ほかにも国連開発計画UNDPが公開している人間開発指数

HDIなどの数値も同時に閲覧が可能です。このようにデジ

タル地図上で公開されている画像データや統計データを参

照しながら、課題を発見し、課題の理解を促進することが

できます。また解決に向けた取り組み例についてグループ

ごとに調査し、課題解決に向けた可能性について話し合い

ます。最終的にはグループでまとめた情報をデジタルポス

ターとして作成します［2］。

（３）協調学修のためのシステム
本授業では協調学修を行っていますが、そのサポートの

ためにグループウェアを活用しています。グループウェア

を利用するメリットは一つのファイルを同時に、グループ

メンバーが遠隔編集できる点です。その他にも、教員はグ

ループ全員の発表資料を閲覧することができます。学生は

自分のグループ外のグループがどのような作業をしている

かも、閲覧可能であることから、教員は作業中にも改善の

ために発表資料にコメントすることが可能です[3]。

（４）評価
2017年度春学期に行われたソーシャル・デザイン基礎演

習の310名の履修者に対して、学生の学びに対する意識の変

化を調査するため、事前事後アンケートを合計310名の履修

者に行いました。その結果、本科目の履修前と履修後を比

較すると、世界の課題についての意識が高まり、興味が増

したことがわかります（図３、４）。

さらに、本演習を通じて、Google Earth上の統計データを

利用したことがない学生が大半を占めていたのに対し、本

演習後ではGoogle Earthを活用し国や地域の特徴や課題につ

図２　Google Earth上の国連が公開している情報

いての位置情報を得て、精査した情報を可視化することが

できるようになったと感じた学生が増えたことが事前事後

のアンケート調査から見ることができます。

事前事後アンケートからも明らかなように、グローバル

な課題の発見と理解のために、デジタル地図のデータは有

効に活用することが可能です。デジタル地図を活用するこ

とにより、地域や国の特徴や課題を発見、理解し、分析し

た情報の可視化も学ぶことができます。国際教養を身に着

けることにも役に立ちます。また問題解決力に欠かせない

課題の発見と理解の促進にも役に立ちます。さらにデザイ

ン思考における重要な次の段階、アイデアの創出、実践、

改善につながる学修として考えることもできます。今後の

課題は、課題解決に向けたアイデアの創出と実践の教育を

より効果的に行う方法を模索することです。

図３　世界の国の課題について意識している

図４　世界の国の課題について興味がある

 
 

 
 

 

0 20 40 60 80 100%

1

2  

3   
4   

 

 

 

  
  

 

 

 
 

 
 

 

 

  
  

 

 

0 20 40 60 80 100%

1

2  

3   
4   

 

 

４．今後に向けて
サステナブル社会を支える教育は始まったばかりです。

複雑化する社会や世界の課題解決のための人材育成は欠か

せません。社会課題を自ら発見、理解し解決に向けたアイ

デアを創出し、アイデアを実験的に社会で応用、改善して

いく能力が益々求められていると考えます。2018年度より

本学では、工学部とメディア学部が連携し教員によるサス

テナブル研究会を立ち上げ、定期的に専門分野を超えた議

論を進め持続可能な社会の実現のために必要な教育の在り

方や学際的な新しい研究分野のコラボレーションの可能性

を探る予定です。
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Technology Vol.6,No.6 pp448-452.
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千葉商科大学における
学務システム・LMSの刷新

～脱カスタマイズに向けた
パッケージシステム「GAKUEN」の導入～

創立100周年に向け、将来構想の中核として策定

した中期経営計画に基づき実行された学務事務シ

ステムの刷新と脱カスタマイズを基本方針とした

今回のシステム更新はどのように進められたのか。

パッケージシステム「GAKUEN」導入の背景

と、メリットについて千葉商科大学情報基盤セン

ターセンター長国際教養学部教授柏木将宏氏にお

話を伺いました。

■大学紹介
東京都からほど近い千葉県市川市国府台（こう

のだい）で、５学部７学科５大学院研究科、学生

数6,000名を擁する千葉商科大学（CUC；Chiba

University of Commerce）。

2018年で創立90周年を迎える伝統を誇り、

2000年の政策情報学部開設を皮切りに、社会科

学系の単科大学から建学の精神である実学教育の

総合大学へと発展しています。

■中期経営計画からスタートしたシステム導入
千葉商科大学では、13年前に導入した学務事

務システムを運用してきました。当時は画期的な

ものでしたが、提供サービスやインターフェース

設計の陳腐化が進み、なおざりにできない状態で

した。また、カスタマイズ部分の肥大化が問題と

千葉商科大学

なっており、保守コストの増加、バージョンアッ

プを計画しても費用が高額に上ってしまい実施で

きない、といった状況で、さらにいつの間にか

「システムを業務に合わせる」ことが慣行になっ

てしまっており「業務の硬直化」も顕在化してい

ました。

そんな中、学園の創立100周年に向けた将来構

想として経営計画を策定する話があがり、“業務

システムのリプレイス”をその重点戦略アクショ

ンプランの一つとして切り出しました。後に正式

な「中期経営計画」となり、学務業務システムの

刷新が事業計画として決定しました。

その基本方針として、以下３点を示しました。

①運用コスト削減：カスタマイズ前提という方針
を見直す

②システムに業務を合わせる：業務システムのベ
ストプラクティスを経験し大学業務のスタンダ

ードに精通する

③無駄な業務を見直す：各部門の業務フローの見
直しによる最適化と効率化を進める

選定を進める中で、導入の基本方針として掲げ

た「脱カスタマイズ」に対し、大学業務の総合パ

ッケージシステムであるGAKUENシリーズには、

本学の運用で必要な多くの機能が標準に内包され

ている印象を受けました。他大学からの要望が反

映された豊富な基本機能によって、GAKUENシ

リーズならば、本学の事務業務を「業界標準」に

合わせた運用に変えて高効率化が果たせ「脱カス

タマイズ」に取り組めるのではないかと感じ、導

入を決定しました。

また、この種のシステムは長く使うものなので、

350校以上の導入実績を持つトップシェア製品で

あるという安心感も選定理由に大きく関わってい

ます。

ERP（Enter Resources Planning）とカスタマイズ
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■品質目標達成と導入後の効果
約１年の導入期間を経て、2017

年４月からGAKUENシステムを中

核として構築された本学の総合情

報サービスサイト「CUC PORTAL」

がサービスインしています。全学

生・教職員が利用する大規模な情

報システムの刷新ですから、まず

４月は「前年度までの提供サービ

スを同じ品質で利用者に混乱なく

安定的に提供する」ことを第一目

標にしていました。

GAKUENシリーズを導入して初

めて迎えた４月初旬の履修登録は、

全学生がCUC PORTALを利用する

ことになりますが、特に問題もな

くスムーズに終え、むしろ同等以

上の品質で目標達成ができました。

履修登録の督促連絡をした学生数

いましたが、全学的なサービス提供の必要性もあ

り、独自教材が自由に作成公開できる、授業科目

以外のプロジェクト活動でも対応できる、コミュ

ニケーションツールとしても使える、運用が担当

教員によりほぼ自己完結的に行える、といった特

徴を持つGETを導入しました。

手始めに、GETのアンケート機能を使って、新

入生全員を対象に、情報系導入教育科目で授業内

容の「振り返り」を入力してもらいました。結果

データは、教育効果検証や教材改良のためのエビ

デンスとして利用予定です。今後も、CUC LMSの

利用者数や活用範囲を拡げて行きたいと思います。

■今後について
本学のような新規導入大学からの要望につい

ても、どんどんパッケージにとりいれていただ

きたいと思っています。GAKUEN/UNIVERSAL

PASSPORTの次世代製品であるGAKUEN RXシリ

ーズも、ユーザーインターフェースが格段に良く

なり、職員による学生や教員への代理ログインや

多言語対応ができるようになるなど、現場の要望

がとりいれられた良い製品になっている印象を受

けました。

次々と、新しいステージへチャレンジし続ける

JASTさん、GAKUENシリーズに今後も期待して

います。

問い合わせ先
日本システム技術株式会社

［東日本地区］文教事業部

TEL:(03)6718-2790

［西日本地区］GAKUEN事業部

TEL:(06)4560-1030

E-mail:g-event@jast.co.jp

http://www.jast-gakuen.com

「CUC LMS」教員ログイン画面

例えば、期間中に登録しなかった（履修登録の

督促連絡をした）学生数は、前年度と比較して減

少していた位ですから、学生にも自然にCUC

PORTALが浸透できたのではないかと思います。

一方で、職員の業務は、GAKUENシリーズに

よる「業界標準」に合わせた「ノンカスタマイズ

環境」を利用し始めることになるため、全体的な

業務見直しによる負担が、今後、少しの期間かか

ってくるかもしれない、とも見ています。これに

ついては、ユーザサイドでも業務用の円滑なデー

タ処理環境が作れるように、新たなEUCツールの

導入やクライアントPCの更新などを同じタイミ

ングで実施しました。　

■全学的サービスを目的としたLMS導入
選定当初は予定していなかったGAKUEN

EduTrack（GET）も、全学用LMS「CUC LMS」

構築のため、導入するGAKUENプロダクトに加

えました。　　

GAKUENおよびUNIVERSAL PASSPORT（ポ

ータルシステム）とのデータ連係や CUC

PORTALからのシングルサインオンなどによる使

い易さを活かし、教員や学生が自由に使用しても

らえるようにしてあります。以前に導入したeラ

ーニングシステムは、専用教材が高価、教材作成

ツールが有償などの点から普及に至りませんでし

た。その後、学部ごと独自にLMSを立ち上げては
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月　日 会議名 会　場

本協会加盟校の特典
① 分野連携アクティブ・ラーニング対話集会で紹介された話題提供や、今後の課題に関する意見交換のビデオ

を視聴できます。
②　「私立大学教員の授業改善白書」（調査結果）等を通じて、分野別にICTを活用し先進的に取り組んでいる授

業改善の動向を把握できます。
③　加盟校限定の「教育改革FD/ICT理事長・学長等会議」「教育改革事務部門管理者会議」等、経営管理者向け

会議に参加することで、教育改革とICTを結びつけた最新の戦略情報を得ることができます。
④　加盟校専用のビデオ・オンデマンドの仕組みを通じて、アクティブ・ラーニングや教学マネジメント等に関

する話題性のある講演、教育改善・支援に関する事例発表の動画を教職員に配信することで、FD・SDの学内
研修に活用できます。

⑤　「ICT利用による教育改善研究発表会」「教育改革ICT戦略大会」の加盟校参加者は講演・発表時のパワーポ
イントを会議終了後に閲覧できます。

⑥　教育の質的転換等の補助金申請（とりわけICT関連）について、希望に応じて個別に相談し極め細かい助言
が受けられるとともに、大学組織向けの説明も個別に受けられます。

⑦　加盟校個別による情報化投資の独自調査を通じて、情報環境の整備状況および活用状況の点検・評価を行う
ことで、今後の対策について助言が受けられます。

⑧　本協会の賛助会員である情報産業の関係企業に本協会が仲立ちすることで、情報環境の整備に関して種々の
アドバイスを受けられます。

⑨　会議・講習会の加盟校の参加費は、非加盟よりも有利に設定されています。

会議名 会　場月　日
１月10日（木）
２月～３月予定
２月末～３月第一週予定
３月予定
３月27日（水）

アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）
東京都内を予定
関西地域の大学予定
市ヶ谷を予定
アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）

新年賀詞交歓会
産学連携事業 ［大学教員の企業現場研修］
FDのための情報技術研究講習会
産学連携人材ニーズ交流会
第24回臨時総会

1

私情協ニュース

平成30年度教職員職能開発事業の日程

平成30年

平成31年

５月31日（木）
７月予定
８月２日（木）
８月９日（木）
８月予定
９月４日（火）～６日（木）
10月31日（水）
11月26日（月）
12月予定

アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）
浜名湖ロイヤルホテル（静岡県）
都内の大学予定
東京理科大学 森戸記念館（東京、神楽坂）
都内の大学予定
アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）
アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）
アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）
北海道・東北・中部・関西・九州地域の大学

第22回定時総会
大学職員情報化研究講習会［基礎講習コース］
教育改革FD/ICT理事長・学長等会議
ICT利用による教育改善研究発表会
大学情報セキュリティ研究講習会
教育改革ICT戦略大会
教育改革事務部門管理者会議
第23回臨時総会
地域事業活動報告交流会

12月予定 関西地域の大学予定大学職員情報化研究講習会［ICT活用コース]
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１．調査及び研究、公表・促進
１）ICTを活用した教育改善モデルの公表

人文・社会・自然科学の分野別に求められる学士力を考察
し、学士力の実現に向けてICTを活用した教育改善モデルの提
言を公表しています。また、インターネット上で多面的な視点
から知識を組み合わせる分野横断フォーラム型のPBLモデルの
研究を行っています。

２）ICTを活用したアクティブ・ラーニング等の研究
教育の質的転換に向けた教育改善を促進するため、ICTを活

用した能動的学修（アクティブ・ラーニング）への取り組み方策
等について関連する分野が連携して研究し、オープンに教員有志
による対話集会を開催し、理解の促進を図ることにしています。

３）授業改善調査，情報環境調査
教育の質的転換に向けて教育改善に対する教員の受け止め方

を把握するため「私立大学教員の授業改善調査」と情報環境の整
備状況を振り返り課題を整理するため「私立大学情報環境基本調
査」を実施、分析し、それぞれ白書を作成・公表しています。

４）情報教育のガイドライン研究
①分野別情報活用能力ガイドラインの公表

人文・社会・自然科学の各分野における情報活用能力の到
達目標、教育学習方法、学習成果の評価についてガイドライ
ンを公表しています。

②情報リテラシー教育のガイドラインの研究
「問題発見・解決を思考する枠組み」の獲得を通して、健全
な情報社会を構築するための知識・態度とICTに関する科学
的な理解・技能を統合した学修モデルを研究しています。

③情報倫理教育のガイドラインの公表
④情報専門人材教育の学修モデルの研究

イノベーションに関与できる構想力・実践力を培うための
教育モデルとして産学連携による分野横断型PBL学修の仕組
みとして「情報通信系教育」と「デザイン・コンテンツ系教
育」のモデルを研究しています。

５）学修ポートフォリオの研究
大学に共通する情報システムの課題を年次ごとに研究し、公

表しています。「学修ポートフォリオ」の研究としてポートフ
ォリオ導入に向けた共通理解の促進、ポートフォリオ情報の活
用対策と教職員の関り方、ICTを用いたeポートフォリオの構
築・運用に伴う留意点・課題についてを研究し、平成29年５月
に参考指針をとりまとめ、公表し、eポートフォリオシステム

本協会は、私立の大学、短期大学を設置する学校法人（正会員）
をもって組織していますが、その他に本協会の事業に賛同して支援
いただく関係企業による賛助会員組織があります。

本協会は、私立の大学・短期大学における教育の質の向上を図る
ため、情報通信技術の可能性と限界を踏まえて、望ましい教育改善
モデルの探求、高度な情報環境の整備促進、大学連携・産学連携に
よる教育支援の推進、教職員の職能開発などの事業を通じて、社会
の信頼に応えられる人材育成に寄与することを目的に、平成23年４

入会案内

設立の経緯
月１日に認定された新公益法人の団体です。　

本法人の淵源は、昭和52年に社団法人日本私立大学連盟、日本私
立大学協会、私立大学懇話会の三団体を母体に創立した私立大学等
情報処理教育連絡協議会で、その後、平成４年に文部省において社
団法人私立大学情報教育協会の設立が許可されました。

組　織
正会員は206法人（225大学、64短期大学）となっており、賛助

会員57社が加盟しています（会員数は平成29年４月15日現在のも
のです）。会員については本誌の最後に掲載しています。

事業内容
の導入・整備・活用を呼びかけています。

６）「補助金活用による教育改革実現のための情報環境整備計画調
査による財政支援の提案

２．大学連携、産学連携による教育支援の振興及び推進
１）インターネットによる電子著作物（教育研究コンテンツ）の

相互利用の仲介・促進を図っています。また、ICT活用教育の
推進に向けて著作権法の改正を文化庁に働きかけています。

２）情報系専門人材分野を対象とした「産学連携人材ニーズ交流
会」と「大学教員の企業現場研修」の支援及びICTの重要性を
学生に気づかせる「社会スタディ」を実施しています。

３．大学教員の職能開発及び大学教員の表彰
１）情報通信技術を活用したレフリー付きの教育改善の研究発表
２）教育指導能力開発のための情報通信技術の研究講習
３）教育改革に必要な教育政策及び情報通信技術の活用方法と対

策の探求
４）短期大学教育を強化するための情報通信技術を活用した教育

改革と教学マネジメント体制の研究
５）情報セキュリティの危機管理能力の強化を図るセミナー
６）ICTを駆使して業務改善に取り組む職員能力開発の研究講習

４．法人の事業に対する理解の普及
１）機関誌「大学教育と情報」の発行とWebによる公表
２）地域別事業活動報告交流会の実施

５．会員を対象としたその他の事業
１）情報化投資額の費用対効果の有効性評価と各大学へのフィー

ドバック
２）情報通信技術の活用、教育・学修支援、財政援助の有効活用

などの相談・助言
３）大学連携による授業支援、教材共有化、ｅラーニング専門人材の育

成、ｅラーニング推進の拠点校に対するマネージメント等の協力・
支援、「日本オープンオンライン教育推進協議会（JMOOC)」への支援

４）報道機関コンテンツの教育への再利用と問題への対応
５）教育改革FD/ICT理事長・学長等会議、教育改革事務部門管理

者会議の開催
６）教職員の知識・理解を拡大するためのビデオ・オンデマンド

の配信

正会員：本協会の目的に賛同して入会した私立の大学、短期大学を設
置する学校法人で、本協会理事会で入会を認められたもの。

入会資格

賛助会員：本協会の事業を賛助する法人または団体で本協会理事会で
入会を認められたもの。 



「大学教育と情報」投稿規程 （2008年５月改訂）

１．投稿原稿の対象
情報通信技術を活用した教育および環境に関する各種事例、例えば専門科目の授業における情報通信技術の活用や

情報リテラシー教育の事例、ネットワークの運用・管理の事例、その他海外情報など、大学等に参考となる内容を対
象とする。

また、企業による執筆の場合は、教育支援の代行、学内システム管理の代行、情報セキュリティなどの技術動向、
などをテーマとした、大学に参考となる内容を対象とする。

２．投稿の資格
原則として、大学・短期大学の教職員とする。

３．原稿の書き方
（１）字数

3,600字（機関誌２ページ）もしくは5,400字（機関誌３ページ）以内
（２）構成

本文には、タイトル、本文中の見出しをつける。（見出しの例：　１．はじめに　２．＊＊＊　３．＊＊＊）
（３）本文

Wordまたはテキスト形式で作成し、Wordの場合は、図表等を文章に挿入し作成する。
（４）図表等

図表等、上記字数に含む。（めやす：ヨコ７cm× タテ５cmの大きさで、約200字分）
１）写真：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度とする。
２）ブラウザ画面：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度とする。なお、画面中の文字を明瞭にしたい

場合はBITMAP形式とする。
３）その他図表：JPEG、TIFF、Excel、Word、PowerPointのいずれかの形式とする。

（５）本文内容
１）教育内容ついては、学問分野、授業での科目名、目的、履修対象者と人数、実施内容、実施前と後の比較、

教員や学生（TA等）への負担、教育効果（数値で示せるものがある場合）、学生の反応、今後の課題につい
て記述すること。

２）システム構築・運用については、構築の背景、目的、費用と時間、完成日、作成者、構築についての留意
点、学内からの支援内容（教員による作成の場合）、学内の反応、今後の課題について記述すること。

３）企業による紹介については、問い合せ先を明記する。

４．送付方法
本協会事務局へ以下のどちらかの方法で送付する。

１）電子メール：添付ファイルの容量が10MBを超える場合は、２）の通り郵送する。
２）郵送：データファイル（CD、MOに収録）とプリント原稿を送付する。

５．原稿受付の連絡
本協会事務局へ原稿が届いた後、１週間以内に事務局より著者へその旨連絡する。

６．原稿の取り扱い
投稿原稿は、事業普及委員会において取り扱いを決定する。

７．掲載決定通知
事業普及委員会において掲載が決定した場合は、掲載号を書面で通知し、修正を依頼する場合はその内容と期日に

ついても通知する。

８．校正
著者校正は初校の段階で１回のみ行う。その際、大幅な内容の変更は認めない。

９．「大学教育と情報」の贈呈
掲載誌を著者に５部贈呈する。希望に応じて部数を追加することは可能。

10．ホームぺージへの掲載
本誌への掲載が確定した原稿は、機関誌に掲載する他、当協会のホームページにて公開するものとする。

11．問い合わせ・送付先
公益社団法人私立大学情報教育協会事務局
TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473 E-mail:info@juce.jp

〒102-0073　千代田区九段北4-1-14　九段北TLビル4F
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投稿規程
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千歳科学技術大学

川瀬　正明（学長）

北海学園大学・北海商科大学

森本　正夫（理事長）

北海道医療大学

二瓶　裕之（情報センター長）

北海道情報大学

谷川　健（経営情報学部長）

東北医科薬科大学

佐藤　憲一（特任教授）

東北学院大学

塩田　安信（情報処理センター長）

東北工業大学

上杉　直（情報サービスセンター長）

東北福祉大学

大谷　哲夫（学長）

東日本国際大学・いわき短期大学

関沢　和泉（電算室長）

筑波学院大学

大島　愼子（学長）

流通経済大学

井川　信子（総合情報センター長）

白鴎大学

黒澤　和人（情報処理教育研究センター長）

跡見学園女子大学

植松　貞夫（情報メディアセンター長）

共栄大学

加藤　彰（学長）

埼玉医科大学

椎橋　実智男（情報技術支援推進センター長）

十文字学園女子大学

岡本　英之（法人副本部長・事務局長）

城西大学・城西国際大学・城西短期大学

中村　俊子（情報科学研究センター所長）

女子栄養大学・女子栄養大学短期大学部

香川　明夫（理事長）

公益社団法人  私立大学情報教育協会社員並びに会員代表者名簿
208法人（228大学　64短期大学）

（平成30年３月１日現在）

名　簿

駿河台大学

大貫　秀明（副学長）

西武文理大学

野口　佳一（サービス経営学部教授）

獨協大学・獨協医科大学・姫路獨協大学

東　孝博（教育研究支援センター所長）

日本工業大学

辻村　泰寛（工学部情報工学科主任、教授）

文教大学

佐久間　拓也（湘南情報センター長）

文京学院大学

浜　正樹（情報教育研究センター長）

江戸川大学

波多野　和彦（情報化推進委員会委員長）

敬愛大学・千葉敬愛短期大学

森島　隆晴（教務部長）

秀明大学

大塚　時雄（秀明IT教育センター長）

淑徳大学

松山　恵美子（総合福祉学部教授）

聖徳大学・聖徳大学短期大学部

川並　弘純（理事長・学長）

千葉工業大学

小宮　一仁（学長）

千葉商科大学

柏木　将宏（情報基盤センター長）

中央学院大学

佐藤　英明（学長）

帝京平成大学

市川　毅（通信教育部長・FD委員長）

東京歯科大学

井出　吉信（学長）

東洋学園大学

澁谷　智久（人間科学部准教授）

麗澤大学

千葉　庄寿（情報教育センター長）



大妻女子大学・大妻女子大学短期大学部

大澤　清二（総合情報センター所長）

桜美林大学

後藤　彰寛（情報システム部長）

学習院大学・学習院女子大学

山本　政人（計算機センター所長）

共立女子大学・共立女子短期大学

村上　昌弘（情報センター長）

慶應義塾大学

中村　修（インフォメーションテクノロジーセンター所長）

恵泉女学園大学

大日向　雅美（学長）

工学院大学

馬場　健一（情報科学研究教育センター所長）

国際基督教大学

尾崎　敬二（教養学部客員教授）

駒澤大学・苫小牧駒澤大学

青木　茂樹（総合情報センター所長）

実践女子大学・実践女子大学短期大学部

竹内　光悦（情報センター長、人間社会学部教授）

芝浦工業大学

角田　和巳（学術情報センター長、工学部教授）

順天堂大学

木南　英紀（学長特別補佐）

上智大学・上智大学短期大学部

長嶋　利夫（情報システム室長）

昭和大学

久光　正（総合情報管理センター長）

昭和女子大学

金子　朝子（学長）

白梅学園大学・白梅学園短期大学

倉澤　寿之（情報処理センター長）

白百合女子大学・仙台白百合女子大学

松本　敏之（管財課課長代理）

成蹊大学

石井　卓（高等教育開発・支援センター所長）

創価大学・創価女子短期大学

木村　富美子（ｅラーニングセンター長）

大東文化大学

水谷　正大（学園総合情報センター所長）

高千穂大学

笹金　光徳（学長）

拓殖大学・拓殖大学北海道短期大学

川名　明夫（学長）

玉川大学

稲葉　興己（教学部長）

中央大学

佐藤　文博（情報環境整備センター所長）

津田塾大学

新田　善久（計算センター長）

帝京大学

冲永　佳史（理事長・学長）

帝京科学大学

冲永　莊八（理事長・学長）

東海大学・東海大学短期大学部・東海大学医療技術短期大学・東海大学福岡短期大学

中嶋　卓雄（情報教育センター所長）

東京医療保健大学

木村　哲（学長）

東京家政大学・東京家政大学短期大学部

新川　辰郎（コンピュータシステム管理センター所長）

東京工科大学

田胡　和哉（メディアセンター長、コンピュータサイエンス学部教授）

東京女子大学

荻田　武史（情報処理センター長）

東京女子医科大学

吉岡　俊正（理事長・学長）

東京電機大学

小山　裕徳（総合メディアセンター長）

東京都市大学

山口　勝己（情報基盤センター所長）

東京農業大学・東京情報大学・東京農業大学短期大学部

髙橋　新平（コンピュータセンター長）
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名　簿

青山学院大学・青山学院女子短期大学

宋　少秋（情報メディアセンター所長）

専修大学・石巻専修大学

松永　賢次（情報科学センター長）
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名　簿

東京未来大学

杉本　雅彦（情報処理センター長）

東京理科大学・諏訪東京理科大学

武田　正之（教育支援機構・情報教育センター長）

東邦大学

逸見　真恒（ネットワークセンター長）

東洋大学

竹村　牧男（学長）

日本大学・日本大学短期大学部

落合　実（理事・生産工学部長）

日本医科大学・日本獣医生命科学大学

林　宏光（ICT推進センター長）

日本歯科大学・日本歯科大学東京短期大学・日本歯科大学新潟短期大学

中原　泉（理事長・学長）

日本女子大学

長谷川　治久（メディアセンター所長）

法政大学

尾川　浩一（学術支援本部担当常務理事）

武蔵大学

荻野　紫穂（情報・メディア教育センター長）

武蔵野大学

佐藤　佳弘（教養教育部教授）

武蔵野美術大学

長澤　忠徳（学長）

明治大学

向殿　政男（顧問、名誉教授）

明治学院大学

秋月　望（情報センター長）

立教大学

枝元　一之（メディアセンター長）

立正大学

山下　倫範（情報環境基盤センター長）

早稲田大学

大野　髙裕（理事、理工学術院教授）

神奈川大学

日野　晶也（常務理事）

関東学院大学

岡本　教佳（情報科学センター長）

相模女子大学・相模女子大学短期大学部

速水　俊裕（事務局長）

産業能率大学・自由が丘産能短期大学

森本　喜一郎（情報センター所長）

湘南工科大学

小林　学（メディア情報センター長）

東洋英和女学院大学

柳沢　昌義（情報処理センター長）

フェリス女学院大学

高柳　彰夫（情報センター長）

新潟工科大学

吉本　康文（FD委員長）

新潟国際情報大学

佐々木　桐子（情報文化学部准教授）

新潟薬科大学

寺田　弘（理事長・学長）

金沢学院大学

桑野　裕昭（経営情報学部教授）

金沢工業大学

河合　儀昌（常任理事・情報処理サービスセンター所長）

福井工業大学

山西　輝他（情報システムセンター長）

山梨学院大学・山梨学院短期大学

齊藤　実（情報基盤センター長）

岐阜医療科学大学・中日本自動車短期大学

間野　忠明（学長）

岐阜聖徳学園大学・岐阜聖徳学園大学短期大学部

石原　一彦（情報教育研究センター長）

中京学院大学・中京学院大学中京短期大学部

長野　正（理事長・学長）

中部学院大学・中部学院大学短期大学部

中川　雅人（総合研究センター副所長）

静岡英和学院大学・静岡英和学院大学短期大学部

柴田　敏（学長）

東京富士大学

萩野　弘道（システム管理部長）

神奈川工科大学

納富　一宏（情報教育研究センター所長）
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名　簿

聖隷クリストファー大学

小柳　守弘（専務理事・法人事務局事務局長）

愛知大学・愛知大学短期大学部

松井　吉光（情報メディアセンター所長）

愛知学院大学・愛知学院大学短期大学部

佐藤　悦成（学長）

愛知学泉大学・愛知学泉短期大学

寺部　曉（理事長・学長）

愛知工業大学

鈴木　晋（計算センター長）

愛知淑徳大学

吉崎　一人（情報教育センター長）

桜花学園大学・名古屋短期大学

大谷　岳（学長）

金城学院大学

岩崎　公弥子（マルチメディアセンター長）

至学館大学・至学館大学短期大学部

前野　博（情報処理センター長）

椙山女学園大学

米田　公則（学園情報センター長）

大同大学

朝倉　宏一（情報センター長）

中京大学

目加田　慶人（情報センター長）

中部大学

岡崎　明彦（総合情報センター長）

名古屋外国語大学・名古屋学芸大学

中西　克彦（理事長）

名古屋学院大学

伊藤　昭浩（学術情報センター長）

名古屋女子大学・名古屋女子大学短期大学部

越原　洋二郎（学術情報センター長）

南山大学・南山大学短期大学部

鳥巣　義文（学長）

日本福祉大学

児玉　善郎（学長）

皇學館大学

齋藤　平（教育開発センター長）

鈴鹿医療科学大学

山本　晧二（ICT教育センター長）

大谷大学・大谷大学短期大学部

加藤　丈雄（研究・国際交流担当副学長）

京都外国語大学・京都外国語短期大学

宇城　由文（付属図書館長）

京都光華女子大学・京都光華女子大学短期大学部

尾藤　恵津子（情報システム部長）

京都産業大学

黒坂　光（副学長）

京都女子大学

諸岡　晴美（教務部長）

京都橘大学

安達　太郎（学術情報部長）

京都ノートルダム女子大学

河瀬　雅紀（図書館情報センター館長）

同志社大学・同志社女子大学

廣安　知之（副CIO、生命医科学部教授）

佛教大学

篠原　正典（情報推進室室長）

立命館大学・立命館アジア太平洋大学

永井　清（教学部長、理工学部教授）

龍谷大学・龍谷大学短期大学部

鈴木　学（総合情報化機構長）

大阪医科大学・大阪薬科大学

濱田　松治（情報企画管理部長）

大阪学院大学・大阪学院大学短期大学部

坂口　清隆（事務局長）

大阪経済大学

中村　健二（情報処理センター長）

大阪経済法科大学

山木　和（情報科学センター長代理）

大阪芸術大学・大阪芸術大学短期大学部

武村　泰宏（教務部システム管理センター長）

静岡産業大学

鷲崎　早雄（学長）

名城大学

大津　史子（情報センター長）
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大阪歯科大学

藤原　眞一（教育情報センター所長）

大阪樟蔭女子大学

森　眞太郎（理事長）

大阪女学院大学

小松　泰信（ラーニングソリューションセンター長）

大阪成蹊大学・びわこ成蹊スポーツ大学・大阪成蹊短期大学

山本　昌直（法人事務本部長）

大阪体育大学

工藤　俊郎（情報処理センター長）

追手門学院大学

真銅　正宏（図書館・情報メディア部部長）

関西大学

柴田　一（インフォメーションテクノロジーセンター所長）

近畿大学・近畿大学短期大学部・近畿大学九州短期大学

井口　信和（総合情報基盤センター長）

四天王寺大学・四天王寺大学短期大学部

瀧藤　尊淳（理事長）

太成学院大学

足立　裕亮（理事長・学長）

帝塚山学院大学

津田　謹輔（学長）

阪南大学

神尾　登喜子（副学長、情報センター長）

桃山学院大学

藤間　真（情報センター長）

大手前大学・大手前短期大学

森本　雅博（情報メディアセンター長）

関西学院大学

巳波　弘佳（学長補佐）

神戸学院大学

中山　久憲（図書館・情報支援センター所長）

神戸松蔭女子学院大学

稲澤　弘志（情報教育センター所長）

神戸女学院大学

出口　弘（情報処理センターディレクター）

神戸親和女子大学

間渕　泰尚（情報処理教育センター長）

園田学園女子大学・園田学園女子大学短期大学部

難波　宏司（情報教育センター所長）

兵庫大学・兵庫大学短期大学部

北島　律之（学修基盤センター長）

武庫川女子大学・武庫川女子大学短期大学部

山﨑 彰（理事・教学局長）

流通科学大学

中内　潤（理事長・学長）

畿央大学

冬木　正彦（理事長）

帝塚山大学

向井　篤弘（副学長）

奈良学園大学・奈良学園大学奈良文化女子短期大学部

根岸　章（情報センター長）

岡山理科大学・千葉科学大学・倉敷芸術科学大学

加計　晃太郎（理事長・総長）

吉備国際大学・九州保健福祉大学

加計　美也子（理事長・総長）

就実大学・就実短期大学

野本　明成（情報センター室長）

ノートルダム清心女子大学

原田　豊己（学長）

広島工業大学

大谷　幸三（情報システムメディアセンター長）

広島国際学院大学・広島国際学院大学自動車短期大学部

高木　尚光（情報処理センター長）

広島修道大学

海生　直人（情報センター長）

広島女学院大学

山下　京子（大学総合学生支援センター長）

広島文化学園大学・広島文化学園短期大学

田中　宏二（学長）

福山大学

金子　邦彦（共同利用副センター長（ICTサービス部門長））

大阪工業大学・摂南大学・広島国際大学

吉野　正美（システム担当理事）

神戸女子大学・神戸女子短期大学

中坊　武夫（学園情報センター長）
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機関誌「大学教育と情報」アンケート
より充実した情報を掲載していくため、ご意見をお寄せ下さいますようお願いいたします。

＜ご回答方法＞
○　Web画面にご記入の上、送信　　http://www.juce.jp/jenquete/
○ 本ページをコピー、ご記入の上、FAX（03-3261-5473）にて送付

１．今号についてご感想やご意見をご記入下さい。

２．本誌で今後掲載してほしい内容についてご意見をご記入下さい。

３．ご回答いただいた方について、下記に該当するものを選択下さい（複数回答可）。

大学・短期大学の教員 大学・短期大学の職員
□　学部 □　教育支援部門 □　賛助会員の企業
□　教育支援部門 □　FD部門 □　その他
□　FD部門 □　情報センター部門
□　情報センター部門 □　管理部門

□　その他

九州共立大学・九州女子大学・九州女子短期大学

宮本　和典（学術情報センター情報システム部長）

九州産業大学・九州造形短期大学

下川　俊彦（総合情報基盤センター所長）

久留米工業大学

森　和典（学術情報センター長）

西南学院大学

吉武　春光（情報処理センター所長）

聖マリア学院大学

井手　悠一郎（IR室長）

第一薬科大学

櫻田　司（副学長）

筑紫女学園大学

吉野　嘉高（情報メディアセンター長）

福岡大学

末次　正（CIO補佐・CISO補佐・情報基盤センター長）

長崎総合科学大学

下島　真（情報科学センター長、情報学部教授）

熊本学園大学

得重　仁（ｅ-キャンパスセンター長）

崇城大学

西　宏之（総合情報センター長）

別府大学・別府大学短期大学部

西村　靖史（メディア教育・研究センター情報教育・研究部長）

宮崎産業経営大学

白石　敬晶（経営学部教授）

鹿児島国際大学

高橋　信行（情報処理センター所長）

沖縄国際大学

平良　直之（情報センター所長）

戸板女子短期大学

小林　千春（学長）

高松大学・高松短期大学

丸山　豊史（情報処理教育センター長）

福岡女学院大学・福岡女学院大学短期大学部

吉田　尚史（情報教育センター長）

福岡工業大学・福岡工業大学短期大学部

若原　俊彦（情報基盤センター長）

立教女学院短期大学

若林　一美（理事長・学長）
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